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（１）現況 
 
 ①大学名 国立大学法人鹿児島大学 
  
 ②所在地（本部） 鹿児島県鹿児島市郡元 
     （郡元キャンパス） 鹿児島県鹿児島市郡元 
     （桜ケ丘キャンパス） 鹿児島県鹿児島市桜ヶ丘 
     （下荒田キャンパス） 鹿児島県鹿児島市下荒田 
 
 ③役員の状況 
  学 長  前田 芳實（平成 25 年４月１日～） 
  理 事  ６名（常勤５名、非常勤１名） 
  監 事  ２名（常勤１名、非常勤１名） 
 
④学部等の構成 
 （学部） 
  法文学部、教育学部、理学部、医学部、歯学部、工学部、 
  農学部、水産学部、共同獣医学部 
 
 （研究科） 
  人文社会科学研究科、教育学研究科、保健学研究科、農学研究科、水産学研究科、 
  理工学研究科、医歯学総合研究科、臨床心理学研究科、連合農学研究科 

   
  （附属施設） 
   附属病院 
   
  （附属学校） 
   教育学部附属幼稚園、教育学部附属小学校、教育学部附属中学校、 
   教育学部附属特別支援学校 
   
  （機構） 
   総合教育機構、研究推進機構、社会貢献機構 
 
  （学内共同教育研究施設） 
   附属図書館、保健管理センター、稲盛アカデミー、総合研究博物館、 
   学術情報基盤センター、埋蔵文化財調査センター 
 
  （海外拠点） 
   北米教育研究センター 
 
  （その他） 
   奄美群島拠点 

  
 

 
（学部等附属施設） 
 [教 育 学 部] 附属教育実践総合センター 
 [農 学 部 ] 附属農場、附属演習林（うち高隅演習林（※））、 

附属焼酎・発酵学教育研究センター 
 [水 産 学 部] 附属練習船かごしま丸（※）、附属練習船南星丸、 
           附属海洋資源環境教育研究センター 
 [共 同 獣 医 学 部 ] 附属動物病院、附属越境性動物疾病制御研究センター 
[理 工 学 研 究 科 ] 附属南西島弧地震火山観測所、附属地域コトづくりセンター 

 
   ※は、教育関係共同利用拠点に認定された施設を示す。 
 
 ⑤学生数及び教職員数（平成 29 年５月１日現在） 
  （学部学生数） 
    法文学部    1,775 人（ 9 人） 
    教育学部    1,149 人（ 0 人） 
    理学部      830 人（ 8 人） 
    医学部     1,197 人（ 0 人） 
    歯学部      308 人（ 1 人） 
    工学部     2,023 人（26 人） 
    農学部       900 人（13 人） 
    水産学部     600 人（ 3 人） 
    共同獣医学部   188 人（ 1 人）  
      計     8,970 人（61 人） 
 
  （大学院学生数） 
    人文社会科学研究科    75 人（ 34 人） 
    教育学研究科       66 人（ 5 人） 
    保健学研究科       77 人（ 0 人） 
    農学研究科        139 人（ 15 人） 
    水産学研究科       64 人（ 10 人） 
    理工学研究科       647 人（ 17 人） 
    医歯学総合研究科     349 人（ 22 人） 
    臨床心理学研究科     33 人（ 0 人） 
    連合農学研究科      119 人（ 53 人）  
        計       1,569 人（156 人） 

（ ）書きは留学生で内数 
 
   （教員数（本務者））   1,146 人  

  
   （職員数（本務者））   1,543 人  
 
 
 
 
 
 

○ 大 学 の 概 要  
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鹿児島大学 

（２）大学の基本的な目標等 
 
  （中期目標の前文） 

鹿児島大学は、学問の自由と多様性を堅持しつつ、自主自律と進取の精神を尊重
し、アジア・太平洋の中の鹿児島という地理的特性を踏まえ、地域とともに社会の
発展に貢献する知の拠点として、「進取の気風にあふれる総合大学」を目指していま
す。 
第３期中期目標・中期計画期間においては、南九州及び南西諸島域の「地域活性

化の中核的拠点」としての機能を強化し、自ら困難な課題に果敢に挑戦する「進取
の精神」を有する人材を育成するとともに、18 歳人口減少問題やグローバル化を視
野に入れ、「進取の気風にあふれる総合大学」に相応しい大学改革を実施するため、
以下の基本目標に取り組みます。 

 
 １．グローバルな視点を有する地域人材育成の強化 

地域特性を活かした教育及び国際化に対応した教育を推進するとともに、高大接続
の見直し、アクティブ・ラーニングの強化、教育の内部質保証システムの整備、学
生支援の拡充等の教育改革に取り組みます。 

 
２．大学の強みと特色を活かした学術研究の推進 

地域特有の課題研究「島嶼、環境、食と健康、水、エネルギー」及び防災研究を推
進するとともに、先進的な感染制御や実験動物モデル等の卓越した研究を促進しま
す。 

 
３．地域ニーズに応じた社会人教育や地域連携の推進 

知的・文化的な生涯学習の拠点として、地域・産業界との連携を強化し、リカレン
ト教育の拡充や地域イノベーションの創出等、「社会連携機構（仮称）」を中心に社
会貢献の取組を推進します。 

 
４．機能強化に向けた教育研究組織体制の整備 

学長のリーダーシップの下、大学のガバナンス改革を推進するとともに、学術研究
院制度を効果的に活用し、地域の総合大学としての特色を活かした学部等の再編や
奄美群島拠点の拡充等、組織の見直しや学内資源の再配分に全学的な観点から取り
組みます。 

 
（３）大学の機構図 
 
   次 頁 添 付 
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鹿児島大学 

○全体的な状況  
 

 

 鹿児島大学は、学問の自由と多様性を堅持しつつ、自主自律と進取の精神を

尊重し、アジア・太平洋の中の鹿児島という地理的特性を踏まえ、地域ととも

に社会の発展に貢献する知の拠点として、「進取の気風にあふれる総合大学」を

目指している。 

第３期中期目標・中期計画期間においては、南九州及び南西諸島域の「地域

活性化の中核的拠点」としての機能を強化し、自ら困難な課題に果敢に挑戦す

る「進取の精神」を有する人材を育成するとともに、18歳人口減少問題やグロ

ーバル化を視野に入れ、「進取の気風にあふれる総合大学」に相応しい大学改革

に積極的に取り組んでいる。 

 

１．教育研究等の質の向上の状況                    

 

（１）教育に関する取組状況                      

 

「進取の精神」を有する人材を育成するため、教育の質保証を目的とした新

たな教育機構の創設のもと、地域マインドの醸成を図る地域人材育成プラット

フォームの構築、柔軟な学年暦の導入などの教育改革を推進するとともに、獣

医学教育の国際的質保証、入学者選抜方法の改善に取り組んだ。 

 

 全学的な学位の質保証に関する取組 

 

① 「総合教育機構」の設置と学術研究院制度の推進【B9-1】 

共通教育のみならず学士課程全体の教育の質保証を目的として、平成 29

年度より高等教育研究開発センター、共通教育センター、アドミッション

センター、グローバルセンターの４センターからなる「総合教育機構」を

設置し、新規採用や学内異動により共通教育センターの専任教員を31名、

高等教育研究開発センターの専任教員を５名に増員した。また、学術研究

院制度（全教員を学長の下に一元管理するため平成 27年度に創設）に基づ

き、学内異動で共通教育センター所属となった教員は、専門教育の担当も

兼務していたため、専門教育でも全学支援体制の運用を開始したと言える。 

 

② 学部横断型「地域人材育成プラットフォーム」の運用開始【B4-1,B27-2】 

平成 29年度より、共通教育科目と専門教育科目の双方から成り、学生は

所属学部以外の学部専門教育科目の受講も前提とした全 20単位から成る

鹿児島大学独自の学部横断型の教育枠組みである「地域人材育成プラット

フォーム」の運用を開始した。今年度はこの枠組みに基づき、地元就業を

目的とした人材育成を行う「かごしまキャリア教育プログラム」と鹿児島

という地域が有する環境や伝統工芸品等様々な資源に対する理解を深める

「かごしま地域リサーチ・プログラム」を稼働させた。プラットフォーム

の基盤をなす必修科目である「大学と地域」においては、前期に鹿児島県

知事、後期に副知事による講義（各１回）を開講し、それ以外にも多数の

自治体職員の参加を得、学生の地域マインドの醸成を図った。また、プロ

グラムのスタートアップ科目の受講者数は、２つのプログラムを併せて計

155名であった。さらに、総合教育機構においてプログラムのさらなる拡

充に向けた検討を行い、平成 30年度より「かごしまグローバル教育プログ

ラム」をスタートさせることを決定した。 

 

③ 共通教育カリキュラムの内容の充実【B4-2】 

共通教育カリキュラムについて、必修科目群を中心に共通教育の教育目

標と各科目の教育目標との関連性を把握できる一覧表を作成した。また、

学び方の特徴や自主自律的に学び続けるための基盤となる思考法や学習

技術を身につけるための主要な科目である「初年次セミナー」については、

学びの質向上を図るためにルーブリックの検証を行い、３つの観点による

評価指標と水準を盛り込んだものに改善した。さらに、初年次セミナーの

教育効果を高めるためにアクティブ・ラーニングルームを整備するととも

に、学習支援システムを導入し、平成 30年度から e-ポートフォリオを活

用できるよう操作説明会の開催や一部の授業でのプレ運用を開始した。 

 

④ 異文化理解に関する学修機会の拡充【B31-1】 

外国語の活用能力を高めたい意欲的な学生を対象に、正課授業外に外国

語学習や異文化交流ができる場を提供するため、10月より５カ国語（英語、

仏語、中国語、韓国語、イタリア語）について学べる外国語サロン（LOL：

Language Out Loud）を開設、試行的に運用を開始し、12月迄に延べ 847

名に対してネイティブな言語、異文化に触れる機会を提供した。 

また、「異文化理解入門」の受講者 1,988 名を対象に授業アンケートを実

施し、得られた結果を元に授業の改善を図った。さらに「異文化理解入門」

については、非常勤講師の担当するクラスが多いことが課題となっていた

ため、外国語教育部門で検討した。その結果、非常勤講師が多数を占めて
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いるクラスを再編してクラス数を減らし、非常勤講師の削減を図るととも

に、全クラスにコーディネーターを配置するなどの改善案を作成し、平成

30年度から実施することとした。 

 

⑤ 大学院生による学修支援【B2-1,B6-1】 

課外の学修支援制度の拡充を図り、大学院生による学部生に対する共通

教育科目を履修するために必要な基礎学力に関する学習アドバイスを行

うため、学習アドバイザー実施要項を新たに定め、学習アドバイザー制度

の運用を開始した（各期約100名が利用）。 

また、入試形態を踏まえた入学前教育や入学後の補習教育等との連携を

図り、一貫した学修支援の仕組みを構築するための具体的な検討を行った。 

 

⑥ 柔軟な学年暦の導入に伴う環境整備【B1-1,B7-2,B32-1】 

   「教育改革の基本方針」を定め、平成 31年度からカリキュラムや各科目

の目標に応じた柔軟な運用を行うため４ターム制を基盤とした学年暦へ

と移行することとした。それを踏まえ、特に全学的に影響の大きな共通教

育に関する具体的課題の検討を進めた。また、単位の実質化に向けた授業

時間外学習の促進と学習時間の確保に向けて、科目の精査や CAP制上限引

下げについても「教育改革の基本方針」として明確に定め、教育研究評議

会において承認を得た。 

 

 個別学部による教育の質保証に関する取組 

 

① 欧州獣医学教育認証取得に向けた取組【B12-1】 

  共同獣医学部において、平成29年10月に欧州獣医学教育機関協会（EAEVE）

による公式事前診断を受審した結果、①学部運営組織に対する学生や学外

の獣医学教育関係者の参画の不足、②実習における健康動物や剖検体の数

と種類の不足（本学では、伴侶動物解剖検体数の不足）、③臨床実習に用い

られる一般的な動物とエキゾチック動物の数と多様性の不足（本学ではエ

キゾチック動物診療数の不足）が指摘された。 

これらの指摘に対応するために、学生協議会及び諮問会議をいずれも平

成 29年 12月に開催した。第１回学生協議会（毎月定例開催）では、協議

会議長を決定し、同議長が学部運営会議メンバーとして加わる（すなわち、

学生の代表者が学部運営に関わる）ことを決定した。その他、カリキュラ

ム委員会、広報委員会、学生生活委員会の各常設委員会の委員として、学

生の代表を加えるための学内規則の変更を行った。諮問会議には、鹿児島

県及び鹿児島市の職員（獣医師）、鹿児島県農業共済組合連合会獣医師、

民間企業の代表者、鹿児島県獣医師会会長、及び共同獣医学部同窓会会長

を委員に加え、ステークホルダーが学部の教育、研究、社会貢献に求める

意見を同会議において集約し、その後の学部運営に反映させることができ

るシステムを整備した。第１回諮問会議においては、鹿児島県内の家畜保

健衛生所における学生実習の実施を検討するよう要請があり、平成30年

度から実施となった。 

また、鹿児島市動物管理事務所において斃死した犬の病理解剖を本学部

にて実施できるようになった（平成 29年度実績は２頭の剖検を実施）こ

とで、公式事前診断において指摘された伴侶動物の病理解剖数の不足に対

して、平成 30年度以降、増数を図り解決できる見通しが立った。 

さらに、かごしま水族館実習では、５年次の学生（32名）が４名ずつ、

８回に分けて参加型実習を行った。平川動物公園内の動物診療所において

も、５年次学生が４名ずつ、８回に分けて実習を実施した。公式事前診断

において、本学ではエキゾチック動物の症例不足が指摘されていたが、こ

れらの臨床実習を実施することによって解決できるようになった。 

この他、高学年次における学習負担を軽減させるために、山口大学とと

もに、カリキュラムの改編を検討し、平成 30年４月から新カリキュラム

を開始することを決定した。 

EAEVE による公式事前診断では、「結論として、有能なスタッフ、最高水

準の施設、強固たる研究の実行と安定した財政状況を持つ両共同獣医学部

は、公式事前診断において見出された軽微な欠陥と主要欠陥事項を改善す

ることで、国際水準を満たす獣医学トレーニングと品質管理を提供できる

と考えている。」という総括を受けた。よって本学共同獣医学部は、山口

大学とともに、EAEVE による最終審査の申請を平成 29年度内に速やかに行

い、平成 31年 6月に最終視察を実施する旨の公式回答を得た。 

  

② 総合動物実験施設「AAALAC」（国際実験動物ケア評価認証協会）認証取得

【B12-1】 

  共同獣医学部の総合動物実験施設が、米国 AAALAC International（国際

実験動物ケア評価認証協会）の国際認証を受けた。このことは、総合動物

実験施設の動物管理が、国際的な水準であることを証明するものである。

獣医学教育目的で使用される実験動物の福祉について社会的注目が増し、

複数の動物愛護団体より現状調査や意見書が届いているが、それらに対し

て、シミュレータ等の代替法を使った実習を積極的に導入していることと

合わせて、共同獣医学部の教育目的で使用される動物が動物福祉に配慮さ

れた環境で飼育管理されていることを社会へ強調して説明できるようにな

った。今回の認証を受け、動物実験における品質管理を更に向上させると
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ともに、引き続き、平成 32年度の欧州獣医学教育機関協会（EAEVE）の認

証取得を目指し、獣医学教育の改善を進めていくこととした。 

 

入学者選抜に関する取組 

 

① 自己推薦型入試の導入【B19-1】 

本学では、「学びたい力」（鹿児島大学への入学を強く希望する者）及び

「学ぶ力」（大学の授業を受講できるレディネス）を持った人材を求めて

いることから、学力の３要素の中で、特に、思考力・判断力・表現力、主

体性を重視する入試である「自己推薦型入試」（平成 32年度入試）を新設

することを決定し、３月に公表した。 

選抜方法は、講義を聞いて設問に答える形式の「講義型試験」を実施す

ることとし、大学入試センター試験の成績及び出願書類・面接試験等の結

果を合わせて合格者を決定することとしている。 

また、選抜方法を具体化するため、講義ビデオ視聴後、講義の要約や考

えを 600文字以内で記述させるなどの試行テストを２月に３回に分けて延

べ 28名の学生を対象とし実施した。採点については、採点基準（ルーブ

リック）を設計し、講義等に係る事項（時間、内容等）、設問の難易度な

どのアンケート結果を拡大入試部門会議で議論した。 

 

② 離島地域の課題解決を担う人材確保【B20-1】 

離島地域の課題解決を担う人材を確保する方策として、離島地域におけ

る大学進学状況の分析に基づき、離島地域の情報格差、利便性向上に資す

る SNS（LINE）による入試情報の発信、ネット出願を開始した。 

 

③ 秋季オープンキャンパスの実施【B20-1】 

   本学に一層の興味・関心を持ってもらうため、例年８月上旬に開催して

いる夏のオープンキャンパスに加え、新たに 11月にも「秋季オープンキャ

ンパス」を実施（参加者数延べ 467名（大学紹介体験講義(文系)134 名、(理

系)136 名、学部別キャンパス探検 150名、大学進学相談会 47名））し、本

学の魅力を情報発信した。 

 

（２）研究に関する取組状況                      

 

地域社会の課題を解決するため、重点領域研究の各分野の基盤研究を推進し、

その研究成果を地域社会に還元するとともに、国際水準の卓越した研究を推進

し、研究成果の特許出願や企業との共同研究、外部資金の獲得などに繋げた。 

 

重点領域研究の推進【B23-1】 

「島嶼」では、地元自治体奄美市と共催、奄美群島広域事務組合の後援で、

島唄に関するシンポジウム「島の声、島の歌 ― 奄美の「うた文化」を考え

る」を 11月 19日に奄美市において開催した（一般参加者約 70名）。奄美や

既に世界自然遺産に登録されている屋久島は世界的に注目を集めているが、

これらの島嶼の現状が海外の一般市民に詳しく伝わっていない点を平成 28

年度に課題として見出した。平成 29年度はトカラ列島において総合学術調査

を実施し、報告会を行うとともに成果を英語の書籍として出版する準備を整

えた。出版済の大隅諸島、奄美群島や今後調査・出版予定の甑列島と併せて

鹿児島の島嶼の情報をインターネットを介して世界で得られるように準備を

進めている。 

「環境」では、平成 28年度から継続して、奄美大島、沖永良部島、喜界島

それぞれの地域で取り組むべき課題を調査し、植物、貝類、干潟無脊椎動物、

魚類、アリ、哺乳類を対象とした調査を行い、一般図書「奄美群島の野生植

物と栽培植物」を発行するなど情報を発信した。また、シンポジウム「奄美

の植物と世界自然遺産」を平成 30年３月に奄美市で行い、世界遺産指定後ど

のように奄美地域の植物を管理すべきかの検討を行った。 

「食と健康」では、酒造会社との共同研究により、奄美特産の黒糖焼酎が

もつグレリン様作用の研究や産学連携による温泉水を用いた新ジャンル焼酎

の研究開発を進めている。黒膳プロジェクトでは「かごしま黒膳弁当」の販

売を継続しつつ、市民公開講座並びに黒膳弁当実食イベントを開催した。(参

加者 200名超)。 

「水」では、地域課題研究として（1）水資源と利水、（2）水と災害、（3）

水と生活を設定し、重点領域研究「水」シンポジウムで成果として「小規模

溜池灌漑に関するフィリピンと鹿児島離島の比較調査」、「渓流水･湧水を活用

した大規模土砂災害の予測」、「県内河川流域を対象とした降雨流出特性の実

態解明」、「水域の富栄養化対策に関する研究」を発表した。その他、防災シ

ンポジウム熊本地震に関する鹿児島大学の活動報告「2016 年熊本地震による

土砂災害」等で研究成果を発表した。 

「エネルギー」では、島嶼地域でのバガスからの燃料製造プロセス開発に

ついて、ロータリーキルンを利用するプロセスの技術的優位性を実験で確認

した。鹿児島県の海洋エネルギー導入促進に関連して、高分解能数値モデル

で計算したトカラ列島及び奄美大島群島周辺海域の海流、海水温情報を公表

するホームページ(http://dr_e.oce.kagoshima-u.ac.jp/vwp_fore_beta/)を

完成させた。 
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国際水準の卓越した研究の推進【B24-1】 

国際水準の卓越した研究を推進し、先進的感染制御では、成人 T細胞白血

病・リンパ腫細胞に出現する新たな遺伝子異常を発見するとともに、それら

や既知の遺伝子異常が治療標的となり得るか、また病像悪化の予測マーカー

となり得るかどうかの検討を行った。同時に既承認適応外薬による医師主導

治験を継続して実施した。B型肝炎ウイルス（HBV）の HBs及び HBe抗原産生

を抑制する新規核酸誘導体の同定に成功し、国内の製薬企業と合同で特許出

願を行った。また、重症熱性血小板減少症候群ウイルス（SFTSV)の増殖を抑

える新規薬剤の同定に成功し、国際特許出願を行った。さらに企業との共同

研究を開始し、HBVの増殖を抑制する新規化合物 10種類を合成した。 

難治性がんでは、更に革新的なシーズ開発の成果を高く評価され、新たな

大型研究費など３プロジェクト（「肉腫への革新的医療実用化を目指した独自

開発の増殖制御型アデノウイルスの医師主導治験」、「独自開発の全身性の腫

瘍溶解性・免疫療法の非臨床開発」、「多能性幹細胞の腫瘍化根絶に向けた革

新的ベクター技術の開発と応用」）が AMED（日本医療研究開発機構）研究費

（「革新的がん医療実用化研究事業」、「革新的医療技術創出拠点プロジェクト

シーズ B」、「橋渡し研究戦略的推進プログラムシーズA」）に採択され、また、

かぎん未来創造プランコンテストグランプリも受賞した。（かぎん：鹿児島銀

行の略） 

先進的実験動物モデル（ミニブタ等）では、医用ミニブタ・先端医療開発

研究センターにおいて、全国への成果発信の機会として、日本先進医工学ブ

タ研究会第５回研究会を会長として開催した。寄附講座「高生体適合性医療

機器・臓器開発講座」を設置し、全国展開する企業のみならず地域の協力も

得た体制で事業を行い、国際的に卓越した研究であると同時に地域の発展に

も貢献できる取組として始動した。 

生物多様性では、森林植生調査、魚類相調査、河口汽水域及びその周辺の

海岸における環形動物の分布調査、水質調査・景観調査、哺乳類・鳥類分布

調査、アマミノクロウサギの巣穴調査等広い分野にわたって調査研究を行い、

成果は論文、学会発表に加え、講演会、出前授業等で地域に還元するととも

に、一般書『奄美群島の野生植物と栽培植物』として刊行した。 

天の川銀河研究では VERA を用いた高精度位置天文観測、国立天文台野辺山

45m 電波望遠鏡を用いたアンモニア分子輝線の観測とデータ整約等を行い、

成果をシンポジウムや学会等で発表した。また、日韓 VLBI 共同大型観測事業

における星周メーザー源の次期長期間監視観測計画が採択され、実行に移す

ための検討を進め、この内容にも関連して、東アジアVLBI 観測網始動に関す

る Nature 論文を共著出版した。 

 

 奄美群島の活性化に関する取組 

 

① 世界自然遺産登録に向けた取組【B28-1】 

「奄美大島、徳之島、沖縄島北部及び西表島」が世界自然遺産地域とし

てユネスコに推薦され、平成 30 年度の登録を目指す中で関連した調査・

研究等を各分野で実施した。 

鹿児島環境学研究会（学外有識者を加えた全学横断組織）では、平成 28

年度に作成・配布した普及啓発冊子「人もネコも野生動物もすみよい島」

を活用して講演会やシンポジウムを通じてノネコが引き起こす問題など

世界遺産登録の課題と取組の重要性を指摘し、地域住民や行政機関、観光

業界等関係者などと認識の共有を図った（８回、参加者約 450名）。 

また、ユネスコ諮問機関による遺産推薦地調査(平成 29年 10月 11日～

20 日)では、同研究会のメンバーが政府の依頼で同行し、ノネコ問題など

遺産登録上の課題について専門家の立場から取組の現状を説明し、遺産の

価値や保護の取組に対する調査団の理解促進に貢献した。 

世界自然遺産の価値が守られ、地域が豊かになるためには、遺産の価値

を育んできた人々の暮らしや伝統文化（「環境文化」）を地域住民が足元か

ら見つめ直すことが重要と考え、同研究会は平成 30 年１月に奄美大島の

龍郷町秋名・幾里地区において住民が主体となるシンポジウムを開催し、

今後の地域の取組に繋がる宣言が参加者により採択された。「環境文化」

に着目したこの取組は鹿児島大学の今後の地域貢献として重要なもので

ある。 

 

② 国際島嶼教育研究センター奄美分室に関する取組【B23-1,B28-1】 

国際島嶼教育研究センター奄美分室は地域社会の解決課題に繋がる基礎

研究の推進に対して、地域（市町村などの自治体、教育委員会、NPO、そ

して環境省などの国の行政機関など）との連携の中心的役割を果たした。  

様々な「島」における情報や課題について鹿児島大学との連携へのパイ

プ役として協力している。同時に奄美分室自身が様々な問題解決に活躍し

た。これらの活動は奄美の地元紙奄美新聞、南海日日新聞、そしてNHK全

国放送、南日本新聞、読売新聞、日本経済新聞などに取り上げられ、全国

的に非常に評価されている。 

 

（３）社会との連携や社会貢献及び地域を志向した教育・研究に関する取組状

況 

 

南九州及び南西諸島域の「地域活性化の中核的拠点」としての機能をさらに
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強化するため、新たな機構を創設するとともに、社会人リカレント教育の推進

や地域課題解決に向け、研究成果を地域社会に還元する取組を進めるなど、地

域に貢献する大学としての役割を果たした。 

 

「南九州・南西諸島域共創機構」を設置【B27-1,B62-1】 

 島嶼を抱える鹿児島を中心とする南九州地域の産業振興、医療・福祉の充

実、環境の保全、教育・文化の向上など、地域社会の発展と活性化に貢献す

るため、南九州・南西諸島域の各種政策・課題事象及び学内研究成果等の情

報の一元化並びにインターフェイス組織の整備充実を目的とする「南九州・

南西諸島域共創機構」を平成 30年４月から設置することとした。また、同機

構内に、学内と学外との連携協働を円滑かつ機能的に推進するため、産学官

連携推進センターとかごしま COCセンターが有する機能を整理・集約する形

で「産学・地域共創センター」を置き、全学横断的な６つの事業育成分野「社

会共創イニシアティブ」（食品加工、観光産業・国際、エネルギー、農林畜産、

水産業、地域防災・医療）及び研究成果を展開・社会実装する「社会実装チ

ーム」を設置するとともに、試作機会の確保等による県内中小企業の研究・

開発力の強化を図る「オープン実証ラボ」の整備等によって、持続性のある

地域イノベーション・エコシステムの構築を目指す体制を整備した。 

 

日本マクドナルド(株)との協働による「食品管理技術者養成プログラム」を

新たに設置【B28-1】 

 本学と日本マクドナルド(株)、農林水産省、鹿児島県等が協働して、産学

官連携による新たな履修証明プログラム「食品管理技術者養成プログラム」

を平成 30年度から開設することを決定した。本プログラムは、産業界や行政

関係の最先端の情報を共有し、高度化する食品の安全管理・品質管理に関す

る知識・技術を習得させ、専門人材を育成するプログラムである。本プログ

ラムを通じて、国際化に対応する次世代食品管理技術者を養成し、今後の食

品関連産業界の活性化に繋げるための準備を整えた。 

 

「林業生産専門技術者養成プログラム」の改善・充実【B28-1】 

安全と環境に配慮しつつ持続的な素材生産を実行できる人材を育成する

「林業生産専門技術者養成プログラム」では、林野庁九州森林管理局との人

材育成に関する協定（平成21年８月締結）の内容を更に発展させた「連携と

協力に関する協定」を平成29年８月に新たに締結し、関係機関との連携体制

を整備するとともに、行政及び実業界からの意見に基づき、プログラムの改

善・充実を図った。 

 

「地震火山地域防災センター」を設置【B27-1,B62-1】 

地域防災教育研究センターと理工学研究科附属南西島弧地震火山観測所

を統合し、地震・火山災害をはじめとした防災研究・防災教育の中核的セン

ター「地震火山地域防災センター」の設置（平成 30年４月）を決定した。 

このことにより、地震・火山災害をはじめとした防災研究・防災教育の中

核的拠点として、地域防災力の向上に更に貢献する体制となった。 

 

 本学地域防災教育研究センター特任教授が平成 29年度防災功労者内閣総理

大臣表彰を受賞【B27-1】 

  本学地域防災教育研究センター特任教授が、砂防行政に有用な提言を行う

など土砂災害防止活動に対する顕著な功績が認められ、人命救助や防災体制

の整備に貢献した個人や団体を対象に贈られる「平成 29年度防災功労者内閣

総理大臣表彰」を受賞した。 

 

 本学及び県内高等教育機関と鹿児島銀行との「地方創生への取組に関する連

携協定」の締結【B27】 

  本学及び県内高等教育機関（８校）と鹿児島銀行が相互に連携・協力し、

互いが有する情報やノウハウ等を活用して県内産業の発展及び人材育成を図

り、地方創生の推進に寄与することを目的に、本学及び県内高等教育機関と

鹿児島銀行との連携協定を４月に締結した。 

 

地方創生にチャレンジする学生支援の取組が地域と連携した貢献活動へ発

展【B27-1】 

学生による地方創生活動を支援する「鹿児島大学進取の精神チャレンジプ

ログラム」の地方創生活動部門（活動費支援額：１件あたり上限 30万円）で、

平成 28年度、最優秀賞に選ばれた学生団体の地方創生プログラム「大学生と

徳之島小・中学生、高校生の交流ツアー～島っ子に誇りを～」の活動が、平

成 29年度、徳之島町と富士ゼロックス鹿児島株式会社との連携事業「徳之島

みらい創りプロジェクト」において、学生と自治体、企業、住民による地方

創生モデルの構築に取り組む事業活動へと発展した。 

 

 大学の地域貢献度調査において本学が総合ランキング３位【B27】 

  日本経済新聞社が全国748の国公私立大学を対象に実施した「地域貢献度

調査」において、全学横断型教育プログラムの「地域人材育成プラットフォ

ーム」の構築による「地域キャリア教育プログラム」の開発・提供、社会人

向け履修証明プログラムや地元企業からの受託研究の取組の充実などが評価

され、総合ランキング３位にランクインした。 
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魚の鮮度を保つ冷凍技術の確立【B23-1,B30-1】 

与論町漁協と連携し、従来コストと鮮度維持の問題で島内でしか消費でき

なかったシビ（キハダマグロ）などの切り身の鮮度を保ったまま冷凍・解凍

する技術を確立した。アデノシン三リン酸（ATP）含有量の低下を妨げ、鮮度

保持することで島外への出荷を可能にした。企業とも連携し、島外の飲食店

へ流通する準備を開始し、資源の有効利用と地域経済の発展へ貢献した。 

 

薩南諸島の油類漂着問題に関する鹿児島大学調査ワーキンググループの発

足【B23-1】 

平成 30 年２月に学長主導により薩南諸島の油類漂着問題に関する鹿児島

大学調査ワーキンググループを設置し、学長裁量経費（140万円）を措置し、

調査及び分析を行い、科学的かつ客観的根拠に基づいて情報を発信した。 

薩南諸島に平成 30年１月末以降に漂着している重油について、人体や海洋

生物に対する毒性、自然環境や地域水産業、観光産業に対する影響等が懸念

され、また、的確な情報が不足し今後の対応等の在り方や自然環境の回復の

可能性等について地域住民や自治体等の不安も高まっていたため、学内に広

く参加者を募集し海洋学や環境毒性学、海洋生物学、水産学等を専門とする

教員が参加し、関係自治体等の依頼に際し専門家の派遣や助言、技術指導等

を行う体制を整えた。 

３月 20日（奄美大島）と３月 26日（鹿児島市）には報告会を開催し、現

地調査や漂着していた重油・生物試料の分析等の結果、短期的な生物への影

響は確認されていないこと、重油漂流予測として今後の漂着も減少していく

見込みであることなどを報告した。 

 

（４）グローバル化に関する取組状況                  

 

教育の国際化に向けた全学連携体制として、新たに創設した教育機構に国際

化担当部門を設けるとともに、国際化の基本方針を定め、学生海外派遣、留学

生受入、若手研究者海外派遣及び外国語活用能力向上のための学修機会の拡充

を進めた。 

 

グローバル社会を牽引する人材の育成【B33-1,B35-1】 

「鹿児島大学国際化の基本方針」を策定し、大学の国際化の基盤を整えた。

さらに、グローバルセンターを平成 29年度に新設した総合教育機構に移行し、

総合教育機構教育改革室会議の下にグローバル等部門会議を設けて、留学生

受入増加方策をまとめるなど、教育の国際化に関して全学的な連携をより強

く構築できる体制とした。 

また、「鹿大『進取の精神』支援基金」による学生海外派遣・留学生受入推

進・若手研究者支援事業について学内外の周知を図るため、平成 28年度報告

と今後の展望についてシンポジウムを開催し（寄附金出資者含め学内外 90

名参加）、同事業報告書を刊行した。また、グローバルセンターは、国際島嶼

教育研究センターによる「国際的・全国的島嶼拠点構築（グローバル教育・

地域貢献活性化制度）（仮）」の連携先となり、更に URAセンターと連携して

国際研究プロジェクト SATREPS 地球規模課題対応国際科学技術協力プログラ

ムの応募を支援するなど、国際分野で全学的な連携機能を果たした。 

 

「鹿大『進取の精神』支援基金」等による学生海外派遣、留学生受入、若手

研究者支援事業【B33-2,B34-1,B35-1】 

地域活性化に資するグローカル人材育成を目的とする「鹿大『進取の精神』

支援基金」の学生海外派遣事業に、新たに「中期派遣留学」を設けて 21名を

支援し、同基金による日本人学生海外派遣総数を 107名に伸ばした(支援総額

11,681,993 円)。また、「トビタテ！留学 JAPAN 日本代表プログラム」では、

第１期～８期採択者総数が43名となり、採用実績のある国立大学 76校のう

ち 17位となった。さらに、JASSO 海外留学支援制度に採択された派遣・受入

13プログラムでは、参加学生に経済支援(支援総額 4,127 万円)を行った。こ

れらの事業について、進取の精神グローバル人材育成プログラム(P-SEG)グロ

ーバル人材育成ロードマップにおける周知や、留学体験報告を掲載したホー

ムページの開設（http://www8360uf.sakura.ne.jp/report/）、シンポジウム

開催等、活発な留学啓発活動により、平成 29年度に海外へ派遣した日本人学

生の総数は、294名（平成 26年度比 1.11 倍）となった。 

また、同基金による留学生受入推進事業として、「研究留学生受入プログラ

ム」及び「鹿児島日本語・日本文化研修プログラム」を新設し、留学生 10

名を受け入れたほか、若手研究者支援事業として、新設の「若手教員海外語

学研修支援事業」の５名、「若手教員海外研修支援事業（地域貢献型）」の２

名と合わせて計７名を支援した。 

 

留学生の受入れ支援体制整備及び多文化共生を培う互恵的協働学習

【B33-2,B34-1】 

外国人留学生の受入れ支援体制整備及び日本人学生とともに多文化共生を

培う互恵的協働学習として、保健管理センターと連携して留学生向け健康診

断用多言語資料作成及び集団受診日を新設した。また、大学生協と連携して

イスラム教徒向けハラルフードの学食提供を開始するとともに、日本初の女

性イスラム教徒弁護士による多文化共生に関する講演会を実施した。 
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また、互恵的協働学習であるグローバルランゲージスペースの昼休みの活

動（English Speaking Lunch Table 等、前期４言語、後期３言語）に延べ 998

名、週１回のグループ学習「グロスペ外国語」（前期８言語、後期９言語）に

289名が参加した（平成 28年度比 720名増）。参加者へのアンケートでは、

意義を認める回答が多数得られた。このうち、French Speaking Lunch Table

は外国語サロン（仏語）と10回共同で実施し、活動の質が向上した。 

 

（５）附属病院に関する取組状況                    

 

教育・研究に関する取組 

  

 看護職の卒後研修充実【B41-1】 

  看護職の卒後研修充実のために、保健学科と協働し看護職キャリアパス教

育プログラムの開発・教育に取り組んでいる。平成 28年度から２年間のプロ

グラムで特定分野のエキスパートナース（G ナース）の育成を開始し、平成

28 年度は５分野 13 名、平成 29 年度は新たに６分野（消化器内科、放射線、

耳鼻科、造血幹細胞移植、精神科、退院支援）８名が受講した。このうち１

期生４名の Gナース認定者（周術期・循環器）が誕生し、特定分野のスペシ

ャリストとして、看護実践・指導に中心的に携わっている。 

 

鹿児島県助産師出向支援事業【B42-1】 

助産師の地域偏在化の改善及び実践能力強化支援を目的とした「鹿児島県

助産師出向支援事業」に、鹿児島県及び鹿児島県看護協会からの要請により

平成 26年度から継続して参加している。平成 29年度は枕崎市の民間病院等

に２名の助産師を派遣（３か月１名、１か月１名）し、地域の病院との連携

を進めることによって鹿児島県の助産師育成強化に繋がっている。 

 

地域における訪問看護職等人材育成支援事業【B42-1】 

平成 26年度より、地域における訪問看護職等の資質向上及び人材確保・育

成を図ることを目的とした県委託事業「地域における訪問看護職等人材育成

支援事業」に取り組んでいる。平成 29 年度は、６地区 12 市町村 21 事業に

44名の看護師（特定・認定看護師、地域看護コース修了者等）を派遣し、医

療ニーズの高い在宅療養者の事例検討会での支援や、看護職員を対象とした

技術指導等を行い、保健師・医療ソーシャルワーカー・介護福祉士・ケアマ

ネージャー等の医療従事者及び地域住民延べ 647名が参加した。本事業は、

離島での開催が 85％を占めており、研修参加が困難な地域での人材育成に繋

がっている。 

 

診療に関する取組 

  

 がん医療に対する取組【B36-1】 

  緩和ケア部門では、緩和ケアの質の向上を目指して、鹿児島県初となる「緩

和ケア提供体制に関するピアレビュー」を実施し、臨床活動の改善を行った。 

  また、がん相談部門では、平成 28年度から取り組んでいる、鹿児島県がん

診療連携協議会がん相談・連携部門主催で制作したがん情報誌「かごしま県

がんサポートブック」を発行し、県内における情報提供、啓発に努めた。                

 

特定看護師の活用 

特定行為研修修了者の当院での活用及び特定行為実施に向け、鹿児島大学

病院看護師特定行為委員会及び実務者会議を開始し、手順書の承認方法や研

修・技術確認体制等の特定行為実施に向けた体制を整備した。特定看護師に

よる特定行為は平成 30年度から実施予定であり、平成 29年度は、高度なア

セスメント力とスキルを活かし、RRS（院内救急対応システム）チーム活動や

急変後の症例検討、ICU 退室後や病棟重症患者の対応及びスタッフ教育を実

施し、ICU再入室率の低下や看護の資質向上に寄与した。 

 

 院外処方せんに検査値を開示【B42-1】 

薬薬連携強化のため院外処方せんに検査値出力を開始した。地域の保険薬

局との連携の一環として、患者に安全で安心な薬物療法を提供するため、患

者の身長・体重・体表面積並びに検査値の一部を、処方鑑査に必要な情報と

して、以下の基準を設け、院外処方せんに記載することとした。 

① 基本 16項目（白血球数、赤血球数、ヘモグロビン、血小板数、AST(GOT)、 

ALT(GPT)、γ-GTP、総ビリルビン、BUN、クレアチニン、eGFR、CRP、CK、

カリウム、ナトリウム、HbA1c(NGSP)） 

② 添付文書の【警告】、【重要な基本的注意】に「検査すること」、「確認

すること」等記載されている検査値 

③ 用法・用量に関わる検査値のうち、開始・減量・中止に関わる検査値

の基準が明確に記載されている検査値 

④ 【禁忌】に該当する検査値が明確に記載されている場合 

⑤ 【重要な基本的注意】に B型肝炎ウイルスの再活性化の記載がある場

合の関連検査の出力を開始した。 

２月より開始し、多くの保険調剤薬局より患者指導に非常に有益だとの声

を聞いている。 

また、これに伴い保険薬局薬剤師向けの検査値勉強会を２回開催し、123
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名の保険調剤薬局の薬剤師の方々が参加した。 

 

運営に関する取組 

  

 病院再開発整備計画 新病棟(Ｂ棟)竣工【B36-2】 

  平成 27年 10月より着工した新病棟（Ｂ棟）は、中央診療施設部門と病棟 

機能を有し、地下２階地上９階建（延べ床面積 18,101 ㎡）で 316床を擁する。

地下１階から１階に放射線部、２階に生理検査部・病棟、３階から８階に病

棟部門を配置し、渡り廊下によりＣ棟と接続することで病棟間の連携・効率

化を図った。また、９階にリハビリテーション室を配置し、屋外訓練施設を

整備した。 

  また、免震構造を採用し、非常用排水槽の設置、配管の耐震化、災害時の

医療ガス供給体制整備、電力の２回線受電等、防災機能の強化を図った。 

  なお、Ａ棟の概算要求に関してはベースとなる事項について概ね了承を得

ることができた。 

 

ISO15189 臨床検査室認定 

検査部検体検査部門、輸血・細胞治療部が取得している ISO15189 臨床検査

室認定において、現在は認定範囲外である生理検査部門、微生物検査部門に

おいて ISO15189 取得準備を継続中である。 

 

医療機器の一元管理と運用の効率化に向けた取組 

臨床工学部門において医療機器の一元管理と運用の効率化に向けて継続し

て取り組んでいる。平成 29年度は各診療科と部署が保有する内視鏡の光源装

置及びファイバーの管理と洗浄の一元化が実現した。また、各診療科等から

病院に対し購入申請された医療機器についての必要性や経済性の評価を行う

ことで効率的な医療機器の運用に取り組んでいる。 

人員の有効活用と業務の効率化を目指して九州内の他大学の運営を見学及

び調査し、当院との比較検討を行った。平成 30年度の人員配置と業務計画を

関連する診療科や部署と協議し、現人員数で現業務体制を維持しながら新規

業務を行い、立ち合い費用のコスト削減も実現できる体制整備を行った。 

 

後発医薬品の導入促進強化の取組 

診療科の協力を得ながら、平成 29年度も引き続き後発医薬品の導入促進を

強化し、現在、数量ベースで 80％を超え、平成 29年度は DPC/PDPS 参加によ

る医療提供体制全体としての効率改善等へのインセンティブ（医療機関が担

うべき役割や機能に対するインセンティブ）を評価した機能評価係数Ⅱの後

発医薬品指数（最小値 0.00000～最大値 0.00949）は最高値の 0.00949 を獲得

することができ、月平均 3,407,257 円の収入を得ることができた。 

一方、後発医薬品の導入促進による附属病院の機能・経営基盤強化補助金

（5,280 万円）も得ている。 

 

鹿児島大学病院連携医療機関登録制度 

  地域医療構想と地域包括ケアシステムが国策として進められている中、特

定機能病院・高度急性期病院である鹿児島大学病院は、病診連携・病病連携

を積極的に推進し、本院と地域医療機関との連携の実績を地域住民に示し、

安心して切れ目のない医療を受けていただくために、「鹿児島大学病院連携医

療機関登録制度」を創設した。本制度の概要は、本院に患者を紹介した前年

度実績があり、同意を得られた医療機関について、登録証を発行するととも

に、この情報を院内・院外に公開するというものである。この「鹿児島大学

病院連携医療機関登録制度」は地域医療機関と本院の新たな架け橋となるこ

とが期待できる。 

 

原子力災害拠点病院として指定 

  鹿児島大学病院は、平成 29年 11月１日付けで、鹿児島県から「原子力災

害拠点病院」として指定を受け、川内原子力発電所において発生した事故を

想定し、汚染を伴う負傷者に対する被ばく傷病者対応の訓練と鹿児島県の要

請を受けた長崎大学の原子力災害医療派遣チームの受入訓練を平成 30 年２

月３日に実施した。約 50名の教職員が参加して、関係機関との連絡体制及び

搬送方法の確認など関係機関との連携強化を図ることができた。 

 

鹿児島県災害派遣精神医療チーム（DPAT）登録病院として指定 

鹿児島大学病院は、平成 30年２月６日に鹿児島県災害派遣精神医療チーム

（DPAT）登録病院として鹿児島県から指定された。県内では、本院と県立姶

良病院の２病院が初めて指定された。 

今後、精神科医、看護師、業務調整員（医師、看護師以外の医療職及び事

務職員）で構成される DPAT が、自然災害等の大規模災害時に鹿児島県知事の

要請に基づき、被災地域において、専門性の高い精神科医療の提供、精神保

健活動の支援を行うことになる。 

 

（６）附属学校に関する取組状況                    

  

教育課題への対応に関する取組 
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 教育現場での ICT 機器の積極的な活用【B43-1】 

  附属小学校では、公開研究会で、タブレットや電子黒板を活用した複式学

習指導に関する研究授業を２回実施したほか、鹿児島県内離島公立学校２校

とのテレビ会議システムを使った遠隔交流学習を計 17回実施し、へき地・小

規模校において、深い学びを促す協働学習の基本的な考え方を設定した。 

また、Skype（インターネットテレビ）を使い、台北教育大学附設実験国民

学校児童及び台北教育大学の学生と本校６年生との英語交流授業を計 14 回

実施した。 

さらに、総合的な学習において、志學館大学との共同研究のもと、社会福

祉への理解を図る新たな学習内容を具体化することを目的として、ヒト型 IT

ロボット（Pepper）を活用したプログラミング学習を５年生全学級で実施し

た。併せて Pepper を活用して、教員を対象にした専門講師を招いてのプログ

ラミング学習研修会も実施した。 

附属特別支援学校では、iPad を授業で活用する際に、無線での接続が可能

な AppleTV（セットトップボックス）を全学級に整備し、学級全員で活動の

振り返りを行う際に活用することで、学習の理解が高まった。さらに９月に

は研究主任、情報・視聴覚係の２名が ICT 機器活用先進校（愛知県立みあい

特別支援学校）の視察を行い、先進校の取組の中で、活かせるものを今後取

り入れていくことを確認した。 

 

インクルーシブ教育システムの構築【B44-1】  

  附属小学校では、学習支援員や合理的配慮協力員、附属特別支援学校教諭

による日常的な授業後方支援体制を確立し、併せて学習支援員の配置や合理

的配慮協力員の巡回相談を通して、授業プランの学習内容や指導方法につい

て検証し改善した。 

  また、支援対象の児童に対しては、学部教員によるウェクスラー式知能検

査の実施や、鹿児島市桜ヶ丘にある鹿児島県こども総合療育センターとの相

談の橋渡しを行うなど、新たな特別支援教育体制を構築した。さらに、通級

指導教室の開設についても検討を開始した。 

  附属中学校では、平成29年度から、「生徒サポート」の校務分掌を新たに

設け、特に不登校傾向の生徒の指導を充実させたところ、学校不適応生徒が

半減した。また、附属特別支援学校コーディネーターを招聘して校内研修を

実施した。さらにインクルーシブ教育の視点から、授業のユニバーサルデザ

イン化を検討している。 

 

公開研究会の開催【B44-1】 

  附属幼稚園では、11 月に鹿児島県教育委員会・鹿児島県総合教育センタ

ー・鹿児島市教育委員会・鹿児島大学の連携のもとに、幼稚園教育要領改訂

のポイントを踏まえた保育実践について公開研究会を開催し、県内外から保

育士、幼稚園・小学校の教諭を中心に 226名の参加があった。 

  附属小学校では、公開研究会として５月に新学習指導要領に基づいた授業

を公開し、644名の参加があった。内容は「各教科等の提案」、「公開授業 A」、

「公開授業 B」、「分科会」に分けて実施した。参加者からのアンケート結果

では全項目において 94％以上の参加者から「満足」「非常に満足」との回答

が得られた。 

  また、10月には公立教員の指導力向上のための授業公開講座として「授業

力アップ講座」を開講し、305 名の参加があった。同講座では薩摩川内市、

指宿市、鹿屋市、奄美市の４ヶ所にサテライト会場を設置して授業を生中継

し、併せて解説と授業研究を実施したところ、これらの会場に計 67名の参加

があった。参加者からのアンケート結果では、教師の発問や働きかけについ

て、４段階評価の 3.81 と高い評価が得られた。 

  附属中学校では、５月に道徳、特別活動を中心とした研究公開を実施し、

鹿児島県内外から計 420名の参加があった。 

  附属特別支援学校では、カリキュラム開発を研究テーマとして校内研修会

を実施し、校外から共同研究者として学部教員３名、鹿児島県教育委員会指

導主事、鹿児島県教育センター特別支援教育研修係長、鹿児島市教育委員会

指導主事の計６名の参加があった。 

 

 国際理解・異文化理解教育の充実【B47-1】 

  附属中学校では、国際理解・異文化理解教育の充実を図るため、オールイ

ングリッシュによる生徒朝会を実施した。また、小学校英語教員を目指す国

立台北教育大学の学生８名を２週間、教育実習生として受け入れた。さらに

台湾の大直高級中学の生徒や国立台北教育大学の学生と ICTを活用した交流

を行った。 

 

大学・学部との連携に関する取組 

 

 教育学部と附属学校園との連携による共同研究の推進【B44-1,B46-1】 

  教育学部と附属学校園との連携協力を目的として実施している「教育学部

附属学校園共同研究」では、附属幼稚園で研究保育や保育研究１件、附属小

学校で算数、理科、家庭、道徳の４件、附属中学校で数学、理科、技術、英

語の４件、附属特別支援学校で研究部２件、支援部１件の計 12件の共同研究

を実施し、延べ 13名の学部教員と延べ54名の附属学校園教諭が参画した。 
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教育実習の推進【B45-1,B46-1】 

  附属小学校では、参加観察実習に 79 名、教育実習（教育実地研究Ⅰ）に

81 名を受け入れた。全実習生を対象に実施したアンケートでは、実習前は

63％であった教職志望者が、実習後には81％に増加するなど教育実習が教職

に就きたいという意識付けに効果的であることが実証できた。同アンケート

では、95％の学生から教育実習が有益であったとの回答も得られた。 

  また、他大学からも教育実習生４名を受け入れるとともに、平成 29年度に

設置した教職大学院の実習科目である「高度化実践実習Ⅰ」の実習生として

教職大学院学生７名を受け入れた。 

 

教員採用試験合格者の採用前現場研修の実施【B46-1】 

  教員採用試験合格者への採用前研修の機会を提供することを目的として、

平成 29年度から新たに附属学校園を会場とした採用前現場研修を実施した。

研修希望者を募った結果、附属小学校で８名、附属中学校で１名、附属特別

支援学校で５名、計 14名を対象に教職員とのチームティーチングによる学習

指導補助や部活動補助などの研修を実施した。 

 

地域との連携に関する取組 

 

 教員研修の積極的受入れ【B47-1】 

  各附属学校園では、平成 29年度も現場研修として附属幼稚園で１名、附属

小学校で 11名、附属中学校で 42名、附属特別支援学校で 11名、計 65名の

現職教員等を積極的に受け入れた。 

 

教員研修会等への積極的な講師派遣【B47-1】 

  各附属学校園では、平成 29年度も学外で開催される教育研修会等の講師と

して附属幼稚園から４件、附属小学校から 59件、附属中学校から５件、附属

特別支援学校から 19件、計 87件の派遣を行った。 

 

預かり保育・延長保育の実施【B48-1】 

  附属幼稚園では、平成28年度に保護者を対象に「預かり保育」「保育時間

の延長」に関するアンケートを実施したところ、約 90％の保護者からの希望

があったことから、平成 29年度に初めて預かり保育を実施し、年間 10回行

った。併せて１月から３月にかけて通常より 30分延長した延長保育も実施し

たところ、保護者から好評を得た。 

 

県特別支援教育のセンター的機能を充実させるための取組【B44-1】 

  附属特別支援学校では、早期教育相談事業を充実させるため、地域の保育

所や幼稚園 16園で巡回相談を実施し、121件の相談を受けた。また、附属学

校園及び近隣の玉江小学校への巡回相談も実施し、附属３校園で 57件、玉江

小で７件の相談を受けた。さらに８月には未就学児を対象とした体験学習を

実施し、９家族の参加を受け付けた。 

 

役割・機能の見直しに関する取組 

 

 附属学校園の将来計画構想【B49-1】 

  教育学部では、附属学校園の将来計画を構想するため、学部に設置してい

る「教育学部附属学校園運営協議会将来計画分科会」の下部組織として「四

附属学校園将来計画ワーキンググループ」を設置し、附属学校園の規模を含

めた将来計画を検討するとともに、２月に開催された学長をトップとする「鹿

児島大学附属学校運営委員会」において、附属小学校及び附属中学校の規模

縮小と、規模縮小後の附属小学校に通級学級を設置することを提案した。 

 

（７）教育関係共同利用拠点に関する取組状況              

  

 水産学部附属練習船「かごしま丸」に関する取組【B13-1】 

  ８月～11月に実施した乗船実習（３航海）で、新規実習メニューとして沖

合域漂流・海底ごみ調査の標準手法（水産系練習船５隻で共通）を用いた海

洋ごみ調査を通じて、質の高い多領域の教育を提供した。また、本調査事業

全体会議(11月 30日)に教育部士官が参加し、他大学の拠点練習船関係者と

海洋ごみ調査及び共同利用の実施状況等について情報交換を行い、拠点練習

船間の人的交流・情報交換ネットワーク構築の準備を進めた。 

 

農学部附属高隈演習林に関する取組【B13-2】 

  特任教職員を中心に、広報活動や宿舎利用及び技術的支援体制を整備し、

他機関による利用率を 25％以上に増加させることを目標に取り組んだ結果、

目標を上回る30.3％の利用率を達成した（平成 25年度：10％程度、平成 26

年度：23.1％、平成 27年度：24.5％、平成 28年度 26.8％）。 

  なお、演習林の学外利用者数は、事業開始の平成26年度から平成 29年度

までの４年間に比べ 2,400 名を超える利用者を受け入れ、年度利用者数は毎

年度計画を上回る結果を実現し、学内利用も順調に推移した。 

また、雨天対策等を踏まえ、広葉樹を用いる木材加工体験の新たなプログ

ラムを開発・実施するとともに、県内の大学等を中心に文系学部及び理系学

部からの継続利用を促進するための事前説明会や、長期実習（連続７日間）
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を円滑に実施するためのプログラム調整を行うなど、ネットワークを通じて

利用内容の効率化・拡充に取り組んだ。 

さらに、宿舎利用の案内、救急セットの常備、安全に野外活動を行うため

の説明を充実させ、安全利用を推進し、台風災害箇所の告知等、リスクマネ

ジメントに係る体制を強化した。 
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鹿児島大学 
 
 

 

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上の状況 
(1)  教育に関する目標 

① 教育内容及び教育の成果等に関する目標 

 

中
期
目
標  

・「進取の精神」を発揮して課題の解決に取り組むことのできる多様な人材を育成する。 
・地（知）の拠点として、地域課題の解決に取り組むことのできる人材を育成する。 
・教育目標の達成に向け、体系的カリキュラムを整備するとともに、学修成果を可視化し、教育内容・方法の改善サイクルを確立し、全学的な教育の内部質保証
システムを整備する。 

 

中期計画 年度計画 
進捗 
状況 判断理由（計画の実施状況等） 

【1】 
学士課程において、「進取の精

神」を涵養するため、平成 31 年
度までに柔軟な学年暦に基づく
教育プログラムを整備するとと
もに、アクティブ・ラーニング型
授業を全授業科目の 50％まで拡
充し、その成果を評価・検証す
る。 

【1-1】 
本学の実情を踏まえて、柔軟な

学年暦の導入に伴い生じる可能
性のある具体的な課題について
検証を行う。また、県内の離島・
へき地を活用した教育プログラ
ムについて、自治体と連携してそ
の具体案作成を開始する。さら
に、アクティブ・ラーニング型授
業の運営方法及び評価方法の開
発を進め、アクティブ・ラーニン
グ型授業を全授業科目の 30％ま
で拡充する。 

Ⅳ 

柔軟な学年暦の導入に関する基本方針を２月の教育研究評議会で決定した。導入時の具
体的課題については、共通教育センターからの問題提起を受け、教務委員会において審議
を行った。 
また、県内の離島のひとつである奄美大島を活用した教育プログラムについて検討を行

い、自治体と協議の上で具体案を作成した。 
さらに、アクティブ・ラーニング型授業の拡充に取り組み、目標値（平成 29 年度前期

50.2％、平成 29 年度後期 50.3％）を達成した。運営方法や評価方法について、２回の FD
ガイド発行や新任教員 FD 研修会の実施などを行った。 

【2】 
大学院課程において、専門性

を活かしつつ地球的課題に取り
組むことのできる人材を育成す
るために、課題解決型学修（PBL：
Problem Based Learning）等、多
様な学修機会を平成31年度まで
に整備してその成果を評価・検
証する。 

【2-1】 
大学院における課題解決型学

修（PBL）を取り入れた新規科目
の検討を開始する。また、平成 28
年度に開始した大学院生による
全学的な学習支援の仕組みの課
題を検証し、改善を行う。 

Ⅲ 

大学院における課題解決型学修（PBL）を取り入れた新規科目に関しては、研究倫理を含
むキャリア形成に関する科目や基礎的スキル等を扱う科目を新規に開設する方向で検討
を開始した。 
大学院生による学部学生の学習支援については、新たに「鹿児島大学学習アドバイザー

実施要項」を定めた。これにより学習支援制度の確立が成されるとともに、学習アドバイ
ザーである大学院生の待遇改善が図られた。 
 

【3】 
平成 27 年度創設の「熱帯水産

学国際連携プログラム」を確実
に実施し、平成 29 年度中にプロ
グラム共通規則において定めた
評価基準に基づいて評価・検証
を行い、以降の連携大学を増や
すなど、拡大・充実を図る。 

【3-1】 
「熱帯水産学国際連携プログ

ラム」を確実に実施し、プログラ
ムの拡大及び評価検証の実施に
ついて検討する。 Ⅲ 

「熱帯水産学国際連携プログラム」を確実に実施し、参加校の数、登録学生の数、派遣
学生の数、学生の就職率といった評価指標に沿った評価・検証を行うことができた。 
参加校の数については、変更はなかったが増加に向けた意見交換を行い、３大学から参

加意思が示された。登録学生の数については、本学からの派遣学生は４名であったが、全
体の数は 26 名で、宿舎確保やきめ細かい教育実施等の側面から適正人数に近い数値で推
移した。 
また、同プログラムの学生は就職率が８割を超え、進学した者も含め概ね希望に沿った

進路が確保できた。 

【4】 
鹿児島の特色（島嶼、火山等）

を活用し、自治体等との連携に
基づいて把握した地域課題やニ

【4-1】 
地域志向一貫教育カリキュラ

ムを、地域キャリア教育プログラ
ムを取り込む形で地域人材育成

Ⅲ 

地域課題解決の基盤となる汎用的能力の育成を図る「地域志向一貫教育カリキュラム」
について、地域人材を輩出するための全学的な教育プログラムの基本構造・枠組みとして
「地域人材育成プラットフォーム」を整備した。「かごしまキャリア教育プログラム」及
び「かごしま地域リサーチ・プログラム」の２プログラムの運用を開始し、双方のスター

○ 項目別の状況 
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鹿児島大学 

 

ーズを踏まえ、地域志向意識を
醸成し、地域課題解決の基盤と
なる汎用的能力の育成を図る
「地域志向一貫教育カリキュラ
ム」を平成 30 年度までに整備す
るとともに、その成果を基礎と
して、地元就職率向上を目指す
「地域キャリア教育プログラ
ム」を平成31年度までに整備し、
本プログラムの受講者を年間
150 人以上に増やす。これらの人
材育成にあたっては、試験結果
や共通ルーブリックに基づくレ
ポートやプレゼンテーションの
評価、ポートフォリオ等のデー
タを収集・分析してその成果を
評価・検証する。 

プラットフォームとして再整備
し、運用を開始する。また、共通
教育科目（地域志向科目を含む）
について目標との関係性を明確
にし、一覧表を作成して可視化す
る。 

トアップ科目「地域キャリアデザイン」と「地域リサーチ・スタートアップ」で計 155 名
（それぞれ 149 名と６名）の受講があった。 
「かごしまキャリア教育プログラム」を構成する科目「地域キャリアデザイン」及び「企

業活動の基礎」はそれぞれ 149 名、67 名の受講があった。そのほか、平成 30 年度開講予
定の「地域キャリア・インターンシップ」「地域キャリア・インターンシップ事前演習」
及び「地域キャリア修了演習」の授業内容について検討を行い、シラバス作成や講師確保、
評価視点の複数化によるルーブリックの作成等を行った。「地域キャリア・インターンシ
ップ」については、１年前倒しする形で、単位の出ないプレ「地域キャリア・インターン
シップ」を実施５カ所、11 名参加）し、次年度の本格運用に向けた課題の把握とその改善
及び実施手順等の確認を行った。 
地域志向科目を含む共通教育科目については、シラバスをもとに、必修科目群を中心に

共通教育の教育目標と各科目の教育目標との関連性が分かるように一覧表を作成し、可視
化した。また、教育内容・方法の確認や改善、学生の学修支援を行うために共通教育の全
科目を対象に成績評価法を調査し、期末試験のみによる評価ではなく評価視点の複数化導
入に向けての検討資料を作成した。 
 

【4-2】 
平成 28 年度に活用した共通ル

ーブリックの課題を検証し、改善
を図る。また、ポートフォリオの
活用方法及び蓄積した学習課題
の評価方法に関する研修会を実
施する。 Ⅲ 

平成 28 年度に作成した「初年次セミナーⅠ」（理系学部と文系学部とを混在させた少人
数クラスで、アクティブ・ラーニングを取り入れながら、効果的に学習する技能を身につ
けるとともに、プレゼンテーション能力やレポート作成能力の向上を目的とした授業科
目）用ルーブリック（成績評価参考指標）について検証を行い、学びの質向上を図るため
に、新たに「学習への取り組み方」「活動の振り返り最終レポート」「最終プレゼンテー
ション」の３つの観点による評価指標と水準を作成した。これらの評価指標は他科目にも
適用できるものであることから、汎用的な共通ルーブリックとして位置づけた。また、ア
クティブ・ラーニングルームの整備を進めた。 
FD 委員会で受けた要望を踏まえ、12 月に教育学部において本学が９月から試行的に導

入し、平成 30 年４月から本格稼働予定の学習支援システム（LMS：Learning Management 
System）の活用に関する説明会を行った。また、平成 30 年２月及び３月には全学的な説明
会を計８回実施するとともに一部の授業においてはプレ運用を開始した。 
 

【5】 
全学一体的に地域活性化の中

核的拠点としての社会的役割を
明確にしたアドミッション・ポ
リシー、カリキュラム・ポリシ
ー、ディプロマ・ポリシーを平成
29 年度までに再構築し、育成す
る能力が可視化されるようカリ
キュラムを見直し、カリキュラ
ム・マップを完成させる。 

【5-1】 
アドミッション・ポリシー、カ

リキュラム・ポリシー、ディプロ
マ・ポリシーを再設定・公表する。
また、部局単位のナンバリング及
びそれを踏まえた統一フォーマ
ットに基づくカリキュラム・マッ
プ整備を完了・公表する。 

Ⅲ 

全学の３ポリシーについて、文言や形式を再設定し、３月に大学ホームページで公表を
行った。 
また、部局単位のナンバリング及び統一フォーマットに基づくカリキュラム・マップに

ついて、教務委員会で審議し、３月に大学ホームページで公表を行った。 

【6】 
学生が自主自律的に学修する

力と汎用的能力を身に付けられ
るよう、平成 31 年度までに円滑
な高大接続を図ったうえで、初
年次教育、共通教育、専門教育を
目標達成型の一貫したカリキュ
ラムとして整備し、その成果を
評価・検証する。 

【6-1】 
これまで行ってきた入学前教

育に関する検証結果に基づき、ア
ドミッション・ポリシー及び具体
的な入試方法、ディプロマ・ポリ
シーに適合した入学前教育の在
り方を再検討する。また、鹿児島
大学における教学 IR（インステ
ィテューショナル・リサーチ）の
方針及び体制を整備する。 

Ⅲ 

入学前教育の在り方について、教務委員会下の補習教育の在り方検討ワーキンググルー
プで審議・決定し教務委員会で報告を行うとともに、その内容について総合教育機構 共通
教育センターに伝え、情報共有と関係する授業の担当者に対する情報提供依頼を行った。 
また、補習教育の在り方検討ワーキンググループで検討した結果、大学院生による学習

支援を含めた現在の補習教育は、ディプロマ・ポリシーに掲げられた「社会に貢献するた
めに必要な幅広い教養と高度な専門知識、及びこれらに基づいた論理的思考力」を養う前
提として、これらを学ぶための基礎学力を養うのに機能しているとの結論が得られた旨報
告があった。 
教学 IR に関する高等教育研究開発センターの役割及び基本方針については、高等教育

研究開発センター運営委員会及び総合教育機構運営会議において審議、決定した。 
 

【7】 
単位の実質化を図るため、ル

【7-1】 
各科目の目標と成績評価方法 Ⅲ 

 共通教育科目について、目標との関係一覧を作成した。 
また、平成 30 年４月から学習支援システム（LMS：Learning Management System）につ
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鹿児島大学 

 

ーブリック等、適正な成績評価
を行う仕組みを整備したうえ
で、学生が自身の学修状況・成果
を可視化し、講義・演習では、単
位制度の規定に則って授業時間
の２倍の時間外学修が行えるよ
う、制度や環境の整備を行う。 

との関係性について一覧表を作
成して可視化する。また、ポート
フォリオの活用方法及び蓄積し
た学習課題の評価方法に関する
研修会を実施する。さらに、各学
部・研究科及び共通教育のシラバ
スにアクティブ・ラーニングに関
する欄を設け、授業の運営方法を
可視化する。 

いて、９月から試行的に導入し、FD 委員会で受けた要望を踏まえ、12 月に教育学部で活用
に関する説明会を行った。 
さらに、２月及び３月には全学的な説明会を計８回実施した。平成 29 年度シラバスよ

りアクティブ・ラーニングに関する欄を設けた。 

【7-2】 
単位制度の規定に則って授業

時間の２倍の時間外学修を可能
にするために、目標との照合を踏
まえて科目を精査し、カリキュラ
ムの精選を開始する。 

Ⅲ 

授業時間外学修時間の確保に向けた科目の精査やCAP制上限引下げ等の教育改革の基本
方針について、２月の教育研究評議会において審議、決定し、各組織で今後対応を進める
こととした。 

【8】 
在学生や卒業生の要望、卒業

生に対する社会からの評価を収
集し、教育センター高等教育研
究開発部及び担当教員を中心と
した情報分析体制を平成30年度
までに整備し、分析結果を大学
全体で共有した上で具体的な教
育改善策を実施する。 

【8-1】 
これまで行われてきた様々な

学生調査の目的や内容を精査し、
データに基づく教育改善を実現
するための学生調査及び卒業生
調査の在り方について、教育セン
ターの改組に伴い、教育センター
高等教育研究開発部を引き継ぐ
形で設置された高等教育研究開
発センターを中心として再検討
を行う。また、県内企業に対する
調査の結果を分析し、教育改善方
法についての検討を行う。 

Ⅲ 

学生調査の実施方法及び内容について、高等教育研究開発センター運営委員会で検討を
行った。卒業生調査については、１月の教務委員会において具体案を示し、追加すべき質
問項目について高等教育研究開発センター運営委員会において検討した。 
また、社会貢献機構産学官連携推進センターCOC+推進部門が実施した企業対象調査の結

果について、高等教育研究開発センター運営委員会において検討を行った。 
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鹿児島大学 

 

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上の状況 
(1)  教育に関する目標 

② 教育の実施体制等に関する目標 

 

中
期
目
標  

・学術研究院制度や国際認証制度等を活用し、教育の質の向上を図る教育研究体制を整備する。 

 

中期計画 年度計画 
進捗 
状況 判断理由（計画の実施状況等） 

【9】 
全教員を学長の下に一元管理す

るために創設した学術研究院制度
に基づき、平成 30 年度までに教育
センターを主担当とする教員を39
人増員して教育センターを拡充
し、平成 27年３月に策定した「共
通教育改革計画書」に基づく共通
教育の実施体制を強化・充実する。
さらに、教育センターの組織を見
直し、「共通教育院（仮称）」を設
置する。 

【9-1】 
教育センターを改組して設置

予定であった「共通教育院（仮
称）」を、共通教育のみならず学
士課程全体の教育の質保証に関
して中心的役割を果たす「総合教
育機構」として設置し、主担当教
員を増員するとともに、その業務
内容や責任体制の整備と明確化
を行う。また、学術研究院制度を
活用して、共通教育及び専門教育
に関する全学支援体制の運用を
開始する。 

Ⅲ 

共通教育のみならず学士課程全体の教育の質保証を行うため、平成 29 年度より、高等
教育研究開発センター、共通教育センター、アドミッションセンター、グローバルセン
ターからなる総合教育機構を設置した。総合教育機構の専任教員については、４月１日
付けで高等教育研究開発センター及び共通教育センターに新規採用及び学内異動による
17 名を配置するとともに、10 月１日付けで共通教育センターに２名と高等教育研究開発
センターに２名の専任教員を新規採用して共通教育センター31 名、高等教育研究開発セ
ンター５名の体制として、総合教育機構を主担当とする教員を増員した。さらに、共通
教育センターにおいては、平成 30 年３月 31 日付け辞職者１名と平成 30 年４月１日付け
学内異動者８名の人事を進め、30 年度中に３名を増員し、41 名体制を予定している。ま
た、総合教育機構運営会議は年間 13 回開催し機構の使命遂行のため運用を図っており、
11 月 22 日、３月９日には総合教育機構教員全員による総合教育機構会議も実施した。 
平成 28 年度に引き続き、共通教育の必修科目である「初年次セミナー」や「大学と地

域」は学術研究院制度を活用した全学支援体制により開講しており、学内異動で共通教
育センターに配置となった教員は兼務として専門教育も担当していることから、共通教
育のみならず専門教育についても全学支援体制の運用が一部の学部で開始されたものと
いえる。総合教育機構内の各センター教員については、共通教育の授業担当コマ数及び
兼務としての専門教育（学部や研究科）の授業担当コマ数の調査を完了しており、この
データをもとに、共通教育の兼務や副担当としての専門教育を含む働き方モデルを策定
していく。今後は、策定された働き方モデルを全学に提示することにより、共通教育と
専門教育の全学支援体制を充実させていく。 
 

【10】 
教員の指導力向上を図るため、

新任教員等に対する研修制度を立
ち上げ、必要に応じて教育学部や
附属学校、教育センター高等教育
研究開発部から教員を派遣し、カ
リキュラム開発や指導法、教育相
談等に関する研修会を全教員に向
けて定期的に開催し、平成 28 年度
までに全専任教員の75％以上の参
加を達成する。 

【10-1】 
これまでに行われてきた全学

的な研修制度（新任教員研修制度
を含む）の目的や実施時期、回数
などについて見直して実施する。 

Ⅲ 

平成 29 年度に計画していた研修会については、例年通り FD 委員会主催で実施した。 
また、全学的な研修制度の運営体制について、高等教育研究開発センターを中心とす

るものへと移行することが、高等教育研究開発センター運営委員会及び総合教育機構運
営会議で審議、決定し、FD 委員会において了承を得た。 
 

【11】 
教員の教育改善への意欲を高

め、教育の質向上を図るために、
教育成果及び教員の教育業績を適
正に評価する指標を平成 31 年度
までに開発し、教員表彰制度等を

【11-1】 
教育業績評価の具体的な指標

を開発し、特に教育業績に関する
表彰制度素案を作成する。 Ⅲ 

教員表彰制度について、教育改革室教務等部門Ⅱ会議において素案を作成し、１月及
び２月の FD 委員会において審議した。 
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導入する。 
【12】 

欧米水準の獣医学教育を実施す
るために、共同獣医学課程におい
て教育体制の整備を進めるととも
に、北海道大学、帯広畜産大学及
び山口大学と連携して教育カリキ
ュラムの改編と教育コンテンツの
充実を図り、平成 32 年度に欧州獣
医学教育認証を取得する。 

【12-1】 
平成 28 年度に受けた非公式事

前診断における指摘事項の改善
を行い、欧州認証専門家による事
前診断（再評価）を受ける。 

Ⅳ 

共同獣医学部は、平成 29 年 10 月に公式事前診断を受審した結果、①学部運営組織に
対する学生や学外の獣医学教育関係者の参画の不足、②実習における健康動物や剖検体
の数と種類の不足（本学では、伴侶動物解剖検数の不足）、③臨床実習に用いられる一般
的な動物とエキゾチック動物の数と多様性の不足（本学ではエキゾチック動物診療数の
不足）が指摘された。 
これらの指摘に対応するために、学生協議会及び諮問会議をいずれも 12 月に開催し

た。第１回学生協議会（毎月定例開催）では、協議会議長を決定し、同議長が学部運営会
議メンバーとして加わる（すなわち、学生の代表者が学部運営に関わる）ことを決定し
た。その他、カリキュラム委員会、広報委員会、学生生活委員会の各常設委員会の委員
として、学生の代表を加えるための学内規則の変更を行った。諮問会議には、鹿児島県
及び鹿児島市の職員（獣医師）、鹿児島県農業共済組合連合会獣医師、民間企業の代表者、
鹿児島県獣医師会会長、及び共同獣医学部同窓会会長を委員に加え、ステークホルダー
が学部の教育、研究、社会貢献に求める意見を同会議において集約し、その後の学部運
営に反映させることができるシステムを整備した。第１回諮問会議においては、鹿児島
県内の家畜保健衛生所における学生実習の実施を検討するよう要請があり、平成 30 年度
から実施となった。 
また、鹿児島市動物管理事務所において斃死した犬の病理解剖を本学部にて実施でき

るようになった（平成 29年度実績は２頭の剖検を実施）ことで、公式事前診断において
指摘された伴侶動物の病理解剖数の不足に対して、平成 30 年度以降、増数を図り解決で
きる見通しが立った。 
さらに、かごしま水族館実習では、５年次の学生（32 名）が４名ずつ、８回に分けて

１日間の参加型実習を行った。平川動物公園内の動物診療所においても、５年次学生が
４名ずつ、８回に分けて実習を実施した。公式事前診断において、本学ではエキゾチッ
ク動物の症例不足が指摘されていたが、これらの臨床実習を実施することによって解決
できるようになった。 
この他、高学年次における学習負担を軽減させるために、山口大学とともに、カリキ

ュラムの改編を検討し、平成 30 年 4 月から新カリキュラムを開始することを決定した。 
共同獣医学部の総合動物実験施設が、米国 AAALAC International（国際実験動物ケア

評価認証協会）の国際認証を受けた。このことは、総合動物実験施設の動物管理が、国
際的な水準であることを証明するものである。獣医学教育目的で使用される実験動物の
福祉について社会的注目が増し、年度内にも複数の動物愛護団体より現状調査や意見書
が届いているが、それらに対して、シミュレータ等の代替法を使った実習を積極的に導
入していることと合わせて、獣医学部の教育目的で使用される動物が動物福祉に配慮さ
れた環境で飼育管理されていることを社会へ強調して説明できるようになった。今回の
認証を受け、動物実験における品質管理を更に向上させるとともに、引き続き、平成 32
年度の欧州獣医学教育機関協会（EAEVE）の認証取得を目指し、獣医学教育の改善を進め
ていくこととした。 
 

【13】 
教育関係共同利用拠点に認定さ

れている２拠点について、附属練
習船においては平成 27 年度に設
置した教育部（教育士官）を活用
し、また、高隈演習林については
事業実施のための教職員を配置す
るなど、体制を整備・強化し、質の
高い教育を提供するとともに、教
育関係共同利用ネットワークの構
築・調整等を通じて利用の効率化
を進める。 

（附属練習船）【13-1】 
環境省の日本沖合漂流ゴミ調

査事業への参画を通じて、附属練
習船の教育部（教育士官）の機能
及び体制の強化を図り、質の高い
多領域の教育を提供する。さら
に、拠点練習船間の人的交流・情
報交換ネットワーク構築の準備
を開始する。 

Ⅲ 

８月～11 月に実施した乗船実習（３航海）で、新規実習メニューとして沖合域漂流・
海底ゴミ調査の標準手法（水産系練習船５隻で共通）を用いた海洋ゴミ調査を通じて、
質の高い多領域の教育を提供した。 
また、本調査事業全体会議(11 月 30 日)に教育部士官が参加し、他大学の拠点練習船

関係者と海洋ゴミ調査及び共同利用の実施状況等について情報交換を行い、拠点練習船
間の人的交流・情報交換ネットワーク構築の準備を進めた。 

（高隈演習林）【13-2】 
引き続き、特任教職員を中心に

共同利用の計画管理全般を組織
的に進め、県内の大学等を中心に

Ⅲ 

特任教職員を中心に、広報活動や宿舎利用及び技術的支援体制を整備し、他機関によ
る利用率を 25％以上に増加させることを目標に取り組んだ結果、目標を上回る 30.3％の
利用率を達成した（平成 25 年度：10％程度、平成 26 年度：23.1％、平成 27年度：24.5％、
平成 28 年度 26.8％）。 
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広報宣伝を図る。また、雨天対策
等を踏まえた木材加工体験等の
新たなプログラムを開発すると
ともに、平成 28 年度に整備した
学外利用者の安全確保のための
リスクマネジメント体制の課題
について検討し、改善を図る。さ
らに、継続的な利用が見込まれる
大学等については、ネットワーク
の構築・調整を通じて利用の効率
化に取り組む。 

なお、演習林の学外利用者数は、事業開始の平成 26 年度から平成 29 年度までの４年
間に比べ 2,400 名を超える利用者を受け入れ、年度利用者数は毎年度計画を上回る結果
を実現し、学内利用も順調に推移した。 
また、雨天対策等を踏まえ、広葉樹を用いる木材加工体験の新たなプログラムを開発・

実施するとともに、県内の大学等を中心に文系学部及び理系学部からの継続利用を促進
するための事前説明会や、長期実習（連続７日間）を円滑に実施するためのプログラム
調整を行うなど、ネットワークを通じて利用内容の効率化・拡充に取り組んだ。 
さらに、宿舎利用の案内、救急セットの常備、安全に野外活動を行うための説明を充

実させ、安全利用を推進し、台風災害箇所の告知等、リスクマネジメントに係る体制を
強化した。 
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上の状況 
(1)  教育に関する目標 

③ 学生への支援に関する目標 

 

中
期
目
標  

・「進取の精神」を育むために学生支援を充実するとともに、多様な学生の状況に対応した総合的な支援体制を整備する。 
・学生の多様なキャリア選択のための支援を推進する。 

 

中期計画 年度計画 
進捗 
状況 判断理由（計画の実施状況等） 

【14】 
正課及び正課外を問わず各分

野で積極的に取り組む学生や、
顕著な実績を上げた学生の支援
の更なる充実を図るため、「進取
の精神チャレンジプログラム」
や学生表彰制度等の見直しを平
成 28 年度中に行い、平成 30 年
度までに新たな学生表彰制度を
構築し、体系化する。 

【14-1】 
平成 28 年度から拡充して２部

門（「地域創生活動部門」、「一
般部門」）となった「進取の精神
チャレンジプログラム」の内容を
広く学内に周知し、学生への啓発
並びに積極的な応募を促す。ま
た、学生表彰制度については、各
表彰制度を一元的に体系化した
上で、各表彰の趣旨、対象、選考
基準等を明確化する。 

Ⅲ 

立て看板（２ヶ所）の設置や大学ホームページへの掲載により、関係部局や全学生へ周
知するとともに、新たに学習交流プラザの電子掲示板で、募集要項を随時掲載したところ、
平成 29 年度の応募件数は、全体が 24件（平成 28年度 21 件）、地域創生活動部門が 13 件
（平成 28 年度 10 件）、一般部門が 11 件（平成 28 年度 11 件）となり、平成 28 年度に比
べて応募件数の全体が 1.1 倍（地域創生活動部門が 1.3 倍、一般部門が１倍）となった。
成果内容は、成果発表会の実施のみ、大学ホームページに掲載した。（公募期間：平成 28
年度 ６月１日～６月 24 日   平成 29 年度 ６月１日～６月 23 日） 
また、学生表彰に関連する学則の一部改正、学生表彰規則及び進取の精神学生表彰細則

を新たに制定し、新たな学生表彰制度を構築し、体系化するとともに、表彰基準を明確に
した。 
 

【15】 
生活支援等に関する学生のニ

ーズを学生生活実態調査、学長
と学生との懇談会等を通して把
握するとともに、平成 30 年度ま
でに新たな学生の意向を把握す
るためのモニタリングシステム
を構築するなど、生活、健康、ハ
ラスメント等に関する相談・助
言体制を拡充し、学生の自主自
律的な学修と学生生活を支援す
る。 

【15-1】 
平成 29 年度実施予定の学生生

活実態調査では、前回調査（平成
25 年度）における分析結果を踏
まえ､大学が改善した事項につい
て検証するとともに､学生生活の
新たな改善に資する調査を実施
する。また、学長と学生との懇談
会における意見・要望等について
は、現時点で不可能な事案につい
ても、将来的な実施に向けての取
組方法等を明示する。さらに、学
生の相談体制を充実させるため､
全学の相談・助言内容を検証し､
相談対応職員のスキルを高める
研修を行うとともに､学生の意向
を常時把握する新たなシステム
を検討する。 

Ⅲ 

前回調査以降、大学が学生のために整備した施設について、利用状況や利便性を検証す
るアンケート項目の追加等や従来のアンケート項目を関連づけて検証するシステムを構
築し、平成 30 年度の調査分析に役立てることとした。なお、アンケートの回収率を上げる
ためにスマートフォン対応の Web によるアンケート方法を導入し、学生生活委員会委員を
中心に各学部でのアンケート回収のために様々な方策を検討し、実施したが、集計結果が、
学部学生が 2,586 名（29％）、大学院生が 480 名（31％）であった。 

学長と在学生との懇談会を 11 月に実施し、懇談会の席上での学生からの有為な提案等
に対して、学長や理事、副学長、学長補佐から具体的な回答や将来の実施に向けた検討状
況等の回答があり、関係部局にも照会が必要な事項は対応等を照会するとともに、本学ホ
ームページ上に対応等を掲載する際に過去３年間の要望で対応済みの事項を抽出した一
覧表を合わせて掲載した。 
また、３月に実施した学長と卒業生予定者との懇談会でも卒業予定者から有為な提案が

あり、同様に学長や理事、副学長、学長補佐から具体的な回答や将来の実施に向けた検討
状況等の回答をするとともに、関係部局に照会が必要な事項は対応を照会し、ホームペー
ジに掲載した。 
学生の相談体制を充実させるために「鹿児島大学何でも相談室要項」を制定（平成 29 年

９月８日教育担当理事裁定）し、相談室支援員として心理の専門教員を追加して、心理的
な専門知識が必要と思われる相談への対応を強化するとともに、平成 30 年 1月 15 日に各
部局の学生何でも相談員及び事務担当者等の相談対応職員のスキルを高めるために「『相
談力』スキルアップ」と題した研修を実施した。 
また、11 月に導入した「安否確認システム（ANPIC）」は個別にアンケートを集計する機

能があるため、今後、学生の支援等に活用できるように調査項目等を検討して運用する予
定である。 
 

【16】 
障害学生支援センターを中心

に、保健管理センター及び各学

【16-1】 
障害学生に対する支援を充実

する上での教職員への理解促進
Ⅲ 

９月 1日に「鹿児島大学障がい学生支援シンポジウム」を開催した。内容は基調講演「九
州大学における障がい学生支援、発達障害のある学生への支援を中心に」とトークセッシ
ョン「大学生の支援について」から構成され、学内 53 名、学外 39 名、計 92 名の参加を得
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部との連携を強化するため、学
生支援に関わる「修学支援コー
ディネーター（仮称）」を各学部
に配置し、「三者連携協議会（仮
称）」を設置、障がいを抱えた学
生や不適応学生等、多様な学生
の支援体制を平成30年度までに
整備する。 

や普及啓発を図るための研修会
を開催する。また、「三者連携協
議会（仮称）」を「障害学生支援
委員会」として設置し、当該委員
会委員は、修学支援コーディネー
ターとして、各部局の障害学生に
対する合理的配慮の実態等につ
いて調査するとともに、支援・配
慮の内容について検証を行う。 

た。基調講演についてのアンケートでは、「とても良かった」と「良かった」を合わせて、
学内 97％、学外 100％と好評であった。概ね教職員の理解促進を確認できる結果であった。
新任教員への啓発活動としては、４月６日の SD 研修会において「障がいを有する学生の
支援について」の講演を行った。 
６月 30 日に平成 29 年度第 1回障害学生支援委員会を開催し、鹿児島大学における障害

学生支援の現状を報告、「つまずき支援について」の研修を実施した。同委員会委員は９
月１日開催の「鹿児島大学障がい学生支援シンポジウム」にも参加した。障害学生支援セ
ンターに相談があった件数は、平成 29年度 565 件（平成 28 年度より 139 件増加）であり、
うち修学支援が必要と判断し、支援申請書を 220 件（17 名）に作成した。学生が所属する
部局の障害学生支援委員は、支援書の内容を把握し、必要に応じて開催した修学支援会議
に参加した。平成 29 年度は修学支援会議を 12 回実施し、支援・配慮の内容について検証
した。また支援申請を行った学生については、メールや面談等で支援が適正に行われてい
るか確認した。 
 

【17】 
学生のボランティア活動を促

進し、平成 30 年度までにボラン
ティア登録者数 1、000 人体制を
達成するとともに、学内ボラン
ティア活動としてのピア・サポ
ート制度等を拡充し、サポータ
ーの増員を図りつつ、平成 30 年
度までに全キャンパスにピア・
サポーター体制を整備する。 

【17-1】 
「ボランティア紹介会」等によ

り、学生ボランティア団体の活動
を広く学生へ周知し、ボランティ
ア登録者 1、000 人体制を維持す
るとともに、登録者数の増加に繋
げる。また、ピア・サポート体制
については、サポーターの増員を
図るとともに、桜ヶ丘・下荒田キ
ャンパスにピアルームを仮設し、
サポーターによる相談体制を試
行する。 

Ⅲ 

 「ボランティア団体紹介会」で 12 団体の紹介等によるボランティア活動参加の呼びか
けにより、ボランティア登録者が 1,248 名（３月末現在）となり、平成 28 年度（1,145 名）
より１割近く増えている。 
また、「鹿児島大学ピア・サポート制度に関する要項」と「ピア・サポート企画委員会要

項」の一部改正を行い３キャンパス（郡元、下荒田、桜ヶ丘）の室長を規定した。郡元キ
ャンパス以外の下荒田キャンパス、桜ヶ丘キャンパスでは活動の拠点となるサポートルー
ムを設置することができた。ピア・サポーターの登録者は、各部局への推薦依頼の結果、
平成 28 年度 12 名に対し、平成 29 年度は郡元 15 名、下荒田 6 名、桜ヶ丘 38 名、実人数
計 53 名（一部重複）と増加した。郡元のピアサポート活動は新入生支援・履修登録支援 40
件、新入生教室案内 64 件であった。下荒田では、潜水士等の資格試験に関するサポート、
練習船の乗船実習のサポートを実施した。桜ヶ丘では、緊急時の LINE 等を用いた安否確
認体制を構築した。 
３キャンパス合同の活動としては、９月 25 日、26 日に「平成 29 年度ピア・サポート団

体合同研修会」を開催し、東京大学(３名)、長崎大学(３名)、鹿児島大学(９名)のピア・
サポーターと教職員(12 名)が参加、有意義な情報交換がなされた。また２月 16 日に「平
成 29 年度ピア・サポート全体会」を開催、ピア・サポーター(14 名)と教職員(５名)が参
加し、今後の活動について検討した。平成 30 年２月にはピア・サポートの広報活動とし
て、ニュースレター「鹿ナビ通信 2018 年春号」を作成した。さらに、３月 17日、18 日に
は名古屋工業大学にて開催された「ぴあのわ 2018（全国大学ピアサポーター合同研修会）」
に、ピア・サポーター(４名)、教員(１名)が参加した。 
 

【18】 
全学的な就職支援事業を担う

就職支援センターを中心に、県
外の大手企業やグローバル企
業、官公庁への就職支援に加え、
県内企業限定の学内合同企業セ
ミナーやインターンシップのマ
ッチングフェア、県内企業の経
営者や若手社員と学生の交流会
を実施し、平成 33 年度までに年
間延べ 100 社以上の県内企業・
団体を学内に招くなど、県内へ
の就職を促進するための取組を
拡充する。 

【18-1】 
引き続き、低学年次からキャリ

ア意識を高め、業界や職種への理
解を深めるためのセミナーを実
施するとともに、学生や県内企業
へのニーズ調査の分析結果を踏
まえ、県内企業や中小企業につい
ての視野を広げるための取組を
行う。 Ⅲ 

物流業界や政府系金融業界、労働行政、理系国家公務員、航空業界など新たな分野も含
め、全学年対象の業界・職種研究セミナーを２月末までに合計 32 回開催した（平成 28 年
度 28 回）。全学年対象の業界・職種研究セミナーに参加した県内企業は９社に加え、採用
のための学内合同・個別説明会には年間 130 の県内企業・団体を招いており、目標を上回
る。 
県内のユースエール認定企業に勤務する卒業生を招いての「中小企業の魅力発見講座」

や、県内で活躍する４名の卒業生を招いての卒業生によるキャリア支援セミナーなど、中
小企業や県内企業への理解を深めるための企画を実施し、いずれも参加者アンケートで高
評価を得た（93％以上の学生が内容に満足と回答）。 
全学年対象の業界・職種研究セミナーに力を入れるとともに、「きばいやんせ鹿大生

2017」や「中小企業の魅力発見講座」を実施したのは、学生のニーズ調査から、低学年次
からの学生の意識付けの重要性が読み取れたためである。また、県内企業のニーズ調査の
分析結果に基づき、３月上旬の学内合同企業セミナーにおいて県内企業の参加を優先し
（県内企業数２割増）、７月には新たに県内企業のみの学内合同企業説明会も開催した（参
加企業 18 社）。 
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【18-2】 
平成 28 年度に実施した県内企

業調査及び学生調査結果の分析
を踏まえ、地元就職率向上に向け
た就職支援策等を企画・実施す
る。 

Ⅲ 

産学官連携推進センターでは学卒者地元定着促進策の企画立案に向けて、COC+事業協働
機関に対する課題や対応策等についてアンケート調査を行い、今後オール鹿児島で必要な
対応策をとりまとめた。また、就職活動を終えた４年生（短大は２年生、高専は５年生）
を対象に実際の就職活動の現状について、客観的に把握するため「平成 30 年３月卒業予
定者の就職に関する調査」を実施し、地元就職率向上に向けた取組の改善に資する情報を
得ることができた。この結果を広く県内企業等とも情報共有するために、「かごしま COC+
通信」に概要をまとめ業界団体の協力を得て学内外に情報発信した。 
地元企業経営者及び人事担当者等 216 名が参加して「COC+推進フォーラム」を開催（６

月）し、地元就職の魅力発信や、企業と学生の交流機会の充実の必要性について再認識す
る機会を設けたほか、COC＋参加校との協働により「地元企業よかとこ発見バスツアー」（県
内５コース）を実施（計 119 名の学生及び教職員が参加）し、学生の地元就職への意識醸
成に寄与した。加えて、南九州観光誘客促進連合会と連携した留学生合同企業説明会(第１
回：５月 40 名、第２回：11 月 30 名)、鹿児島商工会議所「合同企業説明会＆就職講座」、
鹿児島銀行との連携による「地元企業との意見交換会」（12 月）の開催等を通じて、COC＋
事業協働機関等との連携協働による地元企業等への就職支援の取組を積極的に展開した。
また、平成 30 年度から本格的に開始する課題解決型長期インターンシップ「地域キャリ
ア・インターンシップ」の実施に先立ち、鹿児島商工会議所会頭をはじめとする議員と鹿
児島大学（学長、理事、COC+スタッフ等）との意見交換会を開催し、地域人材育成に向け
た課題等について共有し協力していくことを確認した。さらに地域との繋がりにこだわっ
た学生の自主活動を支援し、学生の県内就職促進啓発冊子「かごんまが人」の発行に繋が
った。 
また、県内企業を対象とした「観光業のための外国人雇用セミナー」（主催：南九州観光

誘客促進連合）にて本学留学生の就職動向について講演を行った。 
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中
期
目
標  

・中央教育審議会「高大接続答申」（平成 26 年 12 月 22 日）で指摘されている学力の３要素（①知識・技能、②思考力・判断力・表現力、③主体性・多様性・協
働性）等を踏まえて、現在のアドミッション・ポリシーをさらに明確化し、能力・意欲・適性を多面的・総合的に評価する入学者選抜を実施する。 
・グローバル人材育成と多様な人材の確保に対応した入学者選抜を実施する。 

 

中期計画 年度計画 
進捗 
状況 

判断理由（計画の実施状況等） 

【19】 
学力の３要素等を踏まえ平成29

年度までに現在のアドミッショ
ン・ポリシーをさらに明確化した
上で、学力評価に加え、多面的・総
合的評価による入学者選抜方法を
平成 31 年度に整備し、平成 33 年
度入学者選抜から実施する。 

【19-1】 
引き続き、多面的・総合的に評

価する入学者選抜の方法につい
て検討する。また、多面的評価の
一つとして、高校時代の活動のう
ち主体性・多様性・協働性の評価
について、調査・研究を行う。 

Ⅳ 

アドミッションセンターで、運営委員会（２週間に１回定期開催）を 24 回開催し、多
面的・総合的評価による入学者選抜方法の実施案を策定し、教育改革室会議入試等部門
会議を経て入試委員会に提案し、検討を行った。 
また、主体性・多様性・協働性の客観的評価を行うための準備として志願者の主体性

を評価するための提出書類（志望理由書、活動歴報告書、学修計画書等）の記載事項に
ついてアドミッションセンターで検討したほか、特に一般入試において、主体性を評価
する活動歴についての「評価システム」を検討するため、九州地区国立大学アドミッシ
ョン研究会に参加し、業者提案の評価システムの情報収集を行った。 
高大接続改革の進捗状況を把握するために、６月 10 日に多面的・総合的能力評価方法

に関するシンポジウムを開催し 93 名が参加したほか、シンポジウムに類するトップセミ
ナー（学外者も対象）等を、７月 13 日、９月 21 日、10 月 12 日の３回開催した。講演者
も「（独）大学入試センター副所長 大塚雄作氏」「文部科学省高等教育局大学振興課大
学入試室長 山田泰造氏」など日本でもトップクラスを招き、それぞれ、82 名、148 名、
88 名（学部開催 46 名含む）が参加した。 
また、自己推薦入試の試行テストを実施した。2020 年度入試において、多面的・総合

的能力評価入試を自己推薦型入試の名称で８学部実施することを決定し、３月 28 日に公
表した。 
 

【20】 
奄美群島・種子島・屋久島等の

離島地域の活性化に資するため、
当該地域において鹿児島大学説明
会等を開催し、当該地域の志願者
数（平成 27年度 97 人）を平成 33
年度入学者選抜までに 1.3 倍に拡
充する。 

【20-1】 
奄美大島で単独説明会、種子島

で小規模説明会、その他の離島地
域で高校訪問を実施する。また、
離島地域における大学進学状況
の分析を行い、離島地域進学率向
上のための連絡協議会を設置し、
離島地域の課題解決を担う人材
を確保する入試方法を検討する。 

Ⅲ 

単独説明会（指宿、奄美、種子島 ３箇所計 162 名）、小規模説明会（53 会場、2,609
名）、高校訪問（23 校 1,210 名）全て予定どおり実施したほか、離島地域の情報格差、
利便性向上に資する LINE による入試情報の発信、ネット出願を開始した。 

また、離島地域進学率向上のための連絡協議会を８月 29 日に開催し、高校関係者を含
む 10 名が参加した。高校現場の教育状況の報告、鹿児島大学地域人材育成プラットフォ
ームの概要説明、大学の広報等について意見交換を実施した。  

【21】 
平成 28 年度入学者選抜から導

入する国際バカロレア入試を拡充
するとともに平成 29 年度入学者
選抜に外部英語試験を導入する。
平成 33 年度までに国際バカロレ
ア入学者をおおむね 10 名とする
とともに全学部の一般入試・推薦
入試Ⅱ（全募集人員のおおむね

【21-1】 
国際バカロレア入試を全学部

で実施し、当該入試受験者の進路
決定要因の調査を行い、バカロレ
ア入試の改善を検討するととも
に、国際バカロレア入試の受験者
数の増加及び入学者を確保する
ために、国内の国際バカロレア校
への訪問等募集活動を充実する

Ⅲ 

国際バカロレア入試を全学部で実施した。当該入試受験者の進路決定要因の調査を行
った結果、国際バカロレア生は、学びたい学問をまず決定し、その後海外大学か日本国
内の大学の選択を大学院レベルまで含めて行うケースが多いことから、学生募集に当た
っては学部・大学院の接続に係る説明が必要であること、ただし、医学系の学部を目指
す生徒は国内大学を志望する傾向があることから、特に広報活動に力を入れる必要があ
ることを確認した。入試方法については当面現行の方法を継続することとした。 
国際バカロレア入試の受験者数の増加及び入学者を確保するために、国内の国際バカ

ロレア校７校（仙台育英高校、玉川学園高等部、立命館宇治高校、英数学館高校、AICJ
高校、リンデンホールスクール、沖縄尚学高校）を訪問し、募集活動を行った。 

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上の状況 
(1)  教育に関する目標 

④ 入学者選抜に関する目標 
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95％）に外部英語試験を導入する
など、グローバル人材育成と多様
な人材確保に対応した入学者選抜
に取り組む。 

ほか、国際バカロレア校生の進路
決定要因データを収集分析する。
また、平成 30 年度入試において
外部英語試験を活用した入試を
全募集人員の概ね 95％の入試で
実施する。 

平成 30 年度入試において、大学入試センター試験を課す全ての入試（全募集人員の
95.1％）で外部英語試験を活用した。 
 

【22】 
平成 31 年度入学者選抜から高

校専攻科修了生の編入学制度を導
入するとともに、平成 33年度入学
者選抜までに順次募集単位を拡大
し入学後に進路決定が可能な制度
を導入する。 

【22-1】 
平成 30 年度入試において高校

専攻科編入学試験を導入する。ま
た、入学者選抜における募集単位
の大括り化の方針を検討し、募集
単位が細分化されている学部の
大括り化を進める。 

Ⅲ 

医学部保健学科の編入学試験で、高校専攻科修了者の出願を認め、平成 30 年度専攻科
生を対象とする学生募集を行った。 
また、教育改革室会議入試等部門会議において、大括り入試について検討し、今後の

検討方法について役員等会議に提案し、決定された。さらに、２月の入試委員会におい
て、各学部に大括り入試導入に向けた検討を依頼した。 
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中
期
目
標  

・地域特有の課題を解決する研究等を推進する。 
・国際水準の卓越した研究を推進する。 
・研究者情報管理システムを整備し、研究成果を広く社会に還元する。 

 

中期計画 年度計画 
進捗 
状況 判断理由（計画の実施状況等） 

【23】 
地域社会の課題解決につなが

る、島嶼、環境、食と健康、水、
エネルギー等の研究、火山や地
震等の防災研究、各分野の基盤
研究を推進し、論文数、出版数、
シンポジウム開催数、研究会等
の開催実績等について、第２期
中期目標期間と比較して第３期
中にそれを上回るようにする。 

【23-1】 
引き続き、地域課題の掘り起こ

しを行うとともに、平成 28 年度
に見出した課題について検討を
開始する。また、防災研究や各分
野（各部局）の新たな取組を試行
するとともに、基盤研究を推進す
る。 

Ⅲ 

 島嶼、環境、食と健康、水、エネルギー等の各分野で、平成 28 年度に見出した地域課題
について検討を進めた。 
「島嶼」では、地元自治体奄美市と共催、奄美群島広域事務組合の後援で、島唄に関す

るシンポジウム「島の声、島の歌 ― 奄美の「うた文化」を考える」を 11月 19 日に奄美
市において開催した（一般参加者約 70 名）。鹿児島の島嶼は世界遺産及び候補地として世
界的に注目を集めているが、これらの島嶼の現状が海外の一般市民に詳しく伝わっていな
いため、平成 28 年度までに実施済の大隅諸島、奄美群島に続き、トカラ列島で総合学術調
査を行い、報告会を開催するともに成果を英語の書籍として出版する準備を進めている。
大隅諸島、奄美群島、トカラ列島という単位で英語での書籍を出版し、世界のどの地域の
人でも情報を得られるような準備を進めている。 
「環境」では植物、貝類、干潟無脊椎動物、魚類、アリ、哺乳類を対象とした調査を継

続し、一般図書「奄美群島の野生植物と栽培植物」その他を発行した。平成 30年３月には
シンポジウム「奄美の植物と世界自然遺産」を奄美市で行い、世界遺産指定後どのように
奄美地域の植物を管理すべきかの検討を行った。 
「食と健康」では酒造会社との共同研究により、奄美特産の黒糖焼酎がもつグレリン様

作用の研究や産学連携による温泉水を用いた新ジャンル焼酎の研究開発を進めている。黒
膳プロジェクトでは「かごしま黒膳弁当」の販売を継続しつつ、市民公開講座並びに黒膳
弁当実食イベント(参加者 200 名超)や「第４回鹿児島の黒膳 機能性食と健康シンポジウ
ム」を開催した。 
「水」では地域課題研究として（1）水資源と利水、（2）水と災害、（3）水と生活を設定

し、成果を論文等で発表するとともに重点領域研究「水」シンポジウムで「小規模溜池灌
漑に関するフィリピンと鹿児島離島の比較調査」、「渓流水･湧水を活用した大規模土砂災
害の予測」、「県内河川流域を対象とした降雨流出特性の実態解明」、「水域の富栄養化対策
に関する研究」を成果として発表した。その他、防災シンポジウム熊本地震に関する鹿児
島大学の活動報告「2016 年熊本地震による土砂災害」等で研究成果を発表した。 
「エネルギー」では島嶼地域でのバガスからの燃料製造プロセス開発について、ロータ

リーキルンを利用するプロセスの技術的優位性を実験で確認した。鹿児島県の海洋エネル
ギー導入促進に関連して、高分解能数値モデルで計算したトカラ列島及び奄美大島群島周
辺海域の海流、海水温情報を公表するホームページ(http://dr_e.oce.kagoshima-
u.ac.jp/vwp_fore_beta/)を完成させた。セラミックス多孔体を用いた水素ガス分離と多
孔質電気化学反応器を用いたバイオガスからの水素製造の２件の特許出願を行った。 
防災研究では、平成 28 年度末に桜島に設置した大規模噴火時における防災・減災対策

を可能とする３次元観測可能な火山噴火機動観測レ－ダ－を用いて噴煙柱の試験観測を
開始し、降灰観測システムの開発に必要な基礎データ集積を順調に進め、加えて、新燃岳
の噴火に対応して噴煙の解析を進めた。また、気象研究所等との共同研究及び京都大学と
の受託研究を引き続き実施しており、防災研究について他機関とも連携し推進した。 
各分野で調査研究を進める中で、新たな地域課題として、総合調査未実施の甑列島での

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上の状況 
(2)  研究に関する目標 

① 研究水準及び研究の成果等に関する目標 
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調査、「自然遺産の基盤となる生物多様性情報の更なる調査、情報の公開、地域で生物多様
性を理解し調査できる人材育成」、「鹿児島県島嶼域の灌漑水管理評価」、「霧島新燃岳噴火
に伴う土石流発生への水文環境調査に基づく警戒対応」を設定した。 
また、各部局においても奄美群島の希少動植物及び外来動植物の分布に関する現地調査

や遺伝子解析、肝付町と連携したハイブリッドロケットの打上げに向けた研究、薩南諸島
の油類漂着問題に関する鹿児島大学調査ワーキンググループの発足、与論町漁協と連携し
た魚の冷凍技術の開発など地域に密着した研究を推進した。 
 

【24】 
国際水準の卓越した研究とし

て、先進的感染制御（難治性ウイ
ルス疾患、人獣共通感染症等）、
生物多様性、先進的実験動物モ
デル（ミニブタ等）、天の川銀河、
難治性がん等の研究を推進す
る。また、先進的感染制御研究の
共同利用・共同研究拠点化を目
指して国内外の研究機関との共
同研究の増加等に取り組む。こ
れらの研究については、インパ
クトファクターの高い学会誌等
への論文掲載数、競争的外部資
金の獲得状況、共同研究や国際
共著論文数、マスコミ等での成
果の公表実績等について、第２
期中期目標期間と比較して第３
期中にそれを上回るようにす
る。 

【24-1】 
それぞれの研究で研究業績を

上げるための研究計画を立て、研
究を推進する。加えて、国際水準
の卓越した研究として推進すべ
き研究分野の掘り起こしを行う
とともに、「南九州先端医療開発
教育研究センター（仮称）」の設
置について検討する。また、全国
共同利用・共同研究拠点に相応し
い組織体制とするために、難治ウ
イルス病態制御研究センターを
全学組織として整備する。 

Ⅲ 

世界水準の研究拠点を目指し、以下の国際水準の卓越した研究を推進した。 
先進的感染制御では、成人 T細胞白血病・リンパ腫細胞に出現する新たな遺伝子異常を

発見するとともに、それらや既知の遺伝子異常が治療標的となり得るか、また病像悪化の
予測マーカーとなり得るかどうかの検討を行った。同時に既承認適応外薬による医師主導
治験を継続して実施した。B型肝炎ウイルス（HBV）の HBs 及び HBe 抗原産生を抑制する新
規核酸誘導体の同定に成功し、国内の製薬企業と合同で特許出願を行った。重症熱性血小
板減少症候群ウイルス（SFTSV)の増殖を抑える新規薬剤の同定に成功し、国際特許出願を
行った。企業との共同研究を開始し、HBV の増殖を抑制する新規化合物 10 種類を合成し
た。 
難治性がんは、更に革新的なシーズ開発の成果を高く評価され、新たな大型研究費など

３プロジェクト（「肉腫への革新的医療実用化を目指した独自開発の増殖制御型アデノウ
イルスの医師主導治験」、「独自開発の全身性の腫瘍溶解性・免疫療法の非臨床開発」、「多
能性幹細胞の腫瘍化根絶に向けた革新的ベクター技術の開発と応用」）が AMED 研究費（「革
新的がん医療実用化研究事業」、「革新的医療技術創出拠点プロジェクトシーズ B」、「橋渡
し研究戦略的推進プログラムシーズ A」）に採択され、また、かぎん未来創造プランコンテ
ストグランプリも受賞した。 
また、医歯学総合研究科では、カロリンスカ研究所との共同研究プロジェクトを医歯学

総合研究科のコア研究に採択し、研究科内の関係する研究分野との事前協議を開始した。 
医歯学総合研究科及び他部局（理工学研究科や農学研究科等）の基礎研究で創出される

創薬・医療機器・再生医療等製品などのシーズを、実用化（産業化）まで一体的に研究開
発を進めることを目的とした南九州先端医療開発センターの平成 30 年度発足に向けて、
規則案を作成するとともに、医歯学担当の URA の選考を行った。 
難治ウイルス病態制御研究センターを医歯学総合研究科の附属施設から全学のセンタ

ーへ移行したことに伴い、運営委員会を整備し規則を制定するとともに、共同利用・共同
研究拠点の申請に向けて大学間連携について検討を開始した。 
先進的実験動物モデル（ミニブタ等）では、全国への成果発信の機会として、医用ミニ

ブタ・先端医療開発研究センター長が会長を務める日本先進医工学ブタ研究会第５回研究
会を開催した。寄附講座「高生体適合性医療機器・臓器開発講座」を設置し、全国展開す
る企業のみならず地域の協力も得た体制で事業を行い、国際的に卓越した研究であると同
時に地域の発展にも貢献できる取組として始動した。 
生物多様性では、森林植生調査、魚類相調査、河口汽水域及びその周辺の海岸における

環形動物の分布調査、水質調査・景観調査、哺乳類・鳥類分布調査、アマミノクロウサギ
の巣穴調査等広い分野にわたって調査研究を行い、成果は論文、学会発表に加え、講演会、
出前授業等で地域に還元するとともに、一般書『奄美群島の野生植物と栽培植物』として
刊行した。 
天の川銀河研究では VERA を用いた高精度位置天文観測、国立天文台野辺山 45m 電波望

遠鏡を用いたアンモニア分子輝線の観測とデータ整約等を行い成果をシンポジウムや学
会等で発表した。 また、日韓 VLBI 共同大型観測事業における星周メーザー源の次期長期
間監視観測計画が採択され、実行に移すための検討を進め、この内容にも関連して、東ア
ジア VLBI 観測網始動に関する Nature 論文を共著出版した。 
 

【25】 
機関リポジトリ、研究者総覧

及び研究シーズ集を充実させ

【25-1】 
更新した機関リポジトリシス

テムの運用を通して業務ルーチ
Ⅲ 

都市圏での展示会（電子機器トータルソリューション展、イノベーションジャパン、
DSANJ 疾患別商談会、アグリビジネス創出フェア、Bio Japan、おおた研究・開発フェア）、
「LIP.横浜 オープンイノベーションカンファレンス２」）に医歯学総合研究科、理工学研
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て、教育研究活動により創造さ
れた成果を社会に広く公開し、
共同研究・受託研究を推進する。
また、知財セミナー等の啓発活
動を充実し、保有する特許情報
を効果的に発信するなど、ライ
センス活動を強化することによ
り、知的財産権の保有ライセン
ス等契約数を、平成 33 年度まで
に平成 27年度と比較して 1.2倍
に拡充するなど、事業化を促進
し、研究成果を社会へ還元する。 

ンの見直しを行うとともに、問題
点を洗い出し改善を行うための
方策を検討する。また、新しい研
究者総覧の課題をまとめ、その改
善策を検討する。さらに、研究シ
ーズ集の更新を行い、企業等へ積
極的な情報発信を行うとともに、
イベント・展示会への戦略的出展
と認定コーディネーターを活用
したマッチングを展開する。 

究科、農学部の教員（８名）の研究シーズ（８件）を出展し、企業からの相談等があった。 
また、鹿児島県と医歯学総合研究科及び産学官連携推進センターの連携による医工連携

マッチング会（８月、２月）、（公財）かごしま産業支援センターとの共催によるラボツア
ー（９月）、鹿児島市との連携による「かごしま Tech ミーティング」（８月、11 月、２月、
３月）を通じて、県内企業等に向けた教員の研究シーズの発信及び企業側のニーズ把握を
図った。その結果、企業との相談事案のマッチングが図られ、うち１件は次年度共同研究
の契約予定に繋がった。 
認定コーディネーターからの橋渡し案件については 20 件あり、うち 12 件を教員とマッ

チングし、共同研究契約の締結に１件繋がった。また、「認定コーディネーター」認定研修
を行い、地域の金融機関の担当者８名を新たに認定（計 41 名）した。 
さらに、（公社）鹿児島県工業倶楽部との共催による「食と健康に関するシンポジウム」、

鹿児島大学市民講座「鹿児島の黒食材を食べて健康になる『黒膳』～黒膳研究会＠鹿児島
大学～」の開催により、大学の重点領域研究「食と健康」プロジェクトの活動について県
内企業をはじめとする地域への研究成果のアウトリーチ活動を行った。 
その他、研究者情報管理システム（DB-Spiral）及びその公開機能である研究者総覧の英

語表記について、より適切な表現に修正を行った。 
 

【25-2】 
本学保有の知的財産権のライ

センス保有状況の分析を行い、契
約件数の増加に向けた検討を行
った結果をもとに、技術移転の促
進に向けた取組を試験的に実施
する。また、引き続き、特許情報
等の活用に対する啓発活動を行
う。 

Ⅲ 

ライセンス契約件数増加に向けた検討として、導入した特許検索システムにより本学保
有特許と地域企業の保有特許をデータベース化し、特許マップを作成した上で技術のマッ
チング分析を行った。地域コトづくりセンターが主催した「産学連携知財マッチングフェ
ア」（３月７日開催）において、分析結果をもとに本学特許技術が関連する企業に案内状を
送付したところ、４社から参加の申し込みがあり、今後の産学連携の契機となった。 
また、知財セミナーを４回開催し、産学官連携活動及び産学連携リスクマネジメントに

関する啓発活動を行ったほか、発明の質の向上を図るための発明相談を 43 件実施し、60
件の国内出願を行った。 
さらに、南日本ネットワーク新技術説明会を７月に科学技術振興機構で開催、２件の研

究シーズを発表し、７件の個別相談を企業と行ったところ、４件の技術交流に繋がった。
また、ライセンス活動の一環として、センターホームページの特許技術移転公募リストに
11 件の特許を掲載した。 
その他、27 の企業とライセンス契約等に向けた交渉を行い、23 件のライセンス契約を

締結した。その結果、本学のライセンス契約保有件数は 90 件となった。 
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中
期
目
標  

・国際水準の研究と地域貢献型の研究に対応する研究推進・支援体制を整備する。 

 

中期計画 年度計画 
進捗 
状況 判断理由（計画の実施状況等） 

【26】 
研究担当理事、学長補佐、

URA(University Research 
Administrator)職員等から構成
される URA 組織を活用して、学
内の研究シーズの分析や評価を
行い、新しく強みや特色となる
研究分野の発掘、ピア・レビュー
等による科研費や外部資金申請
書の作成支援を行うなど、研究
推進・支援を強化する。 

【26-1】 
URA を中心とした学内の研究

に関する情報収集と分析のシス
テムを構築し、新たな強み・特色
となる研究分野を継続的に発掘
できる研究推進・支援体制の運用
を試行するとともに、試行の結果
から、有効性を評価し改善の方策
を検討する。 

Ⅲ 

研究室訪問や研究者情報管理システム（DB-spiral）の活用、各種シンポジウム等への参
加、関連部局からの情報提供などから構成される情報収集システムの運用を試行し、学内
の研究に関する情報の収集に努めた。あわせて、情報収集システムのデータに基づき、研
究者のコアとなる技術分野とその展開の方向性を分析する研究情報分析システムの試行
運用を実施し、得られた分析結果を基に、新規研究プロジェクトの提案に繋がる第１回鹿
児島大学異分野融合プロジェクト創出交流会（K-ips 交流会）のテーマを設定し、開催し
た。 
また、産学官連携推進センターやグローバルセンター等と連携して、新たな強み・特色

となる研究分野を継続的に発掘できる研究推進・支援体制の試行運用を開始し、以下の活
動を実施するとともに、体制の有効性を評価し改善の方策について検討を行った。 
①産学官連携推進センターと連携して、医療分野の重点化プロジェクトを推進するための
支援活動を行った。 
②外部資金を獲得した農水省の研究プロジェクトへの継続的な研究支援を行った。 
③医歯学総合研究科にて URA センターによる研究支援について講演を行った。教員を中心
に約 15 名の参加があり、URA センターが取り組んでいる研究に対する支援内容を周知する
ことができた。 
④本学にとって新しく強みや特色となる研究分野の発掘の一環として、医歯学総合研究科
が推進している「コア研究」に対する研究推進・支援体制のあり方に関する検討を始めた。 
⑤「学長と女性・若手研究者との懇談会」において、URA センターによる研究者支援事業
について紹介し、女性・若手研究者へ支援内容の周知を行った。 
 
 

    
  

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上の状況 
(2)  研究に関する目標 

② 研究実施体制等に関する目標 
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中
期
目
標  

・地域を志向した教育・研究を推進することにより、地域社会の発展に貢献する。 
・地域イノベーション創出を推進する。 

 

中期計画 年度計画 
進捗 
状況 判断理由（計画の実施状況等） 

【27】 
「社会連携機構（仮称）」を中

心に、全学として地域の防災、医
療、観光、エネルギー、農林畜産
業、水産業等の課題解決を図り、
その活動成果を本学の教育に活
かすとともに、自治体・企業との
交流や共同・受託研究等を通じ
て地域社会に還元する。 

【27-1】 
かごしま COC センターを活用

して行っている地域自治体との
連携・協働の全学的実施状況や効
果の点検・評価とそれに基づく改
善策の検討と準備を行う。また、
鹿児島県、認定コーディネータ
ー、企業や支援機関等からの相談
等を通じて地域課題の顕在化及
び事業化に向けた研究テーマ設
定を行うとともに、必要に応じて
補助金等の獲得支援を行う。この
他、行政や他大学と連携して地
震・火山災害に対する地域防災の
課題抽出を行う。 

Ⅲ 

地域志向教育研究経費による学内公募事業を平成 29 年度も継続して実施し（36／53 件、
採択／申請）、事業後は地域において研究成果報告会を開催した（計３回開催、114 名参
加）。さらに鹿児島県（支庁、地域振興局）及び奄美市、西之表市の訪問や連携自治体首長
等との意見交換会を通じて、地域課題の収集や研究シーズ等の情報提供及び今後の活動方
針等について協議した。これらの取組によって、本学における地域貢献活動に関して改善
策の準備に繋げた。 
「鹿児島県地域産業高度化産学官連携協議会」及び同「課題設定会議」を開催し、県内

産業の課題 39 件の共有と課題解決に向けた検討を行った結果、設定した研究テーマに係
るワーキンググループの設置（６件）、そのうち１件は県産農畜水産物を利用したスマイル
ケア食の開発プロジェクトが活動を開始した。「ネクストかごしま」（鹿児島銀行と県内８
校が参画する「鹿児島の次世代を担う『人材・産業』育成プラットフォーム」）の推進会議
を開催し、収集・集約した地域企業の課題(約 60 件）を収集し、マッチングへの取組を開
始した。 
加えて「防災・日本再生シンポジウム～桜島大規模噴火を想定した災害医療体制の構築

～」（12 月２日開催、104 名参加）及び「防災ワークショップⅡ～大規模火山噴火に備える
地域防災～」(３月３日開催、104 名参加)を通じて桜島を対象とした大規模火山噴火被害
想定に関して、地域住民、県内の防災関連機関及び学内外有識者と意見交換・情報収集を
行った。その他、「防災シンポジウム～熊本地震に関する鹿児島大学の活動報告～」（４月
８日開催。142 名参加）を通じて地震・火山災害に対する地域防災の課題抽出を行った。 
 

【27-2】 
「大学と地域」など地域志向学

生を育成するための全学的教育
の問題点を洗い出し、改善策の検
討を行う。 

Ⅲ 

「大学と地域」については、コーディネーター会議及び COC 連絡会において問題点を洗
い出し、改革方針を決定した。地域志向教育に関する全学的な取組として「地域人材育成
プラットフォーム」の運用を開始し、10 月 14 日には総合教育機構シンポジウムを実施し
た。運用を開始した「地域人材育成プラットフォーム」のうち、「かごしま地域リサーチ・
プログラム」のスタートアップ科目において外部講師を招き、伝統産業に関する現状と課
題についての学習を促した。今後追加する新たな教育プログラムについては、ワーキング
グループにおいて検討を進めており、次年度からは「かごしまグローバル教育プログラム」
を発足させることとした。 
「かごしまキャリア教育プログラム」を構成する科目群について、プログラムの目標・

趣旨を踏まえ、新たにプログラム科目のコアとなる「企業活動の基礎」を後期から開講し
た。また授業の目的と授業方法に関する説明文を作成し、新入生に対して説明を行った。 
また、平成 29 年度から導入された新しい学習管理システムについて、それまでの Moodle
を利用した学習課題の評価方法との比較をしながら、より効果的・効率的な利用方法につ
いて、「かごしまキャリア教育プログラム」担当教員による研修会を実施した。「地域キ
ャリアデザイン」及び「企業活動の基礎」のルーブリックについて、「かごしまキャリア
教育プログラム」の授業担当教員による FD を実施し、平成 30年度からの適用に向けた見

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上の状況 
(3) 社会との連携や社会貢献及び地域を志向した教育・研究に関す

る目標 
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直しを行い、両授業の目標と連動したより客観的で使いやすいものに改善した。 
 

【27-3】 
法文学部、教育学部の教員を中

心に組織された「鹿児島大学維新
研究会」と附属図書館との共催に
より、明治維新 150 周年記念展示
会を開催するとともに、講演会を
実施する。 

Ⅲ 

法文学部、教育学部の教員を中心に組織された「鹿児島大学維新研究会」と附属図書館
との共催により、明治維新 150 周年記念展示会の開催及び講演会を実施した。「女性たち
の明治維新」をテーマとした展示会には会期中 338 名の来場があり、「女性たちの幕末維
新」をテーマとした記念講演会には 170 名の来場があった。展示会及び講演会の来場者は
地域住民の参加が多く、記念講演会は質疑応答で予定時間を超過するなど盛況であった。 

【28】 
かごしまルネッサンスアカデ

ミー等の社会人教育に資する教
育プログラムを整備・拡充する
とともに、鹿児島環境学の研究
成果や奄美群島拠点の活用等に
より、生涯学習の支援体制を充
実する。 

【28-1】 
社会人教育や生涯学習を改善・

充実するための全学的支援体制
（システム）の構築に向け、現在
の支援体制の点検・評価と改善策
を検討するとともに、世界自然遺
産登録上の課題等について、奄美
群島拠点を活用し、地域社会と連
携して解決方策を探る。 

Ⅲ 

全学的支援体制の準備を進め、かごしまルネッサンスアカデミーの要項を作成し、制度
整備を行った。公開講座については、事務体制に関する現状と課題を把握するため全学的
調査を行った。また、公開講座規則を適用せずに実施される各種講座、セミナー、シンポ
ジウムの充実が見られるため、これらの情報を収集・分析し、公開講座の制度的位置づけ
をはじめとする見直しの準備を進めた。 
また、世界自然遺産を目指す奄美大島や世界自然遺産の屋久島が直面する課題（ノネコ

問題等）に関して、環境省自然保護官との研究交流により課題解決についての考察を深め
た。 
さらに、地域社会との協働の取組として開催した環境文化シンポジウムでは、事前の準

備段階から多くの地域住民が関与し、地域の課題を専門家など外部の専門知を活用しなが
ら自ら解決する動機づけがなされた。 
 

【29】 
離島・へき地を多く抱える鹿

児島県の学校教育に資するた
め、教員養成においては、鹿児島
県新規採用教員の鹿児島大学占
有率（小学校 50％以上、中学校
60％以上）及び大学院修了者の
教員就職率（専門職課程 80％以
上、修士課程 60％以上）の確保
を目指し、複数免許を取得させ
地域の課題にも対応できる実践
的なカリキュラムへ再編する。
また、教員研修においては、県内
小中学校教員の複数免許取得者
の割合を 50％以上とすることを
目指し、教員免許法認定講習を
拡充する。更に、第３期中期目標
期間中に、新たな教育課題に対
応するためのカリキュラムの見
直しを行うとともに、附属学校
園を通して地域に貢献する取り
組みを行う。 

【29-1】 
平成 29 年度入学生に対して複

数免許取得を目的とした新カリ
キュラムを適用する。また、全学
生向けの新しい教職支援を開始
するとともに、引き続き、既卒者
（教員正規採用者以外）への就職
情報の提供と教職支援室の活用
を促す。さらに、教員免許状認定
講習の拡充や附属学校園を通し
てこれまで行ってきた地域貢献
の取組の評価を基に、新たな取組
の検討を行う。 

Ⅲ 

平成 29 年度入学生について、特に初等教育コースにおいては、１年次前期から定期的
にガイダンスを行い、２年次からの卒業研究領域についての説明会等を開催するとともに
複数免許取得のための履修指導を開始した。また、教員採用に係る情報提供として教員採
用試験説明会（10 回開催）を開催し延べ 246 名、教員採用試験対策に係る講演・講座（８
回開催）には延べ 242 名が参加した。また、就職支援室は延べ 284 名が利用し、他学部学
生も 118 名が利用した。 
教員免許状認定講習について、開講予定 164 科目中 120 科目を教育学部・附属学校教員

が担当し、平成 28 年度実績（140 科目中 109 科目担当）より増となった。また、県主催の
教員免許法認定講習とは別に、文科省平成 29 年度特別支援教育に関する教職員等の資質
向上事業（特別支援学校教員の専門性向上）の委託による特別支援の認定講習を実施した。 
附属学校園の地域貢献について、１月 18 日開催の「附属学校園地域運営協議会」におい

て協議を行った。新たな取組として、採用試験合格学生のスキルアップを目的とした採用
前現場研修を実施し、附属小学校で８名、附属中学校で１名、附属特別支援学校で５名の
学生が、学習指導補助や部活動補助などの研修を実施した。 

【30】 
「社会連携機構（仮称）」を中

心に、食品・バイオ分野等の地域
産業と大学との共同研究等を通
して地域産業の創出及び育成を
推進する。 

【30-1】 
構築してきた産学連携基盤を

活用し、食品・バイオ分野をはじ
めとする地域産業課題の顕在化
及び事業化に向けた研究テーマ
設定を行うとともに、研究（事業
化）プロジェクトの構築及び支援
を行う。また、大学シーズを、鹿

Ⅲ 

 鹿児島県と連携による「鹿児島県地域産業高度化産学官連携協議会」及び同「課題設定
会議」を開催（３回）し、県内産業の課題 39 件の共有と課題解決に向けた検討を行った結
果、設定した研究テーマに係るワーキンググループの設置（６件）、そのうち１件はプロ
ジェクトを立ち上げることが決定した。「ネクストかごしま」（鹿児島銀行と県内８校が
参画する「鹿児島の次世代を担う『人材・産業』育成プラットフォーム」）の推進会議を
開催（４回）し、収集・集約した地域企業の課題(約 60 件）を収集し、関係校にてマッチ
ングへの取組を開始した。うち、１件について共同研究に向けての検討が開始されている
が、このようなマッチング以降の共同研究の増加を各校目指すだけでなく、地域企業の課
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児島県をはじめとする自治体や
認定コーディネーター等を介し
て、積極的に地域企業に周知する
とともに、特許マップ等を用いた
発明創出支援対策を踏まえ、新た
な運用に向けて試行する。 

題解決に学生を巻き込むことを目指している。加えて、認定コーディネーターからの橋渡
し案件（13件）の教員とのマッチングが図られ（８件）、うち１件は共同研究契約の締結
に繋がった。 
 鹿児島県・市等との連携によるマッチング会等の開催（７回）を通じて、企業等からの
技術相談事案のマッチングが促進され、うち１件は平成 30 年度の共同研究契約が決定し
たほか、認定コーディネーター制度による橋渡し案件が 12 件あり、うち１件が共同研究
契約に繋がった。 
 また、メガバンクとの産学連携協定に基づくマッチングにより、地域酒造会社等と共同
して、温泉水を用いた新ジャンル焼酎の開発を目的として、共同研究契約につなげた。ま
た、産学官連携推進センターのコーディネートにより、水産学部研究者と社会福祉法人博
楽福祉会と社会福祉法人博楽福祉會（鹿児島県南さつま市金峰町）との連携による未使用
プール棟を活用した「ウナギの完全養殖に向けたウナギ仔魚（シラス）用飼料の開発”の
基礎となる微細藻類の大量培養に関する共同研究」を開始した。 
さらに、特許マップ等を用いた発明創出支援対策として、導入した特許検索システムに

より本学保有特許と地域企業の保有特許をデータベース化し、特許マップを作成した上で
技術のマッチング分析を行った。３月７日に地域コトづくりセンターが主催した「産学連
携知財マッチングフェア」において、分析結果をもとに本学特許技術が関連する企業に案
内状を送付したところ、４社から参加の申込みがあり、今後の産学連携の契機となった。 
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中
期
目
標  

・グローバル化が進む社会の現状を理解し、国際的に活躍できる人材を育成するとともに、海外の学術機関等との教育・研究の交流を深め、国際貢献を推進する。 

 

中期計画 年度計画 
進捗 
状況 判断理由（計画の実施状況等） 

【31】 
グローバル化が進む社会で異な
る地域や文化に対して理解ある
人材を育成するために、意欲的
な学生に対して授業時間外に外
国語活用能力を高めるための学
修の場として、ネイティブや異
文化経験が豊かな教員等が運営
に携わる「外国語サロン（仮称）」
を平成30年度までに開設するな
ど、異文化理解に関する学修機
会を拡充する。 

【31-1】 
「異文化理解入門」の受講生調査
結果を分析して課題を明らかに
し、平成 30 年度からの改善に向
けた改善策を立案する。また、「外
国語サロン（仮称）」の設置に向
けて、具体的課題を明らかにして
その解決方法についての検討を
行う。 

Ⅳ 

前期末（７～９月）に「異文化理解入門」科目の受講者 1,988 名に対し行った授業アン
ケート調査の結果を受けて、外国語教育部門で集中的に議論を行い、授業の改善を図ると
ともに運営体制を見直し、これまで非常勤講師が多数を占めていたクラスを再編成してク
ラス数を減らし、非常勤講師の削減を図ること及び全クラスにコーディネーターを配置す
ることなどの変更案を取り決め、平成 30 年度から実施することにした。また、平成 30 年
度の授業に向けて、統一的評価基準・評価方法策定に向けて作業を進めた。 
正課授業外に外国語学習や異文化との交流ができる場を提供するために、学生交流スペ

ースを模様替えし、10 月より試行的に外国語サロン「LOL(Language Out Loud)」として運
用を開始した。12 月までの期間で、５言語（英語、仏語、中国語、韓国語、イタリア語）
を実施し、延べ 847 名にネイティブな言語、異文化に触れる機会を提供した。実施後のア
ンケート調査結果により、学習意欲の向上や異文化への関心の高まりに繋がったことが分
かったため、平成 30 年度からは、運営に係る予算を経常化し、アンケート結果による改善
を図りつつ取組を充実させることとしている。 
 

【32】 
理系大学院課程において、シ

ラバス及び教員が作成する講義
資料の英語化、柔軟な学年暦の
整備等を進め、国際的通用性を
向上させる。また、学部・大学院
の課程において、外国語（英語）
による授業科目を、平成 33 年度
までに平成 26 年度と比較して
1.5 倍に拡充する。 

【32-1】 
各研究科の現状及びディプロ

マ・ポリシーを踏まえ、英語によ
る授業配置の方針を明確にし、英
語による授業の拡充に向け、その
支援体制の検討を開始する。ま
た、本学の実情を踏まえて、柔軟
な学年暦の導入に伴い生じる可
能性のある具体的な課題につい
て検証を行うとともに、大学院課
程について、シラバス及び講義資
料の英語化を進める上での課題
を明らかにし、その解決方法を検
討する。 

Ⅲ 

教務委員会において、各研究科から英語による授業配置の方針が示され、拡充に向けた
検討を行った。また、授業の英語化の推進に資するため、教員の英語の語学力、教授方法
等の向上を図ることを目的とした「鹿児島大学若手教員海外語学研修支援：英語による授
業運営能力開発事業」を鹿児島大学「進取の精神」支援基金事業により開始し、その研修
に係る費用の支援を行った。（平成 29 年度実績 オーストラリアの大学へ 5名派遣） 
また、大学院課程におけるシラバス及び講義資料の英語化推進に関しては、予算確保等

の課題が明らかになり検討を開始した。 
柔軟な学年暦の導入については、授業科目の精選を進めることや制度の共通理解を図っ

ていくことが重要であるとして今後、取り組んでいくことにした。 
 

【33】 
グローバル社会を牽引する人

材を育成するため、平成 28 年度
に「グローバルセンター（仮称）」
を設置し、海外研修、海外インタ
ーンシップ、派遣留学、ジョイン
ト・プログラム、学内における留
学生との協働教育等により、大

【33-1】 
グローバルセンターの機能に

ついて検証を行い、平成 29 年度
新設の総合教育機構における位
置付け及び業務等を整理すると
ともに、グローバルランゲージス
ペースをはじめとする留学生と
日本人学生の協働学習を継続し

Ⅲ 

大学の国際化の方向性とその中でのグローバルセンターの機能を明確化するため、「鹿
児島大学国際化の基本方針」を策定し、大学の国際化の基盤を整えた。合わせて、グロー
バルセンターを平成 29 年度に新設した総合教育機構に移行し、総合教育機構教育改革室
会議の下にグローバル等部門会議を設けて、外国人留学生受入増加方策をまとめるなど、
教育の国際化に関して全学的な連携をより強く構築できる体制とした。 
グローバルセンターは、「鹿大『進取の精神』支援基金」による学生海外派遣・留学生受

入推進・若手研究者支援事業について学内外の周知を図るため、平成 28 年度報告と今後
の展望シンポジウムを開催し（寄附金出資者含め学内外 90 名参加）、同事業報告書を刊行

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上の状況 
(4) その他の目標 

① グローバル化に関する目標 
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学の国際開放度を高め、平成 33
年度までに海外へ派遣する日本
人学生の数を平成26年度実績の
1.2 倍に増やす。 

て実施し、事後に検証する。 した。また、URA センターと連携して国際研究プロジェクト SATREPS 地球規模課題対応国
際科学技術協力プログラムの応募を支援するなど、国際分野で全学的な連携機能を果たし
た。 
留学生と日本人学生による多文化共生を培う互恵的協働学習については、グローバルラ

ンゲージスペースにて、昼休みの活動（English Speaking Lunch Table 等、前期４言語、
後期３言語）に延べ 998 名、週１回のグループ学習「グロスペ外国語」（前期８言語、後期
９言語）に 289 名、International Quiz Night（英語クイズ年２回）62 名、「日本伝統芸
能の紹介—日本舞踊」19名の参加があった。English Speaking Lunch Table 等及びグロス
ペ外国語に対して事後検証として参加者アンケートを実施した結果、両企画とも意義を認
める回答が多数得られた。外国語サロン（仏語）と 10 回共同実施した French Speaking 
Lunch Table は活動の質が向上した。 
 

【33-2】 
海外研修や派遣留学等を、より

一層体系的で組織的な事業形態
や内容にするため、鹿大「進取の
精神」支援基金学生海外派遣事業
も含め一体的に企画・実施する。
また、留学体験者による循環型教
育等、留学を啓発する活動を継続
して実施し、事後に検証する。 

Ⅲ 

グローバルセンターは、「進取の精神グローバル人材育成プログラム(P-SEG)」と、「鹿
大『進取の精神』支援基金」事業の一体的運営によって人材育成効果を高めるため、同基
金事業に新たに中期派遣留学を設けて 21 名（理工学研究科：理工系イノベーション海外
研修プログラム(GOES)、医学部：海外臨床実習）を支援し、同基金による日本人学生海外
派遣総数を 107 名に伸ばした(支援総額 11,681,993 円)。７月に開催したシンポジウムで
は、同基金による平成 28 年度事業報告等を行い、平成 29 年度事業の改善や周知拡大に繋
げた。また、大学独自の経済支援として、海外派遣学生に「鹿児島大学学生海外研修支援
事業」「鹿児島大学学生海外留学支援事業」「鹿児島大学学生海外学会発表支援事業」を
継続して実施した他、全学から外部資金である JASSO 海外留学支援制度に応募し採択され
た派遣 8プログラムでは、参加学生に経済支援(支援総額 2,639 万円)を行った。 
留学を啓発する活動については、グローバルセンターは、「派遣留学説明会」等を年５

回開催するとともに（298 名参加）、「トビタテ！留学 JAPAN」プログラム応募者指導を実
施して第１期～８期（平成 29 年度）の採択者総数が 43 名となり、採用実績のある国立大
学 76 校のうち 17 位となった。 
さらに、循環型留学啓発教育では、グローバルランゲージスペースにて帰国生の留学報

告により留学の価値を啓発する「伝えよう！私の海外体験」（11回 175 名参加）、個別留
学相談(36 名参加)を実施した。事後検証としてこれらの活動参加者総数をまとめた結果、
平成 28 年度を大幅に上回った。加えて、留学情報を記入するファクトシート作成ととも
に学生海外派遣部門ホームページに留学体験談サイト「伝えよう！鹿大生の海外体験」
（http://www8360uf.sakura.ne.jp/report/）を開設した他、理工学研究科ではグローバル
人材シンポジウムを開催する等、全学で留学啓発活動を活発化したことにより、平成 29 年
度に海外へ派遣した日本人学生の総数は、294 名（平成 26 年度比 1.11 倍）となった。 
 

【34】 
混住型学生寮の充実、協働学

修担当教員の配置、入試情報等
の大学広報の改善等、外国人留
学生の受入れ支援体制を整備
し、日本語・日本文化教育をはじ
め留学生の多様なニーズに応え
る教育カリキュラムを質的・量
的に拡充することで、平成 33 年
度までに外国人留学生の数を平
成 26 年度実績の 1.2 倍に増や
す。 

【34-1】 
県と市による新たな国際交流

拠点整備計画について情報を収
集するとともに、ホームページ等
を含む本学への留学に関する情
報について、多言語化の状況調査
及び調査結果に基づき、多言語化
する部分の作業計画と完成後の
更新作業について検討を行う。ま
た、留学生数の増加に向け、留学
生の多様なニーズに応える教育
カリキュラム等を検討するとと
もに、留学生対象の新設コース等
に対応した日本語・日本文化教育
カリキュラムを実施し、その検証
を行う。さらに、入国時の諸手続

Ⅲ 

新たな国際交流拠点整備計画の情報収集については、「国際交流センター（仮称）整備に
関する意見交換会」を県と市による国際交流センター建設協議会事務局と教職員、日本人
学生、留学生を交えて行い、整備計画の最新情報を収集するとともに、住環境の現状と課
題、留学生の意見等について情報提供を行った。さらに、本学における留学生と日本人学
生の混住寮についても、学生・留学生用宿舎整備検討ワーキンググループを設置し、「鹿児
島大学の学生・留学生用宿舎整備計画」を策定して具申した。 
ホームページ等を含む本学への留学に関する情報提供は、全学で順調に改善・整備を進

めている。例えば、法文学部は英語版に加えて中国語版ページを作成し、連合農学研究科
は日英両語ページをスマートフォン対応にした。さらに、図書館は、留学生を含む外国人
利用者のための「図書館・学術情報活用ハンドブック英訳版」を作成した。 
留学生の多様なニーズに応える教育カリキュラム等の検討と実施については、グローバ

ルセンターは、共通教育改革による新必修科目初年次セミナーの学修内容を踏まえ、留学
生必修科目である日本語・日本事情科目を再構築し、日本語力の低い学生に対応する体制
にした。また、留学生対象「Study Japan Program」においても、受講生が多様な科目を履
修できるよう開講時間変更等で充実を図り、年間受講者総は延べ 696 名（平成 28 年度 640
名）に増加した。さらに、「鹿大『進取の精神』支援基金」留学生受入推進事業に「鹿児島

34



鹿児島大学 

 

きをサポートする「留学生受け入
れサポートデスク」の充実や国内
外留学説明会での積極的広報等
により、外国人留学生の受入れ支
援体制を推進する。 

日本語・日本文化研修プログラム」を新設して留学生４名、「研究留学生受入プログラム」
を新設して６名を受け入れた。また、学術交流協定校の米国サンノゼ州立大学日本語学科
と連携し、双方向授業 COIL 開始に向けて検討を進めた。この他、「平成 33 年度外国人留学
生数の平成 26 年度実績比 1.2 倍」達成のため、法文学部及び人文社会科学研究科、共同獣
医学研究科（平成 30 年度設置）、臨床心理学研究科が留学生受入れについて検討を行った。 
留学生の受入れ支援体制整備については、「留学生受け入れサポートデスク」において留

学生への学生教育研究災害傷害保険の周知と加入手続き支援の仕組みを整え、保健管理セ
ンターと合同で留学生向け健康診断用多言語資料及び集団受診日を新設する等、支援体制
を整備した。経済的支援として、新たに「鹿大『進取の精神』支援基金」留学生受入推進
事業に「鹿児島日本語・日本文化研修プログラム」及び「研究留学生受入プログラム」を
設けて 10 名を支援した。また、JASSO 海外留学支援制度（協定受入）による学術交流協定
校留学生への支援金、大学独自の奨学金である「留学生後援会奨学金（14 名）」「種村完司
奨学金（５名）」、「外国人留学生民間宿舎費助成事業（48 名）」支援金を継続して給付した。
さらに、新規留学生獲得のため、国内４件、海外３か国３件の留学進学説明会に参加し，
本学ブースで総計 267 名の留学生と面談した。この他、大学生協と連携してイスラム教徒
向けハラルフードの学食提供を開始し、日本初の女性イスラム教徒弁護士による多文化共
生に関する講演会を実施するなど、留学生受入体制支援整備を多角的に進めた。これらの
結果、平成 29 年度受け入れた留学生数（５月１日現在）は 300 名（平成 26 年度比 1.08
倍）となった。 
 

【35】 
海外の学術機関等への教員の

派遣や研究者交流を通じて国際
共同研究を推進するなど、国際
社会への貢献を図るとともに、
教職員を対象とした国際的な研
修企画を充実させ、平成 33 年度
までに教職員の派遣数を平成 26
年度実績の 1.4 倍に増やす。 

【35-1】 
平成 28 年度に派遣期間等の見

直しを行った「若手教員海外研修
派遣事業」を新たな形で実施する
とともに、これまで実施してきた
「職員研修」の在り方を見直し、
引き続き、北米教育研究センター
等も活用しながら、「教職員研修」
として実施する。 

Ⅲ 

URA センターとグローバルセンターと連携で、国際研究プロジェクトを推進する体制を
構築し、JICA（独立行政法人国際協力機構）、 JST（国立研究開発法人科学技術振興機構）、
AMED（国立研究開発法人日本医療研究開発機構）共同の国際プロジェクト SATEREPS（地球
規模課題対応国際科学技術協力プログラム）の応募支援を行った。また、「若手教員海外
研修派遣事業」で教員３名、鹿大「進取の精神」支援基金若手研究者支援事業で教員２名、
新たに新設した「鹿児島大学若手教員海外語学研修支援事業」で教員５名に派遣支援を行
った。 
北米教育研究センターは、現地で教員を雇用して職員を日本から派遣する形態から、学

内教員が北米センターを兼務し、現地職員を雇う運営方針を策定して新たな組織にするこ
とで、大幅な経費削減を行った。また、北米で海外研修とインターンシップ計５プログラ
ムを実施したほか、２月 17 日～３月４日に教職員研修を行い、北米へ２名を派遣した。ま
た、海外職員研修の充実に向けて関係部署と検討を行い、研修先はシンガポールとハワイ
を加えた３地域となった。 
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中期計画 年度計画 
進捗 
状況 判断理由（計画の実施状況等） 

【36】 
病院再開発整備により病院機

能を強化するとともに、県の地
域医療構想（ビジョン）及び医療
計画等を踏まえ、県内唯一の特
定機能病院として高度医療を提
供する。また、地域医療機関と連
携し、県内各地域の住民が標準
的ながんの専門治療を受けられ
る体制を整備し、医療における
格差を是正するなど、県全体の
医療の質の向上を図る。 

【36-1】 
県内唯一の特定機能病院とし

て、地域の医療機関と連携を推し
進め、各疾患の治療に対する高度
医療の提供を推進するとともに、
がん医療について、標準的ながん
種や難治がん等に対する高度医
療の提供と、地域医療機関との連
携強化のためのがんクリティカ
ルパスの利用推進を図る。さら
に、地域医療機関と連携して、地
域医療格差是正のための研修会
等の充実を図る。 

Ⅲ 

外来患者数は、平成 28 年度より増加しているが、新入院患者数も比例して増加してお
り、重症度、医療・看護必要度 25%以上を保持した。紹介率は、平成 28 年度とほぼ同様の
状況となっている。がんクリティカルパス利用件数は、平成 29 年度 14 件で、平成 28 年
度より減少しているが、連携医療機関の新規届出、すい臓がんパスの新規作成に取りかか
るなど、今後のがんクリティカルパス利用推進に努めた。 
また、４部門合同の研修会を８月（143 名）と２月（142 名）に開催し、各部門には、が

ん登録部門５回（309 名）、緩和ケア部門（カンファレンス含）９回（300 名）、がん相談
部門３回（75 名）の研修会を開催し、専門の講師を招いての講演、意見交換会を取り入れ
充実を図った。 
さらに、がん相談部門では、県がん診療連携協議会がん相談・連携部門主催で制作した

「かごしま県がんサポートブック」を発行し、アンケートの実施など広く情報提供を行い、
緩和ケア部門では、県初となるピアレビューを開催して地域医療機関との連携・改善を図
った。 
 

【36-2】 
関係部署と連絡・調整を行い、

Ａ棟新営工事関連の概算要求並
びにＢ棟新営工事の年度内竣工
及び移転を計画通りに実施する。 

Ⅲ 

 平成 27 年 10 月より着工されたＢ棟は、平成 30 年１月に竣工し、移転作業も滞りなく
終えることができた。 
また、Ａ棟の概算要求に関しては、施設部とともに文科省と協議を重ね、ベースとなる

事項について概ね了承を得ることができた。 
 

【37】 
質の高い医療安全・感染対策

の再点検と機能強化を図る。医
療安全においては、診療録作成
のための教育の実施、インシデ
ント報告推進及び分析の強化を
行う。また、感染対策において
は、感染制御部門における院内
巡視等による病院職員の意識啓
発や地域の基幹病院として地域
全体の感染対策に取り組む。医
療安全・感染対策研修会の受講
率 100％の維持に努める。 

【37-1】 
医療安全への取組として、全死

亡・死産報告事例の診療記録監査
の結果の医療現場への周知、軽微
事例のインシデント報告を推進
する。また、院内では手指衛生の
啓発活動を実施し、職員の手指衛
生の実態を検証し、意識向上のた
めの改善策を検討する。さらに、
サーベイランスシステムを活用
し、地域の参加医療施設に結果を
還元する等、地域の感染対策に取
り組む。 

Ⅲ 

全死亡・死産報告事例の診療記録監査では、インフォームド・コンセントの内容、多職
種の同席の状況、適切に記録が行われているか等について確認を行い、医療安全管理委員
会への報告並びにリスクマネージャー連絡会議で各リスクマネージャーを通じて各部門
に注意点等周知を図った。またリスクマネージャーを通して、当該部署へ結果の報告及び
改善を促すよう指導も行った。軽微事例のインシデント報告については、11 月を医療安全
強化月間とし、前月のリスクマネージャー連絡会議で周知するとともに貼付用ポスターの
配布を行い軽微事例の入力推進を図るよう周知を図った。 
また、手指衛生の啓発活動として研修会の実施や手指消毒薬使用量が低下している部署

の実地監査を行い、注意喚起を行った。１日１患者当たり手指消毒薬使用回数は平成 28 年
度の 7.3 から平成 29 年度は 8.0 と増加し、新規 MRSA 感染率は 0.33％から 0.20％に減少
したが、薬剤耐性アシネトバクターの検出が続いており、改善活動の継続が必要である。 
さらに、サーベイランスシステムを活用し、薬剤耐性菌・抗菌薬サーベイランスを行い、

鹿児島感染制御ネットワークで「鹿児島県において薬剤耐性（AMR）対策をどのように取り
組むか」をテーマにパネルディスカッションを開催、連携カンファランスでは「汚物処理
室」についてディスカッションを行い、地域の感染対策に取り組んだ。 
 

【38】 【38-1】 Ⅲ 「歯のチェック室」を受診した患者で、周術期口腔機能管理の対象症例を全て歯科受診

中
期
目
標  

・安心で安全な医療の提供を担保しつつ、社会や患者のニーズに合った高度で高質な医療を提供し、地域医療に貢献する。 
・高度先端医療の研究・開発や質の高い臨床応用を行う。 
・高い倫理観や使命感を持った医療人並びに地域医療や離島・へき地医療を担う医療人を育成する。 

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上の状況 
(4) その他の目標 

② 附属病院に関する目標 
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医科と歯科を併設する本院の
特性を活かし、周術期患者の口
腔ケアの充実を図り、平均在院
日数の短縮等を目指す。また、医
科病棟における歯科診療の実施
等、医科と歯科の連携強化のた
めのシステムを構築する。 

医科歯科連携の取組として、入
院前に口腔診査を実施し、入院中
に歯科外来及び医科病棟で歯科
診療が受けられる体制を充実し、
周術期患者の医科治療の効率化
につながる口腔ケアの充実を図
る。 

に結び付けるシステムをより徹底して患者確保を図ってきたが、システム上の限界も見え
てきたため、９月末でそれまでの形態での運用を休止して歯科口腔ケアセンター内に取り
込む形とし、10 月１日から対象の手術症例について全症例を入院後、術前に歯科受診する
新システムを導入した。医科医局と順次連携を進め、平成 30 年１月には全診療科に適応
できた。この結果、周術期口腔機能管理の新患数を示す「周術期口腔機能管理策定料」算
定件数は平成 28 年度の平成 28 年４月から平成 29 年３月実績で 822 件であったものが、
平成 29 年４月から平成 30 年３月までの実績では 1,378 件であった。新システムでは年換
算で 1,800 件程度が見込まれる。新システム移行から既に５か月が経過しているが、大き
なトラブルなく実施できている。 
 

【39】 
離島・へき地を有する鹿児島

県の地域の特性に対応するた
め、患者年齢層と地域の疾患構
成を分析し、それに基づき本院
の診療体制を充実させるための
整備や強化を行い、地域の基幹
病院として地域医療に貢献す
る。 

【39-1】 
鹿児島県の地域特性に対応し

た診療体制の整備充実のため、地
域の疾患構成について調査し、そ
の結果を基に検討する委員会等
を設置する。 

Ⅲ 

６月 20 日付けで「鹿児島大学病院地域医療対策ワーキンググループ設置要項」を制定
した。第１回の鹿児島大学病院地域医療対策ワーキンググループでは、地域医療構想を踏
まえた「公的医療機関等 2025 プラン」も含めて、県内唯一の特定機能病院として本院が地
域医療に貢献するための役割等について検討することができた。 

【40】 
他分野・業種とも連携した、先

進的な医療技術の研究開発と臨
床応用を積極的に図るととも
に、臨床研究を推進するため、国
の指針等に基づいた体制の整備
を進める。平成31年度に検査部・
輸血細胞治療部の国際規格
ISO15189 の更新審査を受審する 

【40-1】 
臨床研究管理センターが中心

となって、臨床研究の支援体制及
び研究者の教育研修体制等を充
実させるための具体的方策につ
いて検討し、企画する。また、厚
生労働省の定めた安全性、有効性
の要件を満たす先進医療の開発
に積極的に取り組むとともに、細
菌・生理機能検査での認定取得準
備及び中間でのサーベイランス
受審を実施する。 

Ⅲ 

臨床研究法施行に伴い、特定臨床研究を審査するための認定臨床研究審査委員会設置を
申請することを決定した。また、認定臨床研究審査委員会の認定に向けて、平成 30 年４月
以降新たに特任助教（薬剤師）及び特任専門員を配置することを決定し、適正な審査意見
業務が実施できる体制を整えた。 
先進医療の年度承認件数及び累積承認件数については、平成 28 年度末における先進医

療承認件数 16 件、試験期間の終了による取り下げ件数５件、平成 29 年度の届出書提出件
数５件（承認件数５件）、平成 29 年度末の先進医療承認件数合計は 16 件であった。別に、
「患者申出療養」については、承認件数１件（２月承認）となっている。 
臨床技術部の検査部門では、細菌・生理機能検査での認定取得準備状況はコンサルタン

ト会社への相談の上、標準作業手順書作成を継続している。今後は取得済みの部門スタッ
フによる査読を行い、内部監査を実施後、次回の審査に望む。加えて、病理部でも「がん
ゲノム医療」の普及に伴い ISO 認定取得を目指して準備を行う方針となった。第３回サー
ベイランスを受審し、９月６日付けで認定更新完了した。 
 

【41】 
教職員がチーム医療におい

て、各職種の高度な専門性を活
かしその役割と責任を十分理解
した上で能力を発揮するため
に、職種毎に認定及び専門資格
取得のためのキャリア支援を実
践する。薬剤部において各種認
定・専門薬剤師を年２名程度育
成する。看護部において、平成 29
年度までに認定分野３領域（手
術看護、がん化学療法看護、認知
症看護）について看護師２名程
度、平成 30 年度までに認定分野
３領域（慢性呼吸器疾患看護、糖
尿病看護、乳がん看護）について
２名程度の認定看護師育成を行
い、平成 30 年度からは、特定看

【41-1】 
幅広い領域の薬物療法に加え、

高い水準の専門的な知識・技術を
有する薬剤師の育成に努め、認
定・専門薬剤師を育成する体制を
構築する。また、多様な看護師の
キャリア支援や専門職としての
質の高い看護を提供できる人材
育成のために、キャリアパス部署
ジェネラリストナースコースの
教育指針に則った教育の構築及
び、認定分野３領域２名程度、特
定看護師の資格取得支援を行う。
さらに、職員の教育支援として、
社会人大学院生の教育・研究体制
を構築して、高度な医療技術を持
った技術者の育成を行う。また専
門性を高めるため認定、資格の取

Ⅲ 

薬剤部では、平成 29 年度は月１回以上の研修会を開催した。20 名の薬剤師が日本病院
薬剤師会生涯研修認定を、並びに６名の薬剤師が日本病院薬剤師会生涯研修履修認定を取
得し、１名の薬剤師が糖尿病療養指導士を取得した。また、１名の薬剤師が日本臨床腫瘍
薬学会の外来がん治療認定薬剤師を取得した。さらに、１名の薬剤師が日本緩和医療薬学
会の緩和薬物療法認定薬剤師を更新した。 
看護部では、平成 29 年度は、認定分野２領域３名（認知症看護２名、精神科看護１名）

の認定看護師教育機関の修了者を出すことができた。また、平成 29 年度までに育成でき
なかったがん化学療法看護及び、平成 30 年度までに育成予定である乳がん看護領域計２
名が試験合格し、次年度研修受講が決定した。特定看護師は感染分野２名、呼吸器関連１
名、循環管理１名計４名の修了者を出すことができた。部署ジェネラリストコースは、コ
ース２年目の研修企画及び継続 10 名と新規８名を対象に予定通り研修を終了し、４名の
Ｇナース認定に繋がった。 
臨床技術部の検査部門では、平成 29 年度の社会人大学院への進学者は 2名（修士）、受

験合格者１名（修士）、受験合格者１名（博士）であった。資格取得者は特定化学物質及
び四アルキル鉛等作業主任者２名、有機溶剤作業主任者技能資格１名であった。講師派遣
回数 21 名（生理機能：12、生化学：３ 血液：２、精度管理：１、細菌：３）、技師会企
画事業への派遣 11 名であった。実習７名、見学者 13 名を受け入れた。 
放射線部門では、画像診断分野の CT 専門技師を２名が取得した。その他、放射線治療、
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護師及び小児領域の専門看護師
を育成する。また、本院看護部が
構築しているキャリアパス形成
のための各カリキュラムにおい
て人材育成に取り組む。 

得をすすめ、キャリア支援を行
う。 

品質管理、マンモグラフィー、IVR、救急、医療情報等に関する各専門技師資格の更新者に
ついても支援を行った。 
リハビリテーション部門では、博士の学位取得者が 1名増えて現在４名、修士取得者が

１名増えて現在９名、社会人学生が１名在学している状況である。３名が大学院修士課程
を取得した。 
臨床工学部門では、呼吸療法認定士を１名が取得した。 

 
【42】 

院内の各部門においてスタッ
フの教育研修への参加や資格取
得を積極的に支援する体制を整
備する。また、地域や離島・へき
地等で、講義・実習・実技指導等
を実施することにより、実践的
な経験を積み地域に貢献できる
優秀な人材を育成する。 

【42-1】 
地域や離島・へき地で、教育的

貢献ができる体制を構築する。ま
た、院外から研修生を受け入れ、
薬物療法に必要な知識、技能、臨
床経験を修得させ、薬物療法に必
要な高度な専門性を有する薬剤
師を養成するとともに、地域医療
を支える看護師育成のための体
制整備と育成した看護師の地域
での活動を推進する。さらに、離
島・へき地を含めた各地域での関
係職種への講義、指導、診療等の
支援を行い地域に貢献するとと
もに、他施設との連携事業の推進
や認定資格取得者数を２名以上
増やし、医療の質の向上を目指
す。 Ⅲ 

薬剤部では、病院外の薬局薬剤師を対象とした化学療法並びに検査値に関する勉強会を
２回実施した。参加者は 123 名であった。また、「新ニーズに対応する九州がんプロ養成
プラン」と連携して、大島地区（３名派遣）、宮崎地区（３名派遣）、出水地区（３名派
遣）でセミナーを実施した。セミナーへの参加者数は 83 名であった。 
看護部では、鹿児島県保健福祉部を含めた公的病院看護部長等会において地域の看護職

育成のためのセンター化の必要性があがり、次年度検討予定である。看護師特定行為研修
センターへは、履修可能な行為拡大に伴い、専従１名に加え専任看護師１名を派遣し、平
成 29 年度は 13 名（うち他施設９名）の研修修了者を出すことができた。また、県委託事
業「地域における訪問看護師等人材育成支援事業」４年目となり、６地区 12 市町村 24 事
業に 44 名の看護師（特定・認定看護師、地域看護コース修了者等）を派遣した。事業数は
平成 28 年度より減少したが、保健師・MSW・介護福祉士・ケアマネージャー等の医療従者
及び地域住民延べ 647 名が参加し、離島での開催が 85％を占めており、研修参加が困難な
地域での人材育成に繋がっている。助産師出向支援事業では、枕崎市の病院へ３か月間１
名の助産師を派遣することができ、地域における助産師不足軽減と実践能力向上につなげ
ることができた。 
臨床技術部の検査部門では、講師派遣回数 21 名（生理機能：12、生化学：３ 血液：

２、精度管理：１、細菌：３）、技師会企画事業への派遣 11 名、資格取得では有機溶剤作
業主任者技能資格１名。実習７名、見学者 13 名を受け入れた。  
リハビリテーション部門では、霧島リハビリテーションセンターの桜ヶ丘地区移転に伴

い、理学療法士８名、作業療法士８名、聴覚言語療法士３名が本院リハビリテーション部
に異動した。理学療法士２０名、作業療法士 12 名、聴覚言語療法士４名で本院リハビリテ
ーション部は合計 36 名となり機能充実が図られた。 
臨床工学部門では、８月 26 日に循環機器セミナーを 80 名の医療スタッフ向けに開催し

た。３月 24 日に呼吸療法セミナーを 380 名の医療スタッフ向けに開催した。１名が三学
会合同呼吸療法認定士（認定資格）を取得した。講師派遣を５回実施した。 
歯科衛生部門では、歯科衛生士、歯科技工士ともに離島へき地診療として三島村で診療・

指導支援(口腔衛生指導・義歯の管理等）を行った。地域歯科衛生士 28 名を対象に歯周病
に関する研修会(実技を含む）を行った。認定資格取得は、日本歯科衛生士会「医科歯科連
携・口腔機能管理」認定１名、「生活習慣予防」認定士１名、日本インプラント学会認定
歯科衛生士１名、日本歯周病学会認定歯科衛生士１名、災害歯科コーディネーター10 名で
あった。また、市内の高校生を対象に職業観の育成を目的に歯科衛生士の仕事について講
演を行った。 
歯科技工部門では、離島診療に２回参加した。歯科技工士長が日本歯科技工学会評議員

に選出されたほか、日本歯科技工士会月刊誌へ投稿し、平成 30 年６月に掲載された。 
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中
期
目
標  

・学校現場が抱える教育課題や国等の動向を考慮した実験的・先導的研究を推進し、その成果の公表に取り組む。 
・大学・学部と連携し、学部の教育・研究目的に即した実践的・実験的な研究を推進するとともに、学部学生に実践的で質の高い教育実習を提供する。 
・地域の教育のモデル校として、地域の教育課題の解決や教員の資質・能力・専門性の向上を図るため、附属学校園が教育委員会と組織的な連携体制を構築し、
地域の学校が抱える教育課題の解決に取り組む。 
・全学的なマネジメントのもと、「国立大学附属学校の新たな活用方策等」や「ミッションの再定義」を踏まえて、附属学校園の役割や機能について検討する。 

 

中期計画 年度計画 
進捗 
状況 判断理由（計画の実施状況等） 

【43】 
教育現場が抱える教育課題や

国の施策について実験的・先導
的に取り組むために、「教育学
部・附属学校 ICT 研究開発委員
会 （ 仮 称 ）」 等 を 設 置 し 、
ICT(Information and 
Communication Technology)を活
用した教育活動の在り方等につ
いて研究を進めるとともに、研
究内容の発表等を通して、公立
学校の教育活動の充実に寄与す
る。 

【43-1】 
平成 28 年度に設置した「教育

学部・附属学校 ICT 研究開発委員
会」において各附属学校園の ICT
活用の実態と課題についての検
討、ICT 関連機器等の整備状況の
評価・改善を行う。また、各学校
園の教育活動における ICT 活用
の在り方や可能性について検討
し、実践を進める。 

Ⅲ 

平成 29 年度においては附属学校園の将来計画を検討するために立ち上げた「四附属学
校園将来計画ワーキンググループ」の中で、10 月に同委員会での検討課題を含めて審議す
ることとした。 
そこで各附属学校園における ICT 活用状況を把握するための実態調査を実施した結果、

新しい試験採点システムを導入し、定期試験や入試における採点業務の負担軽減を図った
り（附中）、デジタルノート（OneNote）（附中）やグループウェア（サイボウズ）（附特）
の有効活用によりペーパーレス化に役立てているなど各附属学校園において業務効率化
のための ICT 活用を図ったりしていることや、志學館大学との共同研究のもと、ヒト型 IT
ロボット（Pepper）を活用したプログラミング学習の５年全学級での実施（附小）や、Skype
等を活用した海外との合同授業実施（附小・附中）など公開授業や研究授業等様々な場面
で各種 ICT 機器を活用していること、併せて各附属学校で情報教育に係る指導計画も立て
て計画的に情報教育を行っていることを確認できた。 
 

【44】 
学部教員と附属学校園教員に

よる共同研究を推進する組織体
制を整備し、大学・学部教員と附
属学校教員が日常的に連携を図
りながら附属学校園を活用した
実践的な研究開発を企画・推進
し、県教委や県総合教育センタ
ーとの連携を強化しインクルー
シブ教育システムの構築等に関
する調査研究や共同研究等に取
り組み、その成果を公開研究会
等を通して広く地域の教育へ還
元する。 

【44-1】 
学部・附属学校園の共同研究体

制による研究開発を推進し、その
成果を公表・公開する。また、学
部教員と特別支援学校代表、県教
委や県総合教育センター代表者
が時代のニーズに応じたインク
ルーシブ教育システムの構築や
合理的配慮の実際等について協
議し、検討を更に進める。 

Ⅲ 

附属幼稚園、附属特別支援学校において、県教委・県総合教育センター・鹿児島市教委・
鹿児島大学との連携で共同研究を推進しており、附属幼稚園では 11 月にその成果を公開
研究会という形で公表・公開した。附属特別支援学校では 11 月に学部ごとに校内研究会
を実施し、次年度の公開に向けて課題を整理し、共通理解を図った。また、教育学部と附
属学校園との連携協力促進を目的として実施している「教育学部附属学校園共同研究」で
は、平成 29 年度 12 件（附幼１件、附小４件、附中４件、附特３件）を実施した。 
インクルーシブ教育に関して、附属幼稚園では発達障害が疑われる園児については、学

部教員による相談や検査を実施し、合理的配慮協力員による定期的な訪問指導、さらに附
属特別支援学校と連携した巡回相談を行った。附属小学校では、気になる児童に対して学
部が配置している学習支援員や合理的配慮協力員、校内の特別支援教育係、附属特別支援
学校教諭が連携した、日常的な授業後方支援体制を確立することができた。 
また、学部教員によるウェクスラー式知能検査の実施や、鹿児島市桜ヶ丘にある鹿児島

県こども総合療育センターとの相談の橋渡しなどを行うなど新たな特別支援教育体制を
構築することができた。附属中学校では特別支援教育委員会を中心に個別の指導計画や事
例検討会を行うとともに、校務分掌に「生徒サポート」を新設し、特に不登校傾向の生徒
の指導を充実させた。併せて、インクルーシブ教育の視点から、授業のユニバーサルデザ
イン化を検討した。附属特別支援学校では、学部教員と行った共同研究「合理的配慮の提
供への意識を高めるセンター的役割に関する研究」の中で、学部教員及び教育学部の合理
的配慮協力員と協力しながら、通常学級において配慮を必要とする児童生徒に対する支援
の在り方を示して、特別支援教育の推進を図った。 
また、特別支援教育体制の整備を図ること等を目的として設置されている「附属学校園

特別支援教育推進委員会」では、附属学校園職員、学部教員、合理的配慮協力員が連携し
てインクルーシブ教育システム構築のために、大学や関係機関の人的物的資源を活用して

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上の状況 
(4) その他の目標 

③ 附属学校に関する目標 
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適切な指導及び必要な支援を行った。 
 

【45】 
新たに設置する教職大学院の

中核的実践研修校化に向けて、
今日的課題に応じた実習プログ
ラムや、教務主任、研究主任、主
幹教諭等、職能別実習プログラ
ムを開発し推進するとともに、
学年段階に相応しい教育実習の
方法等について改善を図る。 

【45-1】 
今日的課題に応じた実習プロ

グラムによる実習や教務主任、生
徒指導主任、保健主任など、職能
別プログラムによる実習を開始
する。また、これまでの学年段階
の実習の評価結果を基に、学部と
連携し教育実習の方法等の見直
し・改善を行う。 

Ⅲ 

４月に設置した教職大学院では、その計画段階にあっては、現職教員を受け入れる際に
教務主任、生徒指導主任、保健主任などを受入れ、職能別プログラムによる実習を開始す
る構想があったが、第１回の受入れに当たる平成 29 年度にあっては想定していた職階の
教員の入学がなかったため、職能別プログラムによる実習は開始できていない。それに代
え、附属小学校・附属中学校で実施する「高度化実践実習Ⅰ」、附属特別支援学校で実施
する「重点領域実践実習Ⅱ」において教職キャリア別実習を開始し、各附属学校との緊密
な連携により充実した実習を行うことができた。さらに幼小接続の観点から、附属幼稚園
でも教職大学院の教育実習を受け入れることの検討を開始した。 
なお、職能別実習プログラム開発の検討を開始するため、「高度化実践実習Ⅰ」にあっ

ては教職大学院スタッフと附属小学校・附属中学校教員とで、「重点領域実践実習Ⅱ」に
あっては教職大学院スタッフと附属特別支援学校教員とでそれぞれワーキンググループ
を作った。 
 

【46】 
学長の下に設置されている附

属学校運営委員会等を中心に、
大学・学部教員がより積極的に
教育実習に関わることができる
ような体制を充実させるととも
に、大学・学部と附属学校園が共
同して研究方針に基づいた具体
的な計画を立案・実施・評価す
る。 

【46-1】 
大学・学部教員と附属学校園教

員の教育実習における協働体制
についての点検・評価を基に、協
働体制の見直しを行う。また、大
学・学部・附属学校園の役割を可
視化し、研究方針に基づく、具体
的な計画を共同で立案するとと
もに、課題を踏まえた共同研究に
着手する。 Ⅲ 

教育実習に係る学部教員と附属学校園教員との協働を図るための組織として、７月と 12
月の年２回開催される教育実習連絡協議会があり、その中で、実習の考えや内容について
共通理解を図るとともに、実習終了後には成果と課題を明確にして、次年度取組の方向性
などを定めている。平成 29 年度も７月５日と 12 月６日に開催し、附属学校園を含む実習
校から延べ 57 名、学部から延べ 42 名の出席があり、よりよい教育実習を実施していくた
めの意見交換を行った。 
また、第２免許として特別支援学校教員免許状の取得を希望する学生が増加傾向にある

ため、その教育実習受入可能数について附属特別支援学校と協議するとともに、鹿児島県
教育委員会に受入れを依頼し、鹿児島県特別支援学校長会に検討してもらった結果、平成
31 年度から、受入れ可能な県立特別支援学校については１～２名実習生を受け入れてもら
えるとの回答を得ることができた。 
共同研究の観点では、附属中学校での公開研究会において、平成 29 年度実施する際や

平成 30 年度の計画を立案する際において学部教員と連携を図り研究を推進した。また、
附属特別支援学校も近隣の小学校との交流授業を実施した際に学部教員の協力を得てユ
ニバーサルデザインの視点からの研修を提供した。さらに【B44-1】に記した「教育学部附
属学校園共同研究」には、12 件の研究課題に延べ 13 名の学部教員と延べ 54 名の附属学校
園教員が参画した。 
 

【47】 
第２期中期目標期間に引き続

き、初任者研修及び現職教員の
研修の場としての研究公開を更
に充実させるなどして公立学校
教員の資質向上に寄与するとと
もに、附属学校園が教育委員会
と連携して新規採用教員研修会
等への協力、教員免許状更新講
習の開催、各種研修会等への講
師派遣の拡充を進める。 

【47-1】 
公立学校等の課題解決に寄与

する実験的・先導的な研究の取組
を進め、公立学校等の新規採用教
員や現職教員の研修の受入や研
修会等への協力を積極的に進め
る。また、免許状更新講習につい
ての情報提供を積極的に進める
とともに、講習内容の充実を図
る。さらに、各附属学校園が拡充
策に基づいて、各種研修会等への
講師派遣を積極的に進めるとと
もに、他の学校職員を対象とした
スキルアップセミナーの内容や
方法を検討し、開催する。 

Ⅲ 

各附属学校園では、県内外から 65 名の研修者を受け入れるとともに、外部研修会へも
延べ 87 件の講師派遣を行った。また、教員免許状更新講習については、附属幼稚園で１科
目、附属小学校で６科目、附属中学校で２科目、附属特別支援学校で 2科目を開講して附
属学校園での研究成果を積極的に情報提供したほか、次年度に向けた開講科目増も検討し
ている。 
【附属小学校】 
ヒト型 IT ロボット（Pepper）を活用したプログラミング学習研修会の開催や、台北教育大
学附属小学校とのインターネット交流授業を行った。 
【附属中学校】 
国際理解・異文化教育を充実させるため、オールイングリッシュによる生徒朝会や、国立
台北教育大学学生の教育実習の受入れ、台湾の大直高級中学・国立台北教育大学の学生と
の ICT を活用した交流等を実施した。 
【附属特別支援学校】 
鹿児島県教育委員会が主催する「鹿児島県特別支援学校授業力向上プログラム」（第３期 
平成 30～32 年度）での、鹿児島県教育庁義務教育課特別支援教育室との連携について検
討を進めた。 
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【48】 
県教育委員会等の関係者を構

成員に含めた「地域運営協議会
（仮称）」を設置して、附属学校
園の運営に地域のニーズを反映
させる。 
 

【48-1】 
「地域運営協議会」を開催し、

地域のニーズの把握及びニーズ
に応える学校運営の在り方につ
いて調査・検討し、その結果を踏
まえ改善策や次年度の取組につ
いて協議する。 

Ⅲ 

平成 28 年度に組織規則を制定した「附属学校園地域運営協議会」において、鹿児島県教
育委員会及び鹿児島市教育委員会から選出してもらった委員を交え、１月 18 日に第１回
協議会を開催し、附属学校園と地域との連携協力、地域からの附属学校園の評価をテーマ
に意見交換を行った。 
 

【49】 
附属学校運営委員会におい

て、その使命・役割を踏まえた４
附属学校園全体の将来像につい
て、その規模も含めて検討する
などして、第３期中期計画に示
した取り組みを通して附属学校
園の更なる機能強化を図る。 

【49-1】 
使命・役割等を踏まえた４附属

学校園全体の将来像や規模等に
ついて、引き続き、調査・検討す
る。 Ⅲ 

附属学校園との連携協力及び附属学校園の将来計画・構想を担当する副学部長をワーキ
ンググループ長とする「四附属学校園将来計画ワーキンググループ」を 10 月に立ち上げ、
四附属学校園全体の将来像や規模等について検討し、その結果を基に２月 21 日に開催さ
れた「附属学校運営委員会」で、大学執行部との意見交換を行った。 

 

41



鹿児島大学 
 
 

 

Ⅱ 業務運営・財務内容等の状況 
(1) 業務運営の改善及び効率化に関する目標 
  ① 組織運営の改善に関する目標 

 

中
期
目
標  

・学長のリーダーシップの下で大学の機能を最大化し得るガバナンス体制を構築するとともに、学内資源を戦略的かつ機動的に配分する。 
・幅広い視野の学外者の意見や地域社会のニーズを大学運営に反映した自律的な運営を行う。 
・若手・女性・外国人の増員を主とした優秀な教職員の確保・育成を通じ、教育研究を活性化する。 

 

中期計画 年度計画 
進捗 
状況 判断理由（計画の実施状況等） 

【50】 
学長の権限と責任の下での意

思決定システムを確立するため
に、構成員の増員等により経営
協議会及び教育研究評議会運営
体制の充実を図り、教授会等の
役割分担を明確化するととも
に、総括副学長の設置、高度専門
職の創設等、学長を補佐する体
制の強化・充実を行う。 

【50-1】 
学長のリーダーシップの下で

ガバナンス体制を確立するため、
構成員の増員等により充実を図
った経営協議会及び教育研究評
議会を運営し、必要に応じて見直
しを行う。 

Ⅲ 

（学長のリーダーシップを発揮するための体制構築等） 
学校教育法及び国立大学法人法の改正を踏まえ、学長選考会議による学長に対する業績

評価を実施するとともに、学長のガバナンス強化を図るため、次期学長の任期を３年から
４年とし、あわせて、学長選考会議による業績評価（審査）のみで再任の可否を決定する
仕組みを新たに設けた。なお、学部長等の選考にあたっては、学部長等の任命等に関する
規則に基づき、複数人の候補者から所信表明を提出させ、学長ビジョンの観点を踏まえ、
学長が選考し、平成 29 年度は法文学部長をはじめ６名の学部長等を任命した。   
また、多様化する大学の社会貢献活動やグローバル化へ対応するため、新たに「社会貢

献担当副学長」及び「国際企画担当副学長」を設置し、教育研究評議会評議員に指名する
など学長を補佐する体制の強化を図った。 
さらに、これまで学長と各担当理事と個々に行っていた「理事懇談会」を廃止し、学長、

全理事及び事務局部長による「学長・理事連絡会議」を新たに設け、情報の共有と横断的
な案件に係る意見調整の迅速化を図るとともに、学長の判断で理事を招集し、懸案事項を
検討する「執行部懇談会」も新設することで学長の指示が迅速に各理事へ伝わることとな
り、学長のリーダーシップが、より発揮しやすい体制の構築を図った。 
 
（学術研究院制度を活用した人的資源の有効活用） 
学術研究院制度の趣旨を踏まえ、新たに教員の副担当制を導入した。これにより、診療

に従事する教員を除く全教員が原則として主担当の業務に加え、「共通教育科目」、「地
域人材育成プラットフォーム科目」又は「他学部等科目（論文指導含む。）」のいずれか
を副担当科目とすることとし、限られた人的資源の有効活用を図った。 
 

【51】 
トップダウンによる戦略テー

マの決定や政策立案のための支
援機能を強化するために、平成
27 年度に設置した学長戦略室を
中心として、18 歳人口動態、入
学状況、在籍状況、卒業・就職状
況、研究、社会貢献・国際化の状
況、他大学の状況等のデータを
戦略的に収集・蓄積・解析を行
い、IR(Institutional Research)
機能の充実を図る。 

【51-1】 
IR センターの機能を見直し、

学長戦略室を中心とした組織と
して再構築し、学内外のデータの
収集・管理・分析を行い、本学の
戦略的な大学運営の意思決定や
計画策定などを支援するととも
に、教育研究活動の改善に必要な
情報の提供を開始する。 

Ⅲ 

本学の IR 体制の機能強化を図るため、企画・立案組織として「IR 企画室」を新設する
とともに、実施組織である既設の「IRセンター」に各分野責任者（教学、国際、研究、社
会貢献、病院、男女共同参画、業務運営）等をメンバーに加えるなど要項を全面的に見直
し、大学運営のための意思決定や計画策定を支援する体制を強化した。 
２月に IR センター会議を開催し、複数の国立大学法人が課題として取り組み始めた「教

員の活動状況の可視化」について、本学の対応について検討を開始するとともに、先行大
学への訪問調査を実施した。 
また、本学での IR 活動を大学の構成員に分かりやすく説明するリーフレットを作成し、

IR 活動の普及・啓発を図った。 
 

○ 項目別の状況 
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【52】 
人的資源については、全教員

を学長の下に一元管理する学術
研究院の機能を活かし、教育研
究組織の再編を見据え策定した
教員人事管理基本方針に基づ
き、中長期的な教員人事計画を
策定し、戦略的に配分するとと
もに、物的資源については、ミッ
ションの再定義や機能強化に向
けた取組及び教育研究環境の充
実等に戦略的・機動的に配分す
る。 

【52-1】 
ミッションの再定義や機能強

化に向けた取組及び教育研究環
境の充実等に対し、引き続き、学
長裁量経費等の戦略的・機動的な
学内予算配分計画を策定し、実施
する。 

Ⅲ 

ミッションの再定義や機能強化に向けた取組及び教育研究環境の充実等に向けた戦略
的・機動的な事業に配分するため、学長裁量経費（５億 5,800 万円）を措置し、教育、研
究、社会貢献等の事項により整理し、機能強化に資する以下の取組に重点的に配分した。 
①グローバル化推進を目的とした学生を海外に派遣するための「学生海外研修事業」や
「派遣留学支援事業」 
②競争的資金獲得や研究推進のための「若手・女性研究者研究支援事業」や科学研究費
助成事業の大型種目に再度応募することを条件とした「科学研究費大型種目チャレンジ
事業」 
③地域社会の問題解決に繋がる島嶼、環境、食と健康、水、エネルギーの５つの「重点
領域研究支援事業」や「地域活性化の中核的大学機能強化事業」 
④施設の重要度、共用度、劣化度等を考慮した実効性の高い事業への学長のリーダーシ
ップによる機動的な意思決定に基づく「教育研究環境改善事業」 
⑤病院診療体制整備及び病院再開発整備に係る病院機能の強化・向上に繋がる機器整備 
⑥若手や女性教職員の活躍に繋がる就業環境整備を目的とした郡元・下荒田地区保育所
の新設整備 
また、本学の卒業生で名誉博士でもある、稲盛和夫京セラ名誉会長より京セラ株式 100

万株（寄贈時時価約 80 億円相当）の寄贈を受けた。本学では、当該寄附を「基金」化し、
株式の果実等を活用し、稲盛和夫氏に続く人材の育成をはじめとして、教育研究支援の充
実を図ることとしている。 
 

【52-2】 
教員人事管理基本方針に基づ

き策定した中長期的な教員人事
計画により、法文学部の改組、教
育学部の改組及び教職大学院の
設置等の大学改革と機能強化に
必要な人件費ポイントを確保し
配置する。 

Ⅲ 

大学改革と機能強化に必要な人件費ポイントを学長裁量ポイントとして確保し、法文学
部の改組、教職大学院の新設等に再配分した。 
 

【53】 
経営協議会、学長諮問会議に

加え、経営協議会と教育研究評
議会との合同懇談会の創設等、
学外者との意見交換の機会を充
実し、様々な学外者の意見や社
会のニーズを大学運営に適切に
反映する。 

【53-1】 
経営協議会と教育研究評議会

との合同懇談会を実施するとと
もに、学外者との意見交換の機会
を充実する。 

Ⅲ 

経営協議会の学外委員に本学の施設並びに教育研究の状況等をより理解してもらい、大
学運営に関する多様な意見交換等を行うため、経営協議会学外委員による学内視察と教育
研究評議会評議員との意見交換会を８月と 11 月の２回実施した。これにより、経営協議
会学外委員の大学運営に関する理解が深まり、特に「大学のイメージ戦略」など活発な意
見交換が行われた。 
また、大学入試共通テストの動向や情報セキュリティ管理、男女共同参画、遺伝資源に

関する最新情報など幅広い分野で学外の専門家を招き、６回のトップセミナーを開催し
た。 
さらに、理工系人材養成についての国の動向や産業界の状況について、学内教職員の理

解をより深めるため、文部科学省の「大学における工学系教育の在り方に関する検討委員
会」の座長も務められている KDDI 株式会社の小野寺正会長（現相談役）を講師に招き、特
別講演会を開催し、IoT、高度情報化社会における大学の役割について講演頂くとともに、
講演会終了後に工学系教育の在り方などについて、本学理工系の部局長との意見交換を行
った。 
 

【54】 
業務運営の改善、効率化及び

透明性を確保するために、機能
強化した監査・調査及び重要文
書の回付等の監事機能を積極的
に活用し、改善指摘事項等に関
する PDCA サイクルを確立する。 

【54-1】 
監事監査等の改善指摘事項等

への対応状況を調査する。 

Ⅲ 

監事(業務監査)から６月２日付けで意見・提案された入学志願者状況、就職状況、THE 世
界大学ランキング(日本版)2017、地域に根ざした大学の４つの事項について、学長から関
係理事に指示があり、関係部署において対応を検討し、直ちに対応可能なものについては
対応策を実施し、11 月 14 日付文書で対応状況について監事に回答した。７月 11 日付けで
意見・提案された学生・留学生用宿舎の整備について、学生生活担当副学長を中心とした
「学生寮整備計画ワーキンググループ」を立ち上げ、対応策を実施した。８月７日付けで
提言された進取の精神支援基金等の寄附金への諸対応について、平成 30 年５月に「鹿大
『進取の精神』支援基金」への寄附企業に対し、「鹿児島大学の取組のご報告と人材獲得
に関するセミナー」を５月 29 日に開催した。 

43



鹿児島大学 

 

【55】 
優秀な人材の確保や教育研究

の活性化を図るため、退職金に
係る運営費交付金の積算対象と
なる教員について、年俸制を適
用する教員を 10％以上確保し、
適切な業績評価体制を構築する
とともに、混合給与制度やテニ
ュアトラック制度等を導入する
など、更なる人事・給与システム
の弾力化を図る。 

【55-1】 
引き続き、退職金に係る運営費

交付金の積算対象となる教員に
ついて、年俸制の適用を促進する
とともに、現在の年俸制について
検証し、必要に応じて業績評価体
制等の改善を行う。また、優秀な
人材を確保し、教育、研究及び産
学連携活動等を推進するため、混
合給与（クロスアポイントメン
ト）制度等の活用促進を図る。 

Ⅲ 

年俸制の適用を希望する教員を募集し、４月１日付けで新たに１名の教員が年俸制へ移
行した。今後も年俸制の適用促進を図るため、年俸制適用教員の業績評価について、更に
適切な業績評価体制とするために改善を要する点等を人事計画室において検討を行った。
平成 30 年度から年俸制の適用を希望する教員の募集を行い、更なる年俸制の適用促進を
図った。 
また、クロスアポイントメント制度を活用して平成 28 年度に民間企業からサイバーセ

キュリティに関する専門家１名を特任教授として採用したが、引き続き、本学のサイバー
セキュリティ戦略室長として、本学における情報セキュリティの強化を図るとともに、各
種研修等の講師を務める等した。 
 

【56】 
構成員一人ひとりが個性と能

力を発揮できる大学を実現する
ため、第２期中期目標期間の事
業を継続しつつ、第３期では、次
世代育成を目的とした就業環境
等（規則・制度）を整備し、男女
共同参画事業を積極的に推進す
る。また、研究者に占める女性の
比率を平成32年度までに20.0％
以上とするとともに、女性管理
職の登用を積極的に推進し、女
性 の 占 め る 比 率 を 役 員 は
11.1％、管理職は 13.0％以上を
維持する。 

【56-1】 
構成員のキャリア継続や次代

を担う研究者育成を目的とした
就業環境等の改善に取り組むと
ともに、リーダーとして活躍する
女性研究者ならびに、研究者を目
指す女子大学院生を育成するた
めに、キャリア開発支援策を検
討・実施する。 

Ⅳ 

構成員のキャリア継続や次代を担う研究者育成のため、研究支援員制度の利用資格拡
大、復帰支援としての教員業務短期支援員制度の新設、メンター制度の活用対象拡大及び
メンター登録者数倍増による相談支援体制の充実などの環境整備に取り組んだ。 
また、学長役員等をはじめ全部局長等の管理監督者が一丸となって、自らも仕事と私生

活のバランスをとり、働きやすい職場環境に努めるため「イクボス宣言」を行い、11 月に
設立された「鹿児島市イクボス推進同盟」にも加盟しホームページで公表した。 
さらに、直近の郡元地区保育施設検討ワーキンググループ報告書(２月)等も踏まえ、内

閣府企業主導型保育事業を活用した保育施設の新設を決定し、１月に鹿児島大学郡元・下
荒田地区保育所（仮称）設置準備室設置、関係規則整備、保育所名称募集、利用希望等調
査実施等を行うとともに、平成 30 年 10 月の開所に向け保育所新設に着工するなど、年度
計画を上回って就業環境の改善に取り組んだ。 
キャリア開発支援策として、本学初となる女性リーダー育成セミナーを開催し、各事務

部署や学系からの推薦者に対してリーダーへの意識改革を図るとともに、女子大学院生へ
の国際的な活躍につながるキャリア支援策として、分野別の英語論文セミナーを開催し
た。 
また、職業生活における女性の活躍を推進するため、女性が働きやすい環境づくり、環

境整備、制度の導入などに積極的に取り組む企業を対象にした「鹿児島県女性活躍推進宣
言企業」に登録し、女性活躍推進企業として鹿児島県のホームページに掲載された。 
さらに、本学から提案し、鹿児島県及び鹿児島県内の全大学、全短大、高専による「鹿

児島県内大学等男女共同参画連携会議」を設置し、本学がその事務局を担うとともに、女
性活躍促進等に係る地域連携を強化した。 
 

【57】 
女性・若手研究者の育成を図

るために支援・助言等を行うア
ドバイザー制度を設けるなど、
研究活動支援体制を拡充する。 

【57-1】 
現行制度の見直しによる新し

いアドバイザー制度の整備・試
行、制度の有効性を評価し、改善
されていない点を洗い出すとと
もに、改善を促進するための方策
を検討する。 

Ⅲ 

平成 28 年度に実施した科研費申請アドバイザー制度の利用者からの評価に基づき、ア
ドバイザー制度の内容について再検討を行い、整備を図るとともに、平成 30 年度科研費
申請アドバイザー制度を実施し、女性・若手研究者を中心に、科学研究費助成事業申請に
係わる支援を合計 23 件行い、女性・若手研究者の科研費獲得を後押しした。 
また、「学長と女性・若手研究者との懇談会」に URA が参加し、研究活動支援に対する

女性・若手研究者のニーズを調査した。 
工学部では、工学部教育研究アドバイザー制度に基づき、４月にプレ工学部ワークショ

ップを開催し、学部長と若手研究者との意見交換会を行った。歯学部では、女性・若手研
究者の相談窓口を研究体制委員会とし、アドバイザー制度を検討した。 
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Ⅱ 業務運営・財務内容等の状況 
(1) 業務運営の改善及び効率化に関する目標 
  ② 教育研究組織の見直しに関する目標 

 

中
期
目
標  

・地域活性化の中核的拠点として機能強化を図るため、教育研究組織を再編する。 

 

中期計画 年度計画 
進捗 
状況 判断理由（計画の実施状況等） 

【58】 
学長のリーダーシップの下、社

会の変化に対応した教育研究組織
作りや教育課程の編成及び学内資
源の再配分を全学的な視点で柔軟
かつ迅速に進めるため、新たな教
員組織として創設した学術研究院
制度を活用し、ミッションの再定
義や地域の特色及び社会的ニーズ
等を踏まえ、奄美群島拠点の拡充
や食料の安定供給・安全安心に資
する人材の育成等に向けた組織整
備を推進する。 

【58-1】 
学長のリーダーシップの下、平

成 28 年度に行った学内共同教育
研究施設等の機能の見直しによ
り機構化を行い、「研究推進機構
（仮称）」は「研究推進機構」と
して、「社会連携機構（仮称）」
は「社会貢献機構」として設置し、
また、「共通教育院（仮称）」を
「総合教育機構」として設置し、
効率化や機能強化を図るととも
に、南九州の地域振興に資する人
材育成のため、修士課程・博士前
期課程の組織改革について検討
を行う。 

Ⅲ 

大学を取り巻く環境は、少子化による受験人口の減少や産業構造の変革など、年々厳
しさを増しており、このような環境の中にあって、本学の強み・特色を活かした教育研
究活動を将来にわたり計画的かつ継続的に推進するため、平成 29 年５月、学長の下に大
学改革検討会議（長期改革プラン関連）を設置し、『長期改革プラン｢2030 年の鹿大｣』
を策定するための原案を作成した。 
また、本学における人的及び物的資源の有効活用、学術研究の質的向上及び社会貢献

活動の推進に寄与することを目的として「研究推進機構」及び「社会貢献機構」を、教育
の質の向上を図り優秀な学生を輩出することを目的として「総合教育機構」を４月１日
にそれぞれ設置した。 
さらに、農学及び水産学の両研究科に求められる、IT 化等による先進的スマート農畜

林水産業を創出する人材や食の安全・品質保証・グローバル化に適応可能な人材の養成
等に対応するため、既存の農学研究科３専攻（生物生産学、生物資源化学、生物環境学）
と既存の水産学研究科の５分野（水圏科学、水産資源科学、食品生命科学、水産経済学、
水圏環境保全学）を統合し、農林資源科学、食品創成科学、環境フィールド科学、水産資
源科学の４専攻からなる農林水産学研究科を平成 31 年度に設置することを決定し、平成
30 年４月に文部科学省へ提出する設置申請書類を取りまとめた。 
 

【59】 
法文学部については、地域ニー

ズや地域課題の把握に努め文系総
合学部としての強みと特色を活か
すために学科横断的科目の充実を
図るとともに、理系の要素も取り
入れた地域連携とグローバル化に
対応した専門教育カリキュラムへ
と見直し、人文社会系学部へ再編
する。また、人文社会科学研究科
については、海外現地入試の拡大
充実、英語による授業の整備、外
国人留学生及び社会人を対象とし
たプログラムの整備、５年一貫コ
ースの導入を図り、現在の博士前
期課程の４専攻を再編成する。（戦
略性が高く意欲的な計画） 

【59-1】 
法経社会学科（法学コース、地

域社会コース、経済コース）、人
文学科（多元地域文化コース、心
理学コース）の２学科５コースか
らなる人文社会系総合学部とし
ての強みと特色を生かした新し
い体制を発足させ、新カリキュラ
ムによる学生の教育を開始する。
また、人文社会科学研究科では、
平成 31 年度改組を目標に検討を
開始する。 

Ⅲ 

２学科５コースからなる新たな法文学部を発足させ、学科やコースの枠を越えた「特
色ある教育」などを内容とする新カリキュラムによる学生の教育を開始した。広報活動
として学部ホームページを充実させ、「特色ある教育」（法文スタンダード科目及びア
ドバンスト科目）のページの新設、教員の研究やゼミの最新情報を随時発信できるコー
ナーの新設、英語及び中国語のページの作成を行い、公開した。また、新学科・コースの
教育体制やカリキュラムの周知と受験生の増加を図るため、従来の大学単独説明会、九
州地区国立大学合同説明会に加え、１月 20 日に福岡市で開催された「入試直前相談会 in
博多」に参加した。 
平成 30 年度入試においては、前期日程、後期日程ともに法文学部全体の志願者が平成

29 年度入試より増加し、全ての入試単位（法経社会学科法学コース、同地域社会コース・
経済コース、人文学科多元地域文化コース、同心理学コース）において、前期日程の志
願倍率が２倍（学部全体では 2.6 倍）を、また後期日程の志願倍率が 5 倍（学部全体で
は 10.1 倍。なお人文学科心理学コースは後期日程では募集しない）を超え、定員を充足
した。 
人文社会科学研究科においては、当初、平成 31 年度改組を予定していたが、全学的な

改組計画の状況も踏まえ、平成 32 年度改組に向けて検討を開始し、人文系２専攻（人間
環境文化論専攻・国際総合文化論専攻）の統合、英語による授業のみで修了可能なコー
スの設置、博士後期課程地域政策科学専攻との連携及び定員の見直し等について、各専
攻で原案作成を進めた。 
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【60】 
教育学部については、教員に求

められる資質・能力、並びに鹿児
島県の教育の特殊事情に対する実
践力を兼ね備えた教員養成の実現
を目指すため、生涯教育総合課程
の募集停止、及び学校現場で指導
経験のある教員の割合を20％確保
して学校教育教員養成課程の改組
を行う。また、鹿児島県教育委員
会との連携のもと新たに教育学研
究科の中に教職大学院を設置し、
鹿児島県の教育に資する若手・中
堅のスクールリーダーの養成を行
う。更に修士課程における教員養
成機能については、第３期中期目
標期間中に検証・検討した上で、
教職大学院に重点化を図る。（戦略
性が高く意欲的な計画） 

【60-1】 
学部においては、教員養成に特

化するため生涯教育総合課程の
募集を停止し、学校教育教員養成
課程において定員 200 名、３コー
ス（初等教育コース、中等教育コ
ース、実技系初等中等教育コー
ス）からなる新しい体制のもとで
教員養成を開始する。大学院にお
いては、教育学研究科のもとに新
たに学校教育実践高度化専攻（専
門職学位課程）を設置し、鹿児島
県の教育に資する若手・中堅のス
クールリーダーの養成を開始す
る。 

Ⅲ 

学部においては、教員養成に特化するため生涯教育総合課程の募集を停止し、学校教
育教員養成課程において定員 200 名、３コース（初等教育コース、中等教育コース、実
技系初等中等教育コース）からなる新しい体制のもとで教員養成を開始し、初等教育コ
ースにおいては、１年前期から定期的にガイダンスを行い、２年次からの卒業研究領域
についての説明会等を開催するとともに、複数免許取得のための履修指導を開始した。 
大学院においては、教育学研究科のもとに新たに学校教育実践高度化専攻（教職大学

院）を設置し、入学者 12名に鹿児島県の教育に資する若手・中堅のスクールリーダーの
養成を開始した。また、熊本大学と連携の「南九州プラットフォーム」の代表校として
教職員支援機構と 12 月 22 日に連携協定を締結し、次年度以降の科目開設など養成の充
実を図ることとした。 
５月 10 日に鹿児島大学教職大学院運営協議会を開催し、平成 29 年度の取組を県教育

委員会に報告した。また、志願者数の増加を図るため、修士課程、教職大学院の進学説
明会を５月 18 日、７月 20 日、９月 21 日に開催し、合わせて 69 名が参加した。その結
果、入学定員 16 名に対し出願者は１次募集・２次募集合わせて 19 名と、平成 28 年度よ
り６名増加した。また進学説明会参加者のうち学部新卒者６名、現職教員２名が入学し
た。 
 

【61】 
 山口大学と鹿児島大学は、山口
大学大学院連合獣医学研究科の理
念と実績を継承しながら、欧米水
準の獣医学教育認証に適合した共
同学部教育に立脚した山口大学・
鹿児島大学大学院共同獣医学研究
科を平成 30 年 4 月に設置し、先導
的研究の推進と世界先端的な獣医
学研究者の養成を通じて国際水準
の獣医学教育の発展と深化に取り
組むとともに、高度獣医学専門家
たる獣医療人を輩出して地域・国
際社会の新たな獣医学的課題解決
に貢献する。（戦略性が高く意欲的
な計画） 

【B61-1】 
本学と山口大学との間で、大学

院における獣医学に関する共同
教育課程を編成し、鹿児島大学大
学院共同獣医学研究科の平成 30
年４月設置に向けた準備を行う。 

Ⅲ 

平成 24 年度に本学と山口大学とで設置した共同獣医学部における学部教育と大学院
教育を連接した段階的・体系的な教育を目指すため、従来の大学院の枠組みである山口
大学大学院連合獣医学研究科（構成大学：山口大学、鹿児島大学、鳥取大学）を解消し、
平成 30 年４月に鹿児島大学大学院共同獣医学研究科（入学定員６名）を設置することが
８月に認可された。第１回目の大学院入試を 12 月に実施し、平成 30 年４月入学者とし
て７名（国費留学生１名含む）が入学することになった。加えて、平成 30 年 10 月入学
者も受け入れる方針を決定した。 
山口大学大学院連合獣医学研究科の経費を原資として、平成 30 年度鹿児島大学大学

院共同獣医学研究科の予算額を構成３大学で合意して決定するとともに、鹿児島大学大
学院共同獣医学研究科予算配分の考え方を定め、大学院生の就学支援策（TA/RA、授業料
免除、レジデント獣医師雇用等）を決定した。特にレジデント獣医師雇用に関しては、
獣医専修コースにおける当該資格取得のための支援のひとつに位置付け、共同獣医学研
究科の大学院生をレジデント獣医師として雇用し、獣医療の職務にも従事させることで、
専門医や専門家協会会員の資格の取得と経済的な就学支援を行う制度を制定した。 
さらに、研究科における授業の英語化や社会人学生への教育の実質化を目的に、外国

人教員による英語授業や ICT 授業の充実を推進する機能強化事業を提案したほか、専修
コースの大学院生の就学支援となる奨学金制度の導入を決定した。 
 

【62】 
地域活性化に繋がる研究力や社

会貢献機能強化のため、「かごしま
COC センター(COC: Center of 
Community)」をはじめとする学内
共同教育研究施設等の機能を見直
し、平成 29年度までに「研究推進
機構（仮称）」と「社会連携機構（仮
称）」等に再編し、組織の効率化を
図る。 

【62-1】 
研究推進機構と社会貢献機構

を設置するとともに、運用を開始
し組織的課題を検討する。特に、
社会貢献機構では、人的・物的資
源を有効活用するために、「かご
しま地域センター（仮称）」及び
「地震火山防災教育研究センタ
ー（仮称）」の設置に向けた準備
を行う。 

Ⅲ 

学内共同教育研究施設を再編し、医用ミニブタ・先端医療開発研究センター、国際島
嶼教育研究センター、難治ウイルス病態制御研究センター、研究支援センターをまとめ
る研究推進機構を設置し、運用を開始した。 
また、南九州・南西諸島域における地域課題の収集・集約の一元化と事業化に向けた

各種支援（技術移転、プロジェクトの構築及び補助金等の獲得、産業支援人材の育成等）
を通じて地域イノベーション創出に向けたエコシステムの構築のため、社会貢献機構を
改組して南九州・南西諸島域共創機構を平成 30 年４月に設置することを決定した。 
同機構の運営体制を整備し、産学・地域連携マネジメント機能を強化するため、産学

官連携推進センターとかごしま COC センターを統合して新たに「産学・地域共創センタ
ー」を設置した。 
さらに、地域防災教育研究センターと理工学研究科附属南西島弧地震火山観測所を統

合し、新組織として「地震火山地域防災センター」を設置し、南西島弧地震火山観測所
については、地震火山地域防災センター附属とし、円滑な運用のための制度設計を行う
べく学内兼務教員並びに県内外の学外有識者及び関係機関等との情報共有・意見交換を
行った。 
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Ⅱ 業務運営・財務内容等の状況 
(1) 業務運営の改善及び効率化に関する目標 
  ③ 事務等の効率化・合理化に関する目標 

 

中
期
目
標  

・効果的な法人運営を行うために事務機能の高度化、合理化を進めるとともに、多様な人材を確保し、そのキャリアパスを確立する。 

 

中期計画 年度計画 
進捗 
状況 判断理由（計画の実施状況等） 

【63】 
事務職員、技術職員の組織に

ついて、再編統合や一元化等、大
学改革に柔軟かつ機敏に対応で
きる組織に再編する。また、高度
な専門性を有するなどの多様な
人材を確保し、必要な部署に適
切に配置するために、人材育成
システム「鹿児島大学モデル」を
人事マネジメントシステムとし
て再構築する。 

【63-1】 
教育研究組織の再編及び人件

費削減への対応等に柔軟に対応
するため、事務職員の組織の再編
統合及び技術職員の全学的組織
化を行う。 

Ⅲ 

４月１日付けで事務組織の再編（研究国際部国際事業課の学生部への移行、研究国際部
の名称変更、共通教育センター改組に伴う学生部共通教育課の新設、情報企画課及び学生
生活課の係再編、業務細分化された係の統合（法務・コンプライアンス係、企画評価係、
福利厚生係、経理課契約係、情報サービス係、理工大学院係、水産会計係）を実施した。 
また、４月に役員等会議での審議を経て技術職員の全学的組織化を検討するワーキンググ
ループを設置し、第１回を５月 24 日に開催、第２回を７月 12 日に開催し、現状組織の共
通理解や意見交換を行い全学的組織化に向けて検討した。 
また、全学規則に技術部の組織を明確に位置付けるため、学則第 10 条の「事務組織」の

次条に新たに「技術支援組織」の規定を３月 15 日開催の役員等会議において審議し、平成
30 年４月１日付で施行した。また、併せて技術支援組織の組織、運営等に関して検討する
ために技術支援組織検討会議要項を審議し、３月 15 日付けで制定した。 
現在、進行中の病院再開発事業等をより円滑に確実に推進するために、病院事務部管理

課に課長ポスト新設し、経理調達課と施設管理課の２課体制に再編を行い、関係規則を整
備した。また、平成 29 年度限りで廃止の霧島リハビリテーションセンターの事務組織に
ついても廃止することに伴う病院事務部の事務組織再編について病院事務部を中心に見
直しを行い、病院事務部総務課に評価・防災対策担当及び広報担当の職員を配置した。病
院事務職員における業務の専門性や特殊性、病院運営上有為な人材を育成する等の観点か
ら、法人採用試験とは別に病院事務のスペシャリストを目指す者を公募のうえ選考採用し
２名を医務課に配置した。 
組織再編に伴う業務の見直し・改善として、水産学部分館で行っていた図書システム上

での処理（蔵書点検・研究室貸出点検・廃棄図書等）を中央図書館で集約化する組織体制
を整備した。また、図書館職員の専門性向上及び人材育成等のために国立大学図書館協会、
九州地区国立大学図書館協会、鹿児島県図書館協会の主催する研修会等(スキルアップ研
修、情報セミナー、短期研修、長期研修等)へ７名が参加し、スキルアップや資質向上に取
り組んだ。 
 

【63-2】 
複線型の人事管理制度を効果

的に運用するために、キャリアカ
ウンセリングの実施や身上調書
の記載内容の改善により、個々の
職員のキャリアに関する情報の
充実を図るとともに、管理職向け
に定期的に研修会を開催する。ま
た、附属病院で新規採用事務職員
向けに平成 28 年度に導入したメ
ンター制度を、全学的導入に向け
て実施方法や内容について検討

Ⅲ 

人事管理制度を効果的に運用するため、平成 29 年度の身上調書から「再雇用・早期退
職・キャリアカウンセリング」の希望を確認し、キャリアカウンセリングを定期的に実施
したほか、再雇用希望者キャリア面談（19 名）を 11 月～12 月に実施した。 
管理職向け定期研修会として、６月開催の事務協議会後に課長・事務長代理以上の幹部

職員を対象にした特別講演会「教職協働で鹿児島大学のより一層の充実強化を」と題して、
文科省及び他大学勤務経験豊富な財務担当理事を講師として実施した。 
また、平成 29 年度国立大学法人等部課長研修参加者の報告会を９月開催の事務協議会

において実施し、国立大学法人の業務運営に関する FAQ 等や他大学の取組事例等について
の情報共有や部課長に期待される役割と取組などの紹介など、管理職としての意識の高揚
を図った。 
附属病院では、導入したメンター制度におけるメンター研修に人事課長が講師として参

加し、現状と検討を要する事項の情報収集を行い、メンター制度の全学的導入に向けた具
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する。 体的な実施方法等について検討し、薩摩藩独自の教育システムである「郷中教育」を模範
とした「鹿児島大学一般職員郷中メンタリング制度実施要項」の制定に向けて事務協議会
で提案して意見を聴取した。  
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中
期
目
標  

・安定的な運営を行っていくため、外部資金や寄附金等の自己収入を増加させる取り組みを行うなど、財務基盤の充実を図る。 

 

中期計画 年度計画 
進捗 
状況 判断理由（計画の実施状況等） 

【64】 
URA 組織がリーダーシップを

とり、「研究推進機構（仮称）」や
「社会連携機構（仮称）」等と協
力して外部資金の獲得増に向
け、新規研究プロジェクトの提
案や申請に必要な支援等を行
い、第２期中期目標期間と比較
して第３期中に外部資金獲得件
数を５％以上増加させる。 

【64-1】 
最新の外部資金情報を把握し、

学内へ新規研究プロジェクトを
提案するシステムの試験運用を
行う。また、申請支援システムの
試験運用を行うとともに、システ
ムの有効性、改善点を評価し、改
善を促進するための方策を検討
する。 Ⅲ 

文理融合や学際的な研究プロジェクトの創出を目標に、新規研究プロジェクトを提案す
るシステムの運用を試験的にスタートし、第１回鹿児島大学異分野融合プロジェクト創出
交流会（K-ips 交流会）を開催した。教員を中心に 46 名の参加があり、分野が異なる研究
者との交流に興味を持つ教員に対して交流の場を提供することができた。 
また、官公庁・民間財団の外部資金の公募情報を収集し、最新の外部資金情報の把握に

努めたうえで、URA センターのホームページやメールにて、最新の外部資金の公募情報を
タイムリーに発信し、情報提供を行った。 
さらに、平成 30 年度科学研究費助成事業の申請にあたり大型種目（基盤研究（S）、基

盤研究（A）、基盤研究（B）及び新学術領域研究）の採択率を向上させるため、URA セン
ターがこれらの申請書を合計 80 件チェックした。 
また、本学及び本学法文学部が主催した国際シンポジウム「東アジア海法フォーラム

2017」について、開催助成金申請を２件支援し、１件の採択に至った。加えて、企画調整、
報告者招聘に係る各種書類の作成などの開催支援を行った。 
科学研究費助成事業については、申請に係る個別申請書作成支援を５件実施したほか、 

科学研究費助成事業以外については、外部資金（SATREPS ほか）の獲得に向けて、申請書
作成支援を６件実施し、２件が採択された。 
 

【65】 
安定した財務基盤の確立のた

め、診療・サービスの向上に努
め、病院収入を確保し自立的な
経営を行う。また、大学が保有す
る物的・人的資源を有効活用し、
その他の自己収入の一層の拡大
に向けた取組を行う。 

【65-1】 
病院収入について、平均在院日

数の短縮、新入院患者の確保、手
術件数の増を推進し、増収を図
る。また、附属動物病院における
獣医療の高度化を推進し、動物病
院収入の拡大を図る。 

 

Ⅳ 

（病院収入の増収に向けた取組） 
国立大学病院データベースセンターから得られる各国立大学病院のベンチマークを基

礎資料とし、平均在院日数及び新入院患者数、病床稼働率、手術件数、診療報酬稼働額に
ついて経営指標目標を立てた。 
また、経営指標目標等の診療実績について、経営企画室会議、病院運営会議、診療セン

ター長等会議、病棟医長師長・外来医長師長会議で状況分析を報告し、啓発活動を行い、
目標達成のための経営努力を行った。 
なお、新病院長のもと、平成 29 年度経営目標達成等のため、「平成 29 年度経営方針及

び病院再整備計画について」の院内全体集会を開催（５月）し、全診療科を対象とした病
院長ヒアリングを行った（６～７月）。また、年度途中には「平成 29 年度経営状況及び下
半期の取組について」の全体集会を開催（10 月）し、更なる取組の推進を図った。 
また、８月から新たな取組として、毎日の診療科別・病棟別の病床稼働状況及び空床数、

毎週の手術件数及び新入院患者数を院内メールで周知する等の取組を行った。 
これらの取組により、実績では、平成 28 年度と比較すると平均在院日数が 1.0 日短縮

の 13.4 日、新入院患者数は 951 名増の 14,889 名、病床稼働率は 0.8％高い 86.5％、手術
件数は 328 件増の 6,252 件と全て平成 28 年度実績を上回った。平成 30 年２月以降の病院
再開発工事に伴う減床の影響があるものの、診療報酬稼働額は６億 1,500 万円増、年間の
病院収入も９億 6,800 万円増の 228 億 8,700 万円であった。病院収入は、目標値として定
めた 225 億 4,600 万円を３億 4,100 万円上回った。 

Ⅱ 業務運営・財務内容等の状況 
(2) 財務内容の改善に関する目標 
  ① 外部研究資金、寄附金その他の自己収入の増加に関する目標  
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 また、年度計画を上回るものとして、災害時でも水を安定して確保でき、地域住民に対
しても飲料水を提供することを目的として、地下水をろ過して飲料水や治療に利用するシ
ステム（地下水膜ろ過システム）を導入した。上水道使用量を地下水に切り替えることに
より年間 2,000 万円の経費節減につなげることが可能となった。 
 
（動物病院収入の増収に向けた取組） 
獣医学教育の国際的認証(EAEVE)取得を目指す取組の一環として、小動物診療センター

の新築及び大動物診療センターの改修を行い、５月に新病院として運用を開始した。 
新病院の開院と同時に、獣医学教育機関としては、全国に先駆けて 24 時間診療体制を

構築し、症例数確保と高度医療を実施、先進的卒後教育プログラムの実施と共同獣医学研
究科の設置などによる獣医学教育の質保証を推進するとともに、診療料金の改定及び適切
な診療報酬請求の徹底を実施する等、収入増の取組を行った結果、収入額は平成 28 年度
比較で約 5,100 万円増の２億 1,300 万円となった。 
当院の役割及び施設の特徴について、地域の開業獣医師及び地域住民等に広く周知する

ため、内覧会の開催（６月、10 月）やマス・メディアによる積極的な広報活動（テレビ５
件、新聞５件、ラジオ１件）を展開するとともに、ホームページのリニューアル及び当院
の特徴をまとめたリーフレットを発行する等、動物病院の活動内容を分かりやすく伝え
た。 
また、年度計画を上回るものとして、地域の開業獣医師と高度獣医療を提供する本学動

物病院が相互に緊密に連携することにより、それぞれの有する獣医療機能が十分に発揮さ
れ、患者様が地域で継続性のある適切な獣医療サービスを受けられることを目的として、
平成 29 年 11 月「鹿児島大学動物病院パートナー病院制度」を新たに構築し、県内外 152
の動物病院をパートナー病院として登録した結果、紹介件数の増（対平成 28 年度 162 件
（20.5％）増の 954 件）に繋がった。 
さらに、地域住民向けに子犬のしつけ教室（パピークラス）を公開講座として２回（12

月・３月）開催し、地域貢献の取組の充実を図った。 
 

【65-2】 
ネーミングライツ等その他の自
己収入の増収策に基づき、具体的
な増収の取組を開始する。 

Ⅳ 

（自己収入の増収に向けた取組） 
全ての収入項目の実態調査を行うとともに全学体制で取り組む重要となる項目につい

ては、各担当を決め、スケジュールや目標値を明確化した。 
 また、施設設備等の維持管理を充実させるため、施設等貸付料について増額改正したほ
か、その他の諸料金について、規則改正（２件）及び新規規則制定（４件）を行った。 
さらに、ネーミングライツ・パートナー募集要項を６月に策定し、記者発表や大学のホ

ームページに掲載するとともに、就職希望学生を対象とした企業説明会時に業者へパンフ
レットを配布するなどして募集を開始。４件協定締結し契約総額約 152 万円を確保した。
得られた収入は施設の維持管理費に充当した。 
構内駐車場については、維持管理・整備費を確保するため、入構ゲート料の見直しを行

った。（対平成 28 年度 860 万円増収） 
 
（大型寄附の受入れと「鹿大『進取の精神』支援基金」の充実） 
運営費交付金が削減されるなど財政が逼迫するなか、学長自ら県内企業や卒業生等を訪

問し、寄附の依頼を行うなど、精力的に財政基盤の強化を図る活動に取り組んだ結果、本
学の永続的な教育研究支援等に資するようにとの趣旨で、本学の卒業生で名誉博士でもあ
る稲盛和夫京セラ名誉会長から、京セラ株式 100 万株（寄贈時時価約 80 億円相当）の寄贈
を受けた。今後、当該寄附を「基金」化し、株式の果実等により、学生の教育支援等の更
なる充実を図ることとしている。特に、平成 30 年は明治維新 150 年の節目となることか
ら、「薩摩藩英国留学生」が幕末時代、我が国の近代化に大いに貢献したことを踏まえ、
本株式の果実を活用し、新たに『鹿児島大学 21 世紀版薩摩藩英国留学生派遣事業「UCL 稲
盛留学生」』を実施することとし、University College London などの関係機関との調整
を行った。なお、本事業は、平成 30 年６月に University College London との協定を経
て、平成 31 年度から実施することとしている。 
また、学生・留学生、研究者支援及び地域貢献活動等の支援を目的に、平成 27年度に設
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置した「鹿大『進取の精神』支援基金」について、本学の同窓会、卒業生、教職員に寄附
協力の依頼し、平成 27年 12 月に設立された「鹿児島大学「鹿大『進取の精神』支援基金」
支援会」（鹿児島県内の経済・医療・農水産業等、関係 14 団体の長により構成）と連携し
た募金活動を行った。さらに、平成 28 年度に本学が議員となった鹿児島商工会議所の議
員総会で寄附の依頼を行うなど、積極的な募金活動を実施した結果、平成 28 年度から 32
年度までの５年間で２億５千万円の目標額に対し、約２億３千万円の寄附金獲得（申込み
ベース）となった。また、同基金による事業の報告会（シンポジウム）を開催するなど、
継続した寄附獲得に向けた取組も開始した。 
 
（新たな基金等の展開に向けた取組） 
平成 28 年度の税制改正により、新たに国立大学に対する個人寄附への税額控除制度が

導入されたことを踏まえ、経済的理由により就学困難な学生に対し支援する目的で、平成
29 年１月に設置した「修学支援事業基金」について、学内の教職員への寄附協力を依頼し、
保護者あてに寄附依頼書を送付するなどの募金活動を行うとともに、寄附者の利便性を図
るため新たにインターネットによる寄附申込みが可能となるよう環境整備を行った。この
ほか、遺贈による寄附、クラウドファンディング及び古本募金の導入に向けた検討を始め
るなど、新たな財源確保に向けた取組を開始した。 
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中
期
目
標  

・学長のリーダーシップの下、適正な人件費の管理に努める。 
・教育・研究・診療等の質の向上に資するため、引き続き費用対効果の観点から経費の抑制を図る。 

 

中期計画 年度計画 
進捗 
状況 判断理由（計画の実施状況等） 

【66】 
中期目標期間中における人件

費の分析・シミュレーションを
行い、全学的な人件費管理計画
を策定し、実施する。 

【66-1】 
人事院勧告や大学改革等の人

件費に関する新たな課題につい
ても、人件費の分析・シミュレー
ションや諸手当等の見直しを行
い、平成 28 年度に策定した教員
及び事務職員の人件費管理計画
に基づき人件費抑制に向けて適
切な人件費管理を行う。また、技
術職員、船員、附属学校教員につ
いても人件費管理計画を策定し、
適切な人件費管理を行う。 

Ⅲ 

中期目標期間中における人件費の分析（定年退職者数及び採用予定者数の確認、昇給試
算等）及び人件費シミュレーションを行った。教員については、平成 28 年度に策定した全
学的な人件費管理計画に基づき、各学系の人件費ポイント削減計画（年次計画）を策定し
計画的に人事を行った。教員以外については、平成 28 年度に引き続き、人件費管理計画に
基づき、計画的に人事を行った。 
また、事務職員については、部署毎に割り当てた削減数をもとに第３期中期目標・中期

計画期間における削減計画（案）を作成した。 
技術職員、船舶職員については、当面後任を原則不補充とする等し、計画的な人事を行

った。 
技術部の組織を明確に位置付けるため、学則第 10 条の「事務組織」の次条に新たに「技

術支援組織」の規定し、平成 30 年４月１日付で施行した。また、併せて技術支援組織の組
織、運営等に関して検討するために技術支援組織検討会議要項を３月 15 日付けで制定し
た。 
 

【67】 
競り下げ方式等の新たな調達

方法の導入や契約方法の見直し
等による業務の合理化・効率化、
省エネの推進等により、経費の
抑制を図る。 

【67-1】 
競り下げ方式による調達件数

の拡大を図る。また、インターネ
ット取引（クレジット決済）やオ
ープンカウンター方式による新
たな調達方法の試行状況を検証
し、本格的な実施に向けた環境整
備を行う。 

Ⅲ 

（調達方法や契約方法の見直し） 
・調達の適用範囲を事務局・学内共同教育研究施設での試行運用から全学に拡大した。 
・競り下げ方式による調達について、ガソリン契約を予定していたが、より有利とされる
共同調達に変更した。（実績２件、平成 28 年度比同） 
・インターネット取引（クレジット決済）に係る手続きについて、取扱いを明確化し、よ
り一層推進した。（実績 311 件、平成 28 年度比 276 件増） 
・オープンカウンター方式による調達を実施した。（実績 21 件、平成 28 年度比 16 件増） 
 
（経費の抑制と省エネの推進） 
・平成 30 年度入試からネット出願システムを使用した出願の受付を開始した。（環境対策
と印刷費用削減額 約 403 万円） 
・エコ予算による整備年次計画により、中央図書館の LED 照明を設置し、中央図書館の遮
光フィルム張りを実施した。（環境対策と電気使用量 57,241kWh/年の削減が見込まれる） 
・郡元・下荒田地区において、一般廃棄物（可燃物）として処分していたシュレッダーゴ
ミを分別回収し、紙ゴミのリサイクルを開始した。（環境対策と処分費の削減額 25,411
円） 
・「国立大学法人鹿児島大学駐車場等運用に関する基本方針」（平成 28 年９月策定）の
「４．二酸化炭素排出量の削減に資する公共交通の利用推進」により、低炭素型社会への
貢献に努めるために、鹿児島市コミュニティサイクル「かごりん」を郡元キャンパスに 20
台、下荒田キャンパスに 12 台導入（10 月運用開始）し、“公共交通＋自転車”の利用を
推進した。 
・エネルギー使用量の見える化の一環による教育研究評議会での使用量報告や、夏季・冬

Ⅱ 業務運営・財務内容等の状況 
(2) 財務内容の改善に関する目標 
  ② 経費の抑制に関する目標 

52



鹿児島大学 

 

季における各部局の省エネパトロールを実施し、省エネルギーに対する啓発を促進した。 
 

【67-2】 
後発薬品への切替、医薬品及び

医療材料等の契約見直しによる
契約金額の引き下げ等、医療費率
抑制に向けた取組を更に推進す
る。 Ⅲ 

後発医薬品の導入（使用量比率）は、平成 29 年度実績で月平均 81.5％となり、平成 28
年度同様 80％以上を維持することができた。 
医薬品に関してはコンサルタント会社(株)MRP と、医療材料についてはエム・シー・ヘ

ルスケア(株)との間で、コスト削減（支出削減効果）を目的としたメーカー及び販売会社
との価格交渉を実施すべく契約支援業務を締結した。 
その結果、医薬品については、支出削減効果額の年間目標額 5,200 万円に対し年間実績

額が 6,070 万円で、医療材料については、支出削減効果額の年間目標額 3,240 万円に対し
年間実績額が 3,290 万円であった。 
医療費率も、対平成 28 年度比（月平均）で、医科で 0.11％、歯科で 3％抑制することが

できた。 
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中期計画 年度計画 
進捗 
状況 判断理由（計画の実施状況等） 

【68】 
土地及び建物等の使用状況を

定期的に点検し、活用を促進す
る。また、資金管理計画に基づ
き、有価証券・預貯金等による安
全性に配慮した資金運用を行
う。 

【68-1】 
平成 28 年度土地建物等の使用

状況等調査を基に、土地、建物等
の使用状況を点検し、有効活用を
図る。また、資金管理計画（資金
繰り計画）に基づく余裕金につい
て、安全性・流動性を確保した上
で、競争入札を行うなど効率的な
運用を実施する。 

Ⅳ 

（土地及び建物を有効活用するための取組） 
毎年度２月頃に行う土地建物等の使用状況調査を基に点検を行い、今回、霧島リハビリ

テーションセンター（平成 30 年３月閉院）について、学内での利活用計画が特に無かった
ため、維持管理等を含めて検討した結果、平成 30 年度売却することを決定した。また、災
害復旧工事に伴う高隈演習林の土地一部譲渡及び道路整備事業に伴う佐多演習林の土地
一部譲渡についても決定し、重要財産の譲渡に伴う中期目標・中期計画の変更を申請し認
可された。 
また、本学が保有している土地の有効活用を検討するためのワーキンググループを設置

することとした。 
さらに、平川ヨット艇庫については、鹿児島国体に向けたヨット競技会場整備計画に伴

う県からの要請を受け、撤去した。 
建築学科棟改修整備に伴い、天井内の構造・設備の可視化を行い、建物を教材として活

用した。 
教育研究施設の機能強化やサスティナブル・キャンパスへの転換を行うため、施設等の

有効利用に関する規則により、平成 29 年度は部局等から 317 ㎡の拠出を受け、計 2,860 ㎡
のスペースを全学で保有可能となった。 
全学で保有可能となったスペースについては、プロジェクトスペース（年間利用料５千

円／㎡）などの共同利用スペースとして再配分を行った。 
スペース管理システムによる利用状況調査を 11 月末に完了するとともに、３年間で全

施設の現地実態調査を行って規模の適正化を促進している。平成 28 年度に共通教育セン
ター、教育学部、水産学部から利用改善計画の提出を受け、平成 29 年度は２部局に対して
改善計画の見直しを勧告した。Ⅰ期２年目である平成 29 年度の調査は、農学部、共同獣医
学部、理学部の現地実態調査（12/1、12/15、12/18）を実施した結果、概ね研究室等の管
理状況は良く（1,285 室／1,378 室中）、利用頻度も高いことから有効に活用されているこ
とを確認した。 
各種学会、集会使用等による一時貸付、また、売店、自動販売機設置等による年間貸付

において、土地･建物等の有効活用を図った。 
また、平成 28 年度に引き続き、外国人研究者宿泊施設の利用促進のため、環境整備（電

化製品更新等）を行った。なお、３月末までの稼働率は、対平成 28年度比 2.6％増の 67.6％
となった。 
 

（資金管理計画に基づいた余裕金の資金運用） 
資金管理計画（資金繰り計画）に基づく短期運用可能な余裕金については、安全性を確

保した上で大口定期預金及び譲渡性預金の競争入札を行った。 
長期運用については、年末に公募された一般担保付き債券（電力債）を資金ラダーに配

慮し、計画的に購入した。 
平成 29 年度余裕金の運用による増収については、対平成 28 年度比 33 万円増の 1,054

万円となった。 

中
期
目
標  

・保有資産を有効活用するため、引き続き現有資産を点検・評価し、効率的・効果的な運用を図る。 

Ⅱ 業務運営・財務内容等の状況 
(2) 財務内容の改善に関する目標 
  ③ 資産の運用管理の改善に関する目標 
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また、資金運用については、資金運用方針を定め、平成 30 年４月１日から安全性・効率
性に配慮した運用を行うこととした。 
 

【69】 
教育関係共同利用拠点に認定

されている２拠点について、附
属練習船においては平成27年度
に設置した教育部（教育士官）を
活用し、また、高隈演習林につい
ては事業実施のための教職員を
配置するなど体制を整備・強化
し、質の高い教育を提供すると
ともに、教育関係共同利用ネッ
トワークの構築・調整等を通じ
て利用の効率化を進める。［再
掲］ 

【69-1】 
環境省の日本沖合漂流ゴミ調

査事業への参画を通じて、附属練
習船の教育部（教育士官）の機能
及び体制の強化を図り、質の高い
多領域の教育を提供する。さら
に、拠点練習船間の人的交流・情
報交換ネットワーク構築の準備
を開始する。［再掲 B13-1］ 

Ⅲ 

８月～11 月に実施した乗船実習（３航海）で、新規実習メニューとして沖合域漂流・海
底ごみ調査の標準手法（水産系練習船５隻で共通）を用いた海洋ごみ調査を通じて、質の
高い多領域の教育を提供した。 
また、本調査事業全体会議(11 月 30 日)に教育部士官が参加し、他大学の拠点練習船関

係者と海洋ごみ調査及び共同利用の実施状況等について情報交換を行い、拠点練習船間の
人的交流・情報交換ネットワーク構築の準備を進めた。 

【69-2】 
引き続き、特任教職員を中心に

共同利用の計画管理全般を組織
的に進め、県内の大学等を中心に
広報宣伝を図る。また、雨天対策
等を踏まえた木材加工体験等の
新たなプログラムを開発すると
ともに、平成 28 年度に整備した
学外利用者の安全確保のための
リスクマネジメント体制の課題
について検討し、改善を図る。さ
らに、継続的な利用が見込まれる
大学等については、ネットワーク
の構築・調整を通じて利用の効率
化に取り組む。［再掲 B13-2］ 
 

Ⅲ 

特任教職員を中心に、広報活動や宿舎利用及び技術的支援体制を整備し、他機関による
利用率を 25％以上に増加させることを目標に取り組んだ結果、目標を上回る 30.3％の利
用率を達成した（平成 25年度：10％程度、平成 26 年度：23.1％、平成 27 年度：24.5％、
平成 28 年度 26.8％）。 
なお、演習林の学外利用者数は、事業開始の平成 26 年度から平成 29 年度までの４年間

に比べ 2,400 名を超える利用者を受け入れ、年度利用者数は毎年度計画を上回る結果を実
現し、学内利用も順調に推移した。 
また、雨天対策等を踏まえ、広葉樹を用いる木材加工体験の新たなプログラムを開発・

実施するとともに、県内の大学等を中心に文系学部及び理系学部からの継続利用を促進す
るための事前説明会や、長期実習（連続７日間）を円滑に実施するためのプログラム調整
を行うなど、ネットワークを通じて利用内容の効率化・拡充に取り組んだ。 
さらに、宿舎利用の案内、救急セットの常備、安全に野外活動を行うための説明を充実

させ、安全利用を推進し、台風災害箇所の告知等、リスクマネジメントに係る体制を強化
した。 
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中
期
目
標  

・大学運営評価の効率化と実質化を図るため、評価制度の見直しを行い、評価を充実する。 

 

中期計画 年度計画 
進捗 
状況 判断理由（計画の実施状況等） 

【70】 
教育研究の質の向上や組織運

営の改善・強化につなげるため、
平成29年度までに現行の自己点
検・評価制度の見直し・再構築を
行う。また、全学的な教育研究活
動等の状況を効率的・効果的に
把握・集積する仕組みを整備す
るとともに、評価結果に応じた
フォローアップに継続的に取り
組む。 

【70-1】 
平成 28 年度に整理した課題に

基づき自己点検・評価制度全体の
見直しを行い、再構築するととも
に、規則等を整備する。 

Ⅲ 

平成 28 年度に整理した自己評価制度の見直し案に基づき、「鹿児島大学における自己
評価の実施要項」及び「鹿児島大学における部局等の自己評価の実施要項」の一部改正を
行った。平成 29 年度から新たに大学の「自己評価書」を作成することとし、企画評価室に
おいて計画ごとに進捗状況及び自己評価の妥当性等について検証するとともに、計画を十
分に実施できていない担当部署へは指導等行った。（「平成 28 年度自己評価書」として大
学ホームページにて公表済み） 
 平成 28 年度の評価結果については、特に「課題」として指摘された事例について他大学
の状況を分析し、関係部署への周知を図った。（12月 21 日教育研究評議会） 
 平成 29 年度計画の進捗状況（中間報告）については、11 月に依頼を行い、企画評価室
において計画ごとに進捗確認を行うとともに、計画を十分に実施できていない担当部署へ
は指導等行い、計画の達成を促した。 
また、医学部では、第三者評価機関である一般社団法人日本医学教育評価機構（JACME）

が実施する、平成 29 年度の医学教育分野別評価を受審し、評価基準に適合していること
が認定された（認定期間：平成 30 年４月１日～平成 37 年３月 31 日）。このことは、世界
医学教育連盟（WFME）が定める医学教育分野別評価基準の全てを満たしたことにより、医
学部の医学教育の質が国際的見地から保証されたことを意味しており、今後も更なる医学
教育の充実・向上に努めることとした。 
 

 

  

Ⅱ 業務運営・財務内容等の状況 
(3) 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標 
  ① 評価の充実に関する目標 
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中
期
目
標  

・社会に開かれた大学としての使命を果たすため、大学の諸活動を積極的に広報する。 

 

中期計画 年度計画 
進捗 
状況 判断理由（計画の実施状況等） 

【71】 
教育・研究・社会貢献等の成果

を国内外に発信するために、戦
略的な対象者別の広報活動の展
開や、ホームページのスマート
フォン対応、多言語対応等、多面
的な広報活動を推進する。 

【71-1】 
PDCA サイクルにより、広報活

動を改善しながら、戦略的な対象
者別の広報活動を展開する。ま
た、ホームページのスマートフォ
ン対応、多言語対応など多面的な
広報活動を実施する。 

Ⅲ 

戦略的な対象者別の広報活動の取組として、新入生アンケート(４月)、オープンキャン
パス（８月）でのアンケートの実施結果や、新聞社（朝日新聞、読売新聞）が実施した読
者アンケートの結果、さらに・アドミッションセンターとの連携を強化し、入試説明会等
での高校進路指導担当教員からの意見を参考に広報活動の効果を検証・分析を行い、対象
者別向けの広報活動を展開した。 
受験生へ向けには、８月に開催するオープンキャンパスについて、九州・山口版の朝日

新聞と読売新聞に全面広告を掲載するとともに、新聞に掲載した紙面を九州・山口・沖縄
の主要な高校や予備校などに配布し、朝日新聞特設ウェブサイト及び YOMIURI ONLINE で
記事広告の内容を紹介した。あわせて、大学ホームページにオープンキャンパス特設サイ
トを作成し、企画内容を分かりやすく伝えた。 
また、本学に一層の興味・関心を持ってもらうため、夏のオープンキャンパス（参加者

数延べ 4,314 名）に加え、新たに 11 月にも秋のオープンキャンパスを実施（参加者数延べ
467 名（大学紹介体験講義(文系)134 名、(理系)136 名、学部別キャンパス探検 150 名、大
学進学相談会 47 名））し、本学の魅力を情報発信した。 
さらに、１月に大学入試センター試験の問題下に新聞広告（朝日、読売、毎日新聞）を

掲載し、本学の魅力を掲載した。 
一般の方向けには、大学内で発行する部局概要などの広報冊子では、全学の広報誌の統

一化を図るための調査を行い、分かりやすい表示や体裁などの基準を設けることで統一感
を向上させるためのガイドラインを作成した。 
 大学ブランドイメージの向上に向けては、南日本放送（MBC）のテレビ番組で、本学のコ
ーナー「さっつんキャンパスレポート」（月１回放送８分程度）を設けて、学生の取組や、
一般の方が参加できるイベントや講座などを紹介している。このコーナーで紹介した学生
は、その後テレビのニュースや新聞に紹介されるなど学生の活躍が広く伝えられた。 
鹿児島大学の教育、グローバル化対応、サークル活動、地域での取組などを紹介したコ

マーシャルを制作し、テレビで放送するとともに鹿児島大学動画サイト（YouTube）で公開
した。あわせて、新しく大学紹介映像「潜入！！KADAI SCOPE」を制作し、動画サイトで
公開した。 
また、広報ボランティア学生が中心となり、デザインの制作やアイディアを取り入れた

鹿大グッズ（本学のマスコットキャラクター「さっつん」を使ったクリアファイル、タオ
ル、マグカップ）を制作し、本学に対する親しみと大学のイメージアップを図った。 
ホームページのスマートフォン対応、多言語化の取組として、大学ホームページに関し

ては、情報セキュリティ強化のため、ホームページの集約化に取り組むと共に災害時に向
けた公開テストを行った。また、部局等各ホームページのスマホ対応を進めた。併せて、
英語版ホームページの改訂に向けた作業部会の設置に向けた検討を開始した。 

 

  

Ⅱ 業務運営・財務内容等の状況 
(3) 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標 

② 情報公開や情報発信等の推進に関する目標 
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中
期
目
標  

・教育研究環境の質の向上を図る計画的な施設整備と適切な維持管理の推進、既存施設の有効活用を図る。 

 

中期計画 年度計画 
進捗 
状況 判断理由（計画の実施状況等） 

【72】 
30 年後の長期的な視点に立ち

機動的に対応するため、教育研
究活動の基盤となる施設整備計
画を定めた「キャンパスマスタ
ープラン 2015」に基づき、機能
的で質の高いキャンパス空間を
創出するとともに、国の財政措
置の状況を踏まえ、教育研究施
設７棟の耐震化及び築30年以上
の未改修建物の改善等を推進す
る。 

【72-1】 
キャンパスマスタープラン実

行のため、桜ケ丘団地のデザイン
ガイドライン及び地区計画を完
成させ、下荒田団地に着手する。
また、施設費交付金、学長裁量経
費等による教育環境改善を推進
する。 

Ⅲ 

「キャンパスマスタープラン 2015」で描いた 30 年後のキャンパス将来像の実現に向け、
桜ヶ丘団地（医・歯系）のデザインガイドライン及び地区計画は平成 29 年 3 月に策定した
（達成率 100％）。また、下荒田団地（水産系）のデザインガイドライン及び地区計画に
おいては、キャンパス計画担当学長補佐をワーキンググループ長とするキャンパスマスタ
ープラン検討ワーキンググループに下荒田地区教員１名、理工学研究科教員２名、学生部
長、施設部課長に加え、建築学専攻大学院生 5名及び市景観アドバイザーも参画し、既存
キャンパスの点検・課題抽出や、30 年後の土地利用計画における意見を反映させ下荒田地
区ワーキンググループ案を取りまとめた（ワーキンググループ開催５回）。下荒田キャン
パスの具体的な建物配置・建替計画及び調和のとれた魅力的な空間を創出するための樹
木・照明の配置や建物の高さなどの具体的な基準を定めた「下荒田キャンパス地区計画・
デザインガイドライン」（案）を作成し、本計画では、民間の資金やノウハウを積極的に
活用し地域振興を図る土地の有効活用スペース（地域創成エリア）を明記した。キャンパ
ス計画室(２月 23 日)において審議・了承された（達成率 100％）。 
教育研究に必要な施設機能を適切に維持管理する短期修繕計画をキャンパス計画室で

立案した。実施予定の 18 事業については、全ての事業計画を達成した（工事進捗率 100％）。 
 

【72-2】 
郡元地区において、建築学科１

号館 990 ㎡、環境化学プロセス工
学科棟及び海洋土木工学科棟の
耐震化及び改修整備を着実に推
進する。 

Ⅲ 

建築学科１号館の改修整備は 11 月に、環境化学プロセス工学科棟の耐震改修工事は 12
月に完成した（ともに工事進捗率 100％）。 

また、海洋土木工学科棟の耐震改修工事を 10 月に契約した。平成 30 年５月の完成に向
けて着実に推進している（工事進捗率 69％：３月現在）。 
 

【73】 
インフラ長寿命化のために、

平成28年度中に全体の行動計画
を、平成 32 年度までに個別施設
計画を策定し、保全業務等の一
括契約によるコスト縮減、新た
な整備手法等により施設等の適
切な維持管理を推進する。また、
新たな需要に対応するため、既
存施設の有効活用を推進する。 

【73-1】 
平成 28 年度中に策定したイン

フラ長寿命化行動計画に基づき
個別施設計画の策定に着手する。
また、保全業務一元化（郡元他及
び桜ヶ丘・牧園の２件）を適切に
履行する。さらに、施設の有効活
用のためスペース管理システム
による全学の利用状況調査と現
地実態調査を行う。 

Ⅳ 

鹿児島大学インフラ長寿命化計画（行動計画）を踏まえて、施設の劣化状況やメンテナ
ンスサイクル等の個別施設計画に必要な事項を記載したインフラ長寿命化（個別施設計
画）骨子（案）を 10 月に作成した。また、現地調査を基にした建物劣化診断書（建物カル
テ）により、平成 29 年度予定していた教育研究施設分（85 棟）を超える個別施設（100 棟）
の施設長寿命化対策費用を算出した。 
また、「施設等の有効利用に関する規則」(平成 28 年１月策定)により、平成 29 年度は

部局等から 317 ㎡の拠出を受け、計 2,860 ㎡のスペースを全学で保有可能となった。プロ
ジェクトスペース（年間利用料５千円／㎡）などの共同利用スペースとして再配分を行っ
た。 
さらに、施設の有効活用のため、部局長立会のもと財務担当理事を室長とするキャンパ

ス計画室にて、３年間で全施設の現地実態調査を行い、規模の適正化を促進している。平
成 28 年度に共通教育センター、教育学部、水産学部から利用改善計画の提出を受け、平成
29 年度は２部局に対して改善計画の見直しを勧告した。Ⅰ期２年目である平成 29 年度の
調査は、農学部・共同獣医学部・理学部の現地実態調査を 12 月に実施した。その結果、概

Ⅱ 業務運営・財務内容等の状況 
(4) その他業務運営に関する重要目標 

① 施設設備の整備・活用等に関する目標 
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ね研究室等の管理状況は良く、利用頻度も高いことから有効に活用されていることを確認
した。 
 

【74】 
附属病院再整備の計画的な推

進及び、農学部 PFI 事業の（郡
元）環境バイオ研究棟改修整備
等事業を確実に推進する。 

【74-1】 
 病院再開発計画の第Ⅲ期とな
る病棟（Ｂ棟）整備を着実に推進
し完成させる。また、農学部改修
PFI 事業（継続）において、維持
管理業務を適切に履行する。 

Ⅲ 

病棟・診療棟（Ｂ棟）新営その他工事は、平成 30 年１月に完成した（工事進捗率 100％）。 
また、農学部改修 PFI 事業は、適切に履行中である（実施率 100％）。 
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中
期
目
標  

・事故等を未然に防止するための安全管理体制の強化を図る。 

 

中期計画 年度計画 
進捗 
状況 判断理由（計画の実施状況等） 

【75】 
事故等を未然に防止する意識

を更に向上させるため、教育研
修会等を実施し、リスク管理の
意識向上に繋げ、管理体制を強
化する。また、薬品管理システム
で運用（管理）されていない高圧
ガス等の安全衛生において管理
すべきものについて、平成 32 年
度までに薬品管理システムで管
理し、事故防止対策の向上に取
り組む。 

【75-1】 
事故等を未然に防ぐための研

修会の具体的実施方法について、
在り方を踏まえて検討を開始す
る。また、薬品等を適切に取り扱
うゾーン（使用場所、管理区域）
について実態を調査する。さら
に、薬品管理システム再構築（シ
ステムの改修）の検討を開始す
る。 

Ⅲ 

事故等を未然に防ぐために、化学物質に関するリスクマネジメント専門委員会におい
て、ワーキンググループを設置し検討を行った。ワーキンググループにおいては①薬品管
理システムの再構築を見据えた化学物質管理規則及び要項の制定，②化学物質リスクアセ
スメントの実施について、具体的な検討を行った。また、教育研修会の一環として、薬品
等を適切に取り扱うゾーンのリスク管理の意識向上のため、平成 29 年 11 月～12 月にキャ
ンパス毎に実施説明会を開催し、研究室毎の化学物質リスクアセスメントを実施した。薬
品管理システム（CRIS)再構築については，利用に関するアンケートを６月に実施し、利用
者が抱える問題点を把握した上で、規則及び要項を作成し、平成 30 年４月１日に制定す
ることとなった。 
また、化学薬品、毒・劇物、麻薬・向精神薬を総合的に管理する方策についても、検討

を開始した。 

【76】 
学内の災害の防止と軽減を図

るため、地域防災教育研究セン
ターと協力して、防災教育、災害
応急対応、災害復旧等の課題の
抽出及び検討を行い、防災に係
る教育計画を策定し防災教育を
実施するなど、全学的な防災体
制を充実する。 

【76-1】 
災害応急対応及び復旧等の課

題に対する対応策の検討を行う
とともに、職員を対象とした防災
教育を実施する。 

Ⅲ 

災害等の発生時において、教職員等が一体となり、迅速かつ的確な災害応急対応及び復
旧活動ができるよう、事務局及び部局における防災・業務継続計画（BCP）第一版を 12 月
に策定した。 
あわせて 11 月から「安否情報システム」（ANPIC）を導入し、学生及び教職員の安否確

認体制が整備され、12 月の防災訓練時に第１回目の通報訓練を実施した結果、学生、教職
員の計 14,482 名のうち 7,532 名が ANPIC に登録（登録率 52.0%)があり、通報訓練では、
7,595 名から回答（回答率 52.4%）があった。 
また、更なる登録率上昇を目指すために、２回目の通報訓練を２月に実施し、通報訓練

実施の前に各部局長等へ所属の学生、教職員に ANPIC 登録の周知を依頼した結果、学生、
教職員の計 14,419 名のうち 9,280 名が ANPIC に登録（登録率 64.4%、前回比 12.4%増）が
あり、通報訓練では、8,104 名から回答（回答率 56.2%、前回比 3.8%増）で、登録率、回
答率を上げることができた。 
 

  

Ⅱ 業務運営・財務内容等の状況 
(4) その他業務運営に関する重要目標 

② 安全管理に関する目標 
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中
期
目
標  

・学内規則を含めた法令遵守の徹底により、大学活動を適正かつ持続的に展開する。 
・全学的な情報セキュリティ機能を強化する。 

 

中期計画 年度計画 
進捗 
状況 判断理由（計画の実施状況等） 

【77】 
学内規則を含めた法令遵守の

徹底と危機管理体制の充実強化
を図るため、第２期中期目標期
間での取組を継続しつつ、個人
情報保護関係法令、情報公開関
係法令、危機管理に関する啓発
活動や研修会の内容の充実・実
施回数の増、研修会を録画した
映像研修の実施等、全学的にそ
の取組を強化する。 

【77-1】 
法令遵守及び危機管理に関す

る啓発活動や研修会の実施効果
を検証し、実施内容を充実すると
ともに複数回実施する。また、研
修会の未研修者を対象とした録
画映像による研修を実施する。 

Ⅲ 

平成 29 年度は研修会の実施時間等の見直しを行い、４つの研修内容（情報セキュリテ
ィ、個人情報保護、コンプライアンス、法人文書管理）を２回（11 月、12 月）に分けて実
施した。このうち情報セキュリティ及び個人情報保護については、郡元地区と桜ヶ丘地区
において同日開催し、合計で約 270 名の参加があり、コンプライアンス及び法人文書管理
については、郡元地区において開催し、約 80 名の参加があった。さらに、個人情報保護管
理等を継続して啓発するため、研修の未受講者及び再受講者への対応として、研修の録画
映像を大学ホームページに掲載し、自由な時間に視聴できる映像研修を実施した。 
また、出張に関し、公的研究費の不正使用などの規則違反の未然防止及びスムーズな出

張手続きを図るため、出張に関する基本的な考え方や出張時の必要書類等をまとめた「出
張手続マニュアル」を、業務改善の一環として若手職員を中心に作成し、全教職員へ配付
し周知した。 
さらに、学内のコンプライアンス事象に、より迅速かつ適切に対応し、学内規則を含め

た法令遵守の徹底と危機管理体制の充実強化を図るため、総務企画・コンプライアンス推
進室が企画立案するコンプライアンスに関する事項を実施する組織として、平成 30 年４
月１日に「法務・コンプライアンスセンター」を設置することを決定した。 
 

【78】 
研究活動上の不正行為や公的

研究費の不正使用を防止するた
め、鹿児島大学における研究活
動に係る行動規範、オーサーシ
ップ・ポリシー、公的研究費の不
正使用防止対策に関する基本方
針について、教本やパンフレッ
ト等を作成し、講習会を実施す
る機会を増やすなどにより教職
員や関係する学生に周知徹底す
る。また、外部資金の申請等には
講習会への参加を義務付ける。
更に法令遵守に関わる相談受
付、助言等のための環境を整備
する。 

【78-1】 
研究推進室が作成した「研究活

動上の不正行為防止・公的研究費
の不正使用防止ハンドブック」を
活用し、引き続き、研究活動に関
する講習会等を行うとともに、講
習会参加者の評価をもとに、不正
防止活動の改善を検討し、実施す
る。 

Ⅲ 

「研究活動上の不正行為防止・公的研究費の不正使用防止ハンドブック」の PDF データ
を研究協力課ホームページに掲載し、各学部・研究科における教職員向け講習会や新入生
ガイダンスでの利用に供した。 
また、新任教員研修会や科研費説明会において、研究活動における不正行為や公的研究

費の不正使用の防止に関する講演の時間を確保し、同ハンドブックの紹介を含めた本学の
研究不正防止の取組について説明を行った。 
さらに、講習会参加者からの要望に応え、他大学で起きた研究不正の事例紹介を科研費

説明会において行った。 
 

【78-2】 
各部局における研究倫理教育

の改善を実施し、研究倫理教育講
習会参加者らの評価に基づき、さ
らなる改善の検討を行う。また、
法令遵守に関わる各部局での相
談、助言の制度を試行する。 

Ⅲ 

研究倫理教育については、(1)必修科目として授業を開講、(2)全ての学年で研究倫理に
関する講義を実施し、実施状況を報告。部局により学生への講義として開講、(3)配布した
パンフレットの内容に沿って各学科で研究倫理教育を実施、(4)新入生全員と４年生全員
を対象に実施した研究倫理教育の実施結果をもとに改善点を検討し、平成 29 年度には改
善された研究倫理教育を実施、(5)教授会において研究倫理講習会を実施するなどの取組
を行った。 
相談・助言制度については、ハラスメント相談窓口の役割を広げ各種の相談窓口とした。

工学部では、研究担当副学部長を調整役とする工学部教育研究アドバイザー制度を本格的
に稼働させ、環境保全施設では、実験廃液・排水に係る法令遵守に関する講習会を実施し、
また廃液処理・排水管理に関する 57 件の問い合わせ等に対応し、助言等を行った。 
 

Ⅱ 業務運営・財務内容等の状況 
(4) その他業務運営に関する重要目標 

③ 法令遵守に関する目標 
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【79】 
時代に即した情報セキュリテ

ィ機能を強化するために、サー
バの脆弱性診断の実施、情報セ
キュリティ教育、IT 監査及び情
報セキュリティインシデント対
応業務等を充実する。 

【79-1】 
情報セキュリティ機能を強化

するために、サーバの脆弱性診
断、情報セキュリティに係る自己
点検、情報セキュリティ講習会、
情報セキュリティインシデント
対応訓練等の情報セキュリティ
対策を実施する。 

Ⅲ 

（１） 情報セキュリティインシデント対応体制及び手順書等の整備 
① 情報セキュリティインシデント対応体制の明確化と手順書の作成・共有、更新 

    平成 28 年度に策定した「鹿児島大学における情報セキュリティインシデントに
係る情報連絡手順書」について、訓練実施結果等を踏まえ、通報先の明確化等の修
正を行った。なお、「鹿児島大学における情報セキュリティインシデント事案に係
る情報連絡体制」について、連絡体制の整理を行った。また、情報連絡手順書及び
情報連絡体制の一部改正について、各部局内の情報セキュリティインシデント対応
体制を確認するよう周知を行った。 

 ② 緊急時に停止可能な機器等の事前把握とその手順書の作成・共有 
    各部局等が管理しているグローバルネットワークホストの脆弱性診断を、全部局

等で実施した。なお、学術情報基盤センターでは、設備機器障害等に関する対応等
の手順を確立し、同センター内で共有している。 

    また、重要情報を取り扱っている事務系情報システムの緊急時の停止手順等に関
する調査を実施し、現状を把握するとともに、緊急時の対応に関する手順等の再確
認及び意識啓発を図った。 

 
（２） 情報セキュリティポリシーや関連規程の組織への浸透 
 ① 情報の格付け等の明確化とポリシー参照場所の周知、重要情報毎の取扱規則等 
   本学の情報セキュリティポリシーについて、教職員が必要な時に参照できるよう

鹿児島大学ホームページの教職員専用ページに「情報セキュリティ」の項目を設け
ている。また、重要な情報や多くの個人情報を扱う学務、財務部門等における取扱
いや手順等について随時更新を行った。 

 
（３）情報セキュリティ教育・訓練及び啓発活動の実施 
 ① 情報セキュリティ教育訓練の実施と未受講者にも受講を促す仕組み 
    情報セキュリティに関する意識啓発を図るため、幹部職員、事務職員、教職員等

の対象者別の情報セキュリティ講習会等（受講者数 389 名）を実施した。なお、事
務職員を対象とした、情報セキュリティ啓発動画視聴の研修実施にあたっては、事
務系職員人事評価の判断材料にもなる旨の周知をして実施した。 
また、教職員向けの情報セキュリティ講習会について、未受講者等への対応とし

て、講習会の録画映像を大学ホームページ(学内専用)に掲載し、自由な時間に受講
できる映像研修を実施した。 

 ② インシデントが発生した場合の対応訓練 
    情報セキュリティに対する意識向上及び情報セキュリティインシデントが発生

した際の通報連絡体制の点検、関係部署との連携体制を確認するため、全教職員を
対象とした「迷惑メール対応及び通報訓練」を、通報・初期対応訓練、通報連絡体
制による通報連絡・情報共有訓練、事後教育までを含めた訓練として実施した。 
また、事務系システムの管理を担当している職員を文部科学省主催の「情報セキ

ュリティ技術向上研修」等に参加させ、技術力の向上を図るととともに、事務系シ
ステムを管理している他の担当者と研修成果の共有を行った。 

 ③ 全教職員、学生への周知徹底 
    情報セキュリティに関する脅威や対策等についての一層の周知を図るため、事務

職員（非常勤職員を含む）を対象とした、独立行政法人情報処理機構（IPA）が公開
している情報セキュリティ啓発動画の視聴及び視聴報告の全学研修（視聴者数 646
名）を実施した。 
また、学生に対して、学生が守るべき情報セキュリティを記載した「情報倫理ガ

イドブック」を入学式において配布するとともに、共通教育の必修科目「情報活用」
において、情報セキュリティに関する知識を修得させるための講義を実施した。 
さらに、事務職員が守るべき、情報セキュリティや機器の管理について記載した

事務職員向けの「事務職員のための PC 等の利用ガイドブック」の内容の見直し更
新等を行い、学内専用ホームページへの掲載及び周知を行った。 
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（４）情報セキュリティ対策に係る自己点検・監査の実施
① 自己点検の実施及び継続的フォローアップ

情報セキュリティポリシーの遵守状況の確認及び情報セキュリティに対する意
識向上を図るため、全教職員を対象とした「情報セキュリティ対策に係る自己点検」
を実施した。また、事務職員を対象とした、「情報システムに係る管理状況等の自
己点検」を実施した。

② 情報セキュリティ監査の実施
情報セキュリティ監査について、「平成 29 年度業務監査（情報セキュリティに関

する監査）」として、(i) 上記（１）②の脆弱性診断と脆弱性を解消するための措
置を実施し、(ii)学内導入の事務システムを対象とした、本学の情報セキュリティ
ポリシー等の遵守状況に関する監査を、山口大学の職員を外部監査員として加え、
実地監査を実施した。また、12 月 19 日には、山口大学の平成 29 年度業務監査（情
報セキュリティ監査）に、本学職員２名を監査員として派遣し、実地監査を実施す
るとともに、監査に関するスキルの向上を図った。
また、平成 29 年度業務監査（個人情報及び法人文書の管理状況）の実地監査にお

いて、個人情報を取り扱う情報機器の安全確保の措置状況の監査を実施した。

（５）情報機器の管理状況の把握及び必要な措置の実施
① グローバル IP アドレスの把握・管理、アクセス制御、付与制限、不要 IP の洗い出

し
上記（１）②の脆弱性診断において、不要と判断したグローバルホストについて、

廃止等の手続きを行った。また、外部環境（学外サービス等）の利用状況に関する
調査を実施した。 

② アカウント管理と暗号化
事務システムを対象とした、情報セキュリティポリシー等の遵守状況に関する監

査において、アカウント管理状況に関する確認を行った。また、個人情報を含むデ
ータファイルについて、パスワード等の暗号化を行うことの周知徹底を図った。

③ 情報セキュリティ対策強化のための機器導入
事務職員が利用している事務用メールサーバにおいて、コンピュータウイルスに

感染する可能性のある添付ファイルを削除等するなどの対策を実施し、情報セキュ
リティ対策の強化を図った。

④ 適切なソフトウェアバージョンの管理の実施
オペレーティングシステムやアプリケーションソフトウェア等の更新に関する

点検項目を実施し、更新漏れの防止を図った。また、事務系職員が使用するパソコ
ンについて、情報部門で購入の取りまとめを行い、最新の OS での購入を実施した。 

（６）法人の特性に応じた必要な対策等
① 重要情報を取り扱っている部署を対象に、適切な情報セキュリティ対策を実施する

ためのパソコンの自己診断に関する説明会を実施した。また、パソコンの自己診断
後の情報セキュリティ対策等の実施状況の点検を実施した。

② 学内の情報システム利用に必要な鹿児島大学 ID について、これまで同 ID を取得し
ていない職員に対し、ID 設定コードの配布を行い、職員のセキュリティ及び利便性
の向上を図った。
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しき 

学長のリーダーシップを発揮するため、ガバナンス体制の構築を図り、鹿児

島大学長期改革プランの策定を行うとともに、男女共同参画事業の強化や新た

な留学生派遣事業の創設など、多様な人材育成の支援や教育研究の活性化に繋

げた。 

ガバナンス強化に関する取組【B50-1】 

① 学長のリーダーシップを発揮するための体制構築等

学校教育法及び国立大学法人法の改正を踏まえ、学長選考会議による学

長に対する業績評価を実施するとともに、学長のガバナンス強化を図るた

め、次期学長の任期を３年から４年とし、あわせて、学長選考会議による

業績評価（審査）のみで再任の可否を決定する仕組みを新たに設けた。な

お、学部長等の選考にあたっては、学部長等の任命等に関する規則に基づ

き、複数人の候補者から所信表明を提出させ、学長ビジョンの観点を踏ま

え、学長が選考し、平成 29年度は法文学部長をはじめ６名の学部長等を

任命した。 

また、多様化する大学の社会貢献活動やグローバル化へ対応するため、

新たに「社会貢献担当副学長」及び「国際企画担当副学長」を設置し、教

育研究評議会評議員に指名するなど学長を補佐する体制の強化を図った。 

さらに、これまで学長と各担当理事と個々に行っていた「理事懇談会」

を廃止し、学長、全理事及び事務局部長による「学長・理事連絡会議」を

新たに設け、情報の共有と横断的な案件に係る意見調整の迅速化を図ると

ともに、学長の判断で理事を招集し、懸案事項を検討する「執行部懇談会」

も新設することで学長の指示が迅速に各理事へ伝わることとなり、学長の

リーダーシップが、より発揮しやすい体制の構築を図った。 

② 学術研究院制度を活用した人的資源の有効活用

学術研究院制度の趣旨を踏まえ、新たに教員の副担当制を導入した。こ

れにより、診療に従事する教員を除く全教員が原則として主担当の業務に

加え、「共通教育科目」、「地域人材育成プラットフォーム科目」又は「他

学部等科目（論文指導含む。）」のいずれかを副担当科目とすることとし、

限られた人的資源の有効活用を図った。 

戦略的・機能的な学内予算配分【B52-1】 

ミッションの再定義や機能強化に向けた取組及び教育研究環境の充実等に

向けた戦略的・機動的な事業に配分するため、学長裁量経費（５億5,800 万

円）を措置し、教育、研究、社会貢献等の事項により整理し、機能強化に資

する以下の取組に重点的に配分した。 

① グローバル化推進を目的とした学生を海外に派遣するための「学生海外

研修事業」や「派遣留学支援事業」

② 競争的資金獲得や研究推進のための「若手・女性研究者研究支援事業」

や科学研究費助成事業の大型種目に再度応募することを条件とした「科学

研究費大型種目チャレンジ事業」

③ 地域社会の問題解決に繋がる島嶼、環境、食と健康、水、エネルギーの

５つの「重点領域研究支援事業」や「地域活性化の中核的大学機能強化事

業」

④ 施設の重要度、共用度、劣化度等を考慮した実効性の高い事業への学長

のリーダーシップによる機動的な意思決定に基づく「教育研究環境改善事

業」

⑤ 病院診療体制整備及び病院再開発整備に係る病院機能の強化・向上に繋

がる機器整備

⑥ 若手や女性教職員の活躍に繋がる就業環境整備を目的とした郡元・下荒

田地区保育所の新設整備

大学改革・機能強化のための人的資源への再配分【B52-2】 

 大学改革と機能強化に必要な人件費ポイントを学長裁量ポイントとして確

保し、法文学部の改組、教職大学院の新設等に再配分した。 

大学改革を推進するための取組 

① 『鹿児島大学長期改革プラン「2030 年の鹿大」』の策定に向けた取組【B58】 

大学を取り巻く環境は、少子化による受験人口の減少や産業構造の変革

など、年々厳しさを増しており、このような環境の中にあって、本学の強

み・特色を活かした教育研究活動を将来にわたり計画的かつ継続的に推進

するため、平成 29年５月、学長の下に大学改革検討会議（長期改革プラン

関連）を設置し、『長期改革プラン｢2030 年の鹿大｣』を策定するための原

案を作成した。 

(1) 業務運営の改善及び効率化に関する特記事項等

64



鹿児島大学 

② 共同獣医学研究科の設置に向けた取組【B61-1】

平成 24 年度に本学と山口大学とで設置した共同獣医学部における学部

教育と大学院教育を連接した段階的・体系的な教育を目指すため、従来の

大学院の枠組みである山口大学大学院連合獣医学研究科（構成大学：山口

大学、鹿児島大学、鳥取大学）を解消し、本学及び山口大学との間で平成

30 年度に共同獣医学研究科を設置することを決定した。 

第１回目の大学院入試を 12月に実施し、平成 30年４月入学者として７

名（私費留学生１名含む）が入学することになった。加えて、平成30年

10月入学者も受け入れる方針を決定した。 

平成 30年度鹿児島大学大学院共同獣医学研究科の予算については、山口

大学大学院連合獣医学研究科の経費を原資とし、構成３大学で分配額を合

意し決定した。さらに鹿児島大学大学院共同獣医学研究科予算配分の考え

方を定め、大学院生の就学支援策（TA/RA、授業料免除、レジデント獣医

師雇用等）を決定した。特にレジデント獣医師雇用に関しては、獣医専修

コースにおける当該資格取得のための支援の一つに位置付け、共同獣医学

研究科の大学院生をレジデント獣医師として雇用し、獣医療の職務にも従

事させることで、専門医や専門家協会会員の資格の取得と経済的な就学支

援を行う制度を制定した。 

さらに、研究科における授業の英語化や社会人学生への教育の実質化を

目的に、外国人教員による英語授業や ICT授業の充実を推進する機能強化

事業を提案した。 

③ 農林水産学研究科の設置に向けた取組【B58-1】

農学及び水産学の両研究科に求められる、ＩＴ化等による先進的スマー

ト農畜林水産業を創出する人材や食の安全・品質保証・グローバル化に適

応可能な人材の養成等に対応するため、既存の農学研究科３専攻（生物生

産学、生物資源化学、生物環境学）と既存の水産学研究科の５分野（水圏

科学、水産資源科学、食品生命科学、水産経済学、水圏環境保全学）を統

合し、農林資源科学、食品創成科学、環境フィールド科学、水産資源科学

の４専攻からなる農林水産学研究科を平成 31年度に設置することを決定

し、平成 30年４月に文部科学省へ提出する設置申請書類を取りまとめた。 

④ 医歯学総合研究科南九州先端医療開発センターの設置に向けた取組

【B24-1】

医歯学総合研究科及び他部局（理工学研究科や農学研究科等）の基礎研

究で創出される創薬・医療機器・再生医療等製品などのシーズを、実用化

（産業化）まで一体的に研究開発を進めることを目的とした「南九州先端

医療開発センター」を平成30年度に設置することを決定した。 

男女共同参画の推進【B56-1】 

構成員のキャリア継続や次代を担う研究者育成のため、研究支援員制度の

利用資格拡大、復帰支援としての教員業務短期支援員制度の新設、メンター

制度の活用対象拡大及びメンター登録者数倍増による相談支援体制の充実な

どの環境整備に取り組んだ。 

また、学長役員等をはじめ全部局長等の管理監督者が一丸となって、自ら

も仕事と私生活のバランスをとり、働きやすい職場環境に努めるため「イク

ボス宣言」を行い、平成 29年 11月に設立された「鹿児島市イクボス推進同

盟」にも加盟しホームページで公表した。 

さらに、直近の郡元地区保育施設検討ワーキンググループ報告書(平成 29

年２月)等も踏まえ、内閣府企業主導型保育事業を活用した保育施設の新設を

決定し、平成30年１月に鹿児島大学郡元・下荒田地区保育所（仮称）設置準

備室設置、関係規則整備、保育所名称募集、利用希望等調査実施等を行うと

ともに、平成30年 10月の開所に向け保育所新設に着工するなど、年度計画

を上回って就業環境の改善に取り組んだ。 

キャリア開発支援策として、本学初となる女性リーダー育成セミナーを開

催し、各事務部署や学系からの推薦者に対してリーダーへの意識改革を図る

とともに、女子大学院生への国際的な活躍につながるキャリア支援策として、

分野別の英語論文セミナーを開催した。 

また、職業生活における女性の活躍を推進するため、女性が働きやすい環

境づくり、環境整備、制度の導入などに積極的に取り組む企業を対象にした

「鹿児島県女性活躍推進宣言企業」に登録し、女性活躍推進企業として鹿児

島県のホームページに掲載された。 

さらに、本学から提案し、鹿児島県及び鹿児島県内の全大学、全短大、高

専による「鹿児島県内大学等男女共同参画連携会議」を設置し、本学がその

事務局を担うとともに、女性活躍促進等に係る地域連携を強化した。 

進取の精神を有する人材の育成【B52-1,B65-2】 

本学の卒業生で名誉博士でもある、稲盛和夫京セラ名誉会長より京セラ株

式 100万株（寄贈時時価約80億円相当）の寄贈を受けた。 

 本学では、当該寄附を「基金」化し、株式の果実等を活用し、稲盛和夫氏

に続く人材の育成をはじめとして、教育研究支援の充実を図ることとしてい

る。特に、平成 30年は明治維新 150年の節目となることから、「薩摩藩英国

留学生」が幕末時代、我が国の近代化に大いに貢献したことを踏まえ、本株

式の果実を活用し、新たに『鹿児島大学21世紀版薩摩藩英国留学生派遣事業
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「UCL稲盛留学生」』を実施することとし、University College London など

の関係機関との調整を行った。 

 なお、本事業は、平成 30年６月に University College London との協定を

経て、平成 31年度から実施することとしている。 

学外有識者の意見等を大学運営に反映するための取組【B53-1】 

経営協議会の学外委員に本学の施設並びに教育研究の状況等をより理解し

てもらい、大学運営に関する多様な意見交換等を行うため、経営協議会学外

委員による学内視察と教育研究評議会評議員との意見交換会を８月と 11月

の２回実施した。これにより、経営協議会学外委員の大学運営に関する理解

が深まり、特に「大学のイメージ戦略」など活発な意見交換が行われた。 

また、大学入試共通テストの動向や情報セキュリティ管理、男女共同参画、

遺伝資源に関する最新情報など幅広い分野で学外の専門家を招き、６回のト

ップセミナーを開催した。 

 さらに、理工系人材養成についての国の動向や産業界の状況について、学

内教職員の理解をより深めるため、文部科学省の「大学における工学系教育

の在り方に関する検討委員会」の座長も務められている KDDI 株式会社の小野

寺正会長（現相談役）を講師に招き、特別講演会を開催し、IoT、高度情報化

社会における大学の役割について講演頂くとともに、講演会終了後に工学系

教育の在り方などについて、本学理工系の部局長との意見交換を行った。 
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精力的な収入増の取組を行い、時価約 80億円相当の株式寄贈、病院の経営努

力や動物病院の開業獣医師との相互連携による増収を図った。また、保有資産

の売却を決定し、土地の有効活用を図ったほか、ネーミングライツ・パートナ

ー締結等により、財務基盤を強化した。 

寄附金の獲得に関する取組【B65-2】 

① 大型寄附の受入れと「鹿大『進取の精神』支援基金」の充実

運営費交付金が削減されるなど財政が逼迫するなか、学長自ら県内企業

や卒業生等を訪問し、寄附の依頼を行うなど、精力的に財政基盤の強化を

図る活動に取り組んだ結果、本学の永続的な教育研究支援等に資するよう

にとの趣旨で、本学の卒業生で名誉博士でもある稲盛和夫京セラ名誉会長

から、京セラ株式 100万株（寄贈時時価約 80億円相当）の寄贈を受けた。

今後、当該寄附を「基金」化し、株式の果実等により、学生の教育支援等

の更なる充実を図ることとしている。 

また、学生・留学生、研究者支援及び地域貢献活動等の支援を目的に、

平成 27年度に設置した「鹿大『進取の精神』支援基金」について、本学

の同窓会、卒業生、教職員に寄附協力の依頼し、平成27年 12月に設立さ

れた「鹿児島大学「鹿大『進取の精神』支援基金」支援会」（鹿児島県内

の経済・医療・農水産業等、関係 14団体の長により構成）と連携した募

金活動を行った。さらに、平成 28年度に本学が議員となった鹿児島商工

会議所の議員総会で寄附の依頼を行うなど、積極的な募金活動を実施した

結果、平成 28年度から 32年度までの５年間で２億５千万円の目標額に対

し、約２億３千万円の寄附金獲得（申込みベース）となった。また、同基

金による事業の報告会（シンポジウム）を開催するなど、継続した寄附獲

得に向けた取組も開始した。 

② 新たな基金等の展開に向けた取組

平成 28年度の税制改正により、新たに国立大学に対する個人寄附への税

額控除制度が導入されたことを踏まえ、経済的理由により就学困難な学生

に対し支援する目的で、平成 29年１月に設置した「修学支援事業基金」

について、学内の教職員への寄附協力を依頼し、保護者あてに寄附依頼書

を送付するなどの募金活動を行うとともに、寄附者の利便性を図るため新

たにインターネットによる寄附申込みが可能となるよう環境整備を行っ

た。このほか、遺贈による寄附、クラウドファンディング及び古本募金の

導入に向けた検討を始めるなど、新たな財源確保に向けた取組を開始した。 

病院収入の増収に向けた取組【B65-1】 

 国立大学病院データベースセンターから得られる各国立大学病院のベンチ

マークを基礎資料とし、平均在院日数及び新入院患者数、病床稼働率、手術

件数、診療報酬稼働額について経営指標目標を立てた。 

 また、経営指標目標等の診療実績について、経営企画室会議、病院運営会

議、診療センター長等会議、病棟医長師長・外来医長師長会議で状況分析を

報告し、啓発活動を行い、目標達成のための経営努力を行った。 

 なお、新病院長のもと、平成 29年度経営目標達成等のため、「平成 29年度

経営方針及び病院再整備計画について」の院内全体集会を開催（５月）し、

全診療科を対象とした病院長ヒアリングを行った（６～７月）。また、年度途

中には「平成29年度経営状況及び下半期の取組について」の全体集会を開催

（10月）し、更なる取組の推進を図った。 

また、８月から新たな取組として、毎日の診療科別・病棟別の病床稼働状

況及び空床数、毎週の手術件数及び新入院患者数を院内メールで周知する等

の取組を行った。 

これらの取組により、実績では、前年度と比較すると平均在院日数が 1.0

日短縮の 13.4 日、新入院患者数は 951名増の 14,889 名、病床稼働率は 0.8％

高い 86.5％、手術件数は 328 件増の 6,252 件と全て前年度実績を上回った。

平成 30年２月以降の病院再開発工事に伴う減床の影響があるものの、診療報

酬稼働額は６億 1,500 万円増、年間の病院収入も９億6,800 万円増の 228億

8,700 万円であった。病院収入は、目標値として定めた 225億 4,600 万円を

３億 4,100 万円上回った。 

 また、年度計画を上回るものとして、災害時でも水を安定して確保でき、

地域住民に対しても飲料水を提供することを目的として、地下水をろ過して

飲料水や治療に利用するシステム（地下水膜ろ過システム）を導入した。上

水道使用量を地下水に切り替えることにより年間 2,000 万円の経費節減につ

なげることが可能となった。 

動物病院収入の増収に向けた取組【B65-1】 

獣医学教育の国際的認証(EAEVE)取得を目指す取組の一環として、小動物診

療センターの新築及び大動物診療センターの改修を行い、５月に新病院とし

(2) 財務内容の改善に関する特記事項等
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て運用を開始した。 

 新病院の開院と同時に、獣医学教育機関としては、全国に先駆けて 24時間

診療体制を構築し、症例数確保と高度医療を実施、先進的卒後教育プログラ

ムの実施と共同獣医学研究科の設置などによる獣医学教育の質保証を推進す

るとともに、診療料金の改定及び適切な診療報酬請求の徹底を実施する等、

収入増の取組を行った結果、収入額は前年度比較で約5,100 万円増の２億

1,300 万円となった。 

当院の役割及び施設の特徴について、地域の開業獣医師及び地域住民等に

広く周知するため、内覧会の開催（６月、10月）やマス・メディアによる積

極的な広報活動（テレビ５件、新聞５件、ラジオ１件）を展開するとともに、

ホームページのリニューアル及び当院の特徴をまとめたリーフレットを発行

する等、動物病院の活動内容を分かりやすく伝えた。 

また、年度計画を上回るものとして、地域の開業獣医師と高度獣医療を提

供する本学動物病院が相互に緊密に連携することにより、それぞれの有する

獣医療機能が十分に発揮され、患者様が地域で継続性のある適切な獣医療サ

ービスを受けられることを目的として、平成 29年 11月「鹿児島大学動物病

院パートナー病院制度」を新たに構築し、県内外 152の動物病院をパートナ

ー病院として登録した結果、紹介件数の増（対前年度162件（20.5％）増の

954件）に繋がった。 

さらに、地域住民向けに子犬のしつけ教室（パピークラス）を公開講座と

して２回（12月・３月）開催し、地域貢献の取組の充実を図った。 

財務基盤強化部会の設置【B65，B67】 

増収・経費節減などこれまでの取組強化と財務基盤の充実を目的として、 

平成 29年９月「財務基盤強化部会」を設置し、「財務基盤強化の推進を図

るための方針」を定め、以下の取組を実施するとともにPDCA サイクルを回し、

更なる増収・経費節減を図ることとしている。 

（１）自己収入の増収に向けた取組【B65-2】 

① 全ての収入項目の実態調査を行うとともに全学体制で取り組む重要

となる項目については、各担当を決め、スケジュールや目標値を明確化

② 施設設備等の維持管理を充実させるため、施設等貸付料について増額

改正

③ その他の諸料金について、規則改正（２件）及び新規規則制定（４件）

④ 「ネーミングライツ・パートナー募集要項」を策定し募集を開始。４

件協定締結し契約総額約 152万円を確保。得られた収入は施設の維持管

理費に充当。

⑤ 構内駐車場の維持管理・整備費を確保するため、入構ゲート料の見直

し（対前年度860万円増収）

（２）経費節減に向けた取組【B67-1】 

① 調達の適用範囲を前年度の事務局・学内共同教育研究施設での試行運

用から全学に拡大

・ 競り下げ方式による調達について、ガソリン契約を予定していたが、

より有利とされる共同調達に変更（実績２件、前年度比同）

・ インターネット取引（クレジット決済）に係る手続きについて、取扱

いを明確化し、より一層の推進（実績 311件、前年度比 276件増）

・ オープンカウンター方式による調達（実績 21件、前年度比 16件増）

② 平成 30年度入試からネット出願システムを使用した出願の受付を開

始（環境対策と印刷費用削減額 約 403万円）

③ 省エネ対策として、エコ予算による整備年次計画により、中央図書館

の LED照明を設置、中央図書館の遮光フィルム張りを実施（環境対策と

電気使用量 57,241kWh/年の削減が見込まれる）

④ 郡元・下荒田地区において、これまで一般廃棄物（可燃物）として処

分していたシュレッダーゴミを分別回収し、紙ゴミのリサイクルを開始

（環境対策と処分費の削減額 25,411 円）

医療費率抑制のための取組【B67-2】 

後発医薬品の導入（使用量比率）は、平成 29年度実績で月平均 81.5％と

なり、前年度同様 80％以上を維持することができた。 

医薬品に関してはコンサルタント会社(株)ＭＲＰと、医療材料については

エム・シー・ヘルスケア(株)との間で、コスト削減（支出削減効果）を目的

としたメーカー及び販売会社との価格交渉を実施すべく契約支援業務を締結

した。 

 その結果、医薬品については、支出削減効果額の年間目標額 5,200 万円に

対し年間実績額が 6,070 万円で、医療材料については、支出削減効果額の年

間目標額 3,240 万円に対し年間実績額が3,290 万円であった。 

医療費率も、対前年度比（月平均）で、医科で 0.11％、歯科で 3％抑制す

ることができた。 

土地及び建物を有効活用するための取組【B68-1】 

毎年度２月頃に行う土地建物等の使用状況調査を基に点検を行い、今回、

霧島リハビリテーションセンター（平成30年３月閉院）について、学内での

利活用計画が特に無かったため、維持管理等を含めて検討した結果、平成 30
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年度売却することを決定した。また、災害復旧工事に伴う高隈演習林の土地

一部譲渡及び道路整備事業に伴う佐多演習林の土地一部譲渡についても決定

し、重要財産の譲渡に伴う中期目標・中期計画の変更を申請し認可された。 

 また、本学が保有している土地の有効活用を検討するためのワーキンググ

ループを設置することとした。 

さらに、平川ヨット艇庫については、鹿児島国体に向けたヨット競技会場

整備計画に伴う県からの要請を受け、撤去した。 

 教育研究施設の機能強化やサスティナブル・キャンパスへの転換を行うた

め、施設等の有効利用に関する規則により、平成 29年度は部局等から 317

㎡の拠出を受け、計 2,860 ㎡のスペースを全学で保有可能となった。 

 全学で保有可能となったスペースについては、プロジェクトスペース（年

間利用料５千円／㎡）などの共同利用スペースとして再配分を行った。 

スペース管理システムによる利用状況調査を 11月末に完了するとともに、

３年間で全施設の現地実態調査を行って規模の適正化を促進している。前年

度に共通教育センター、教育学部、水産学部から利用改善計画の提出を受け、

平成 29年度は２部局に対して改善計画の見直しを勧告した。Ⅰ期２年目であ

る平成 29年度の調査は、農学部、共同獣医学部、理学部の現地実態調査（12/1、

12/15、12/18）を実施した結果、概ね研究室等の管理状況は良く（1,285 室

／1,378 室中）、利用頻度も高いことから有効に活用されていることを確認し

た。 

 各種学会、集会使用等による一時貸付、また、売店、自動販売機設置等に

よる年間貸付において、土地･建物等の有効活用を図った。 

  また、前年度に引き続き、外国人研究者宿泊施設の利用促進のため、環境

整備（電化製品更新等）を行った。なお、３月末までの稼働率は、対前年度

比 2.6％増の 67.6％となった。 

資金管理計画に基づいた余裕金の資金運用【B68-1】 

資金管理計画（資金繰り計画）に基づく短期運用可能な余裕金については、

安全性を確保した上で大口定期預金及び譲渡性預金の競争入札を行った。 

長期運用については、年末に公募された一般担保付き債券（電力債）を資

金ラダーに配慮し、計画的に購入した。 

平成 29年度余裕金の運用による増収については、対前年度比 33万円増の

1,054 万円となった。 

 また、資金運用については、資金運用方針を定め、平成 30年４月１日から

安全性・効率性に配慮した運用を行うこととした。 
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IR 体制を強化するため、IR企画室を新設し、先行大学の訪問調査、リーフレ

ットの作成、IR活動の普及・啓発等を行った。また、初となる秋のオープンキ

ャンパスの実施や、学生と連携したメディア等での情報発信により、大学ブラ

ンドイメージの向上に繋げた。 

医学教育分野別評価の適合認定【B70-1】 

医学部は、第三者評価機関である一般社団法人日本医学教育評価機構

（JACME）が実施する、平成 29年度の医学教育分野別評価を受審し、評価基

準に適合していることが認定された（認定期間：平成30年４月１日～平成

37年３月 31日）。このことは、世界医学教育連盟（WFME）が定める医学教育

分野別評価基準の全てを満たしたことにより、医学部の医学教育の質が国際

的見地から保証されたことを意味しており、今後も更なる医学教育の充実・

向上に努めることとした。 

大学の魅力を発信するための取組【B71-1】 

８月に開催するオープンキャンパスについて、九州・山口版の朝日新聞と

読売新聞に全面広告を掲載するとともに、新聞に掲載した紙面を九州・山口・

沖縄の主要な高校や予備校などに配布し、朝日新聞特設ウェブサイト及び

YOMIURI ONLINE で記事広告の内容を紹介した。 

あわせて、大学ホームページにオープンキャンパス特設サイトを作成し、

受験生に企画内容を分かりやすく伝えた。 

また、本学に一層の興味・関心を持ってもらうため、夏のオープンキャン

パス（参加者数延べ 4,314 名）に加え、新たに 11月にも秋のオープンキャン

パスを実施（参加者数延べ467名（大学紹介体験講義(文系)134 名、(理系)136

名、学部別キャンパス探検150名、大学進学相談会 47名））し、本学の魅力

を情報発信した。 

さらに、１月に大学入試センター試験の問題下に新聞広告（朝日、読売、

毎日新聞）を掲載し、本学の魅力を掲載した。 

大学内で発行する部局概要などの広報冊子では、全学の広報誌の統一化を

図るための調査を行い、分かりやすい表示や体裁などの基準を設けることで

統一感を向上させるためのガイドラインを作成した。 

大学ブランドイメージの向上【B71-1】 

南日本放送（MBC）のテレビ番組で、本学のコーナー「さっつんキャンパス

レポート」（月１回放送８分程度）を設けて、学生の取組や、一般の方が参加

できるイベントや講座などを紹介している。このコーナーで紹介した学生は、

その後テレビのニュースや新聞に紹介されるなど学生の活躍が広く伝えられ

た。 

鹿児島大学の教育、グローバル化対応、サークル活動、地域での取組など

を紹介したコマーシャルを制作し、テレビで放送するとともに鹿児島大学動

画サイト（YouTube）で公開した。あわせて、新しく大学紹介映像「潜入！！

KADAI SCOPE」を制作し、動画サイトで公開した。 

また、広報ボランティア学生が中心となり、デザインの制作やアイディア

を取り入れた鹿大グッズ（本学のマスコットキャラクター「さっつん」を使

ったクリアファイル、タオル、マグカップ）を制作し、本学に対する親しみ

と大学のイメージアップを図った。 

IR 体制の機能強化【B51-1】 

本学の IR体制の機能強化を図るため、企画・立案組織として「IR企画室」

を新設するとともに、実施組織である既設の「IRセンター」に各分野責任者

（教学、国際、研究、社会貢献、病院、男女共同参画、業務運営）等をメン

バーに加えるなど要項を全面的に見直し、大学運営のための意思決定や計画

策定を支援する体制を強化した。 

本年２月に IRセンター会議を開催し、複数の国立大学法人が課題として取

り組み始めた「教員の活動状況の可視化」について、本学の対応について検

討を開始するとともに、先行大学への訪問調査を実施した。 

また、本学での IR活動を大学の構成員に分かりやすく説明するリーフレッ

トを作成し、IR活動の普及・啓発を図った。 

(3) 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する特記事項等
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法令遵守に関する取組（情報セキュリティ対応） 

平成 28年度に策定した「鹿児島大学情報セキュリティ対策基本計画」（平

成 29年３月 14日、最高情報セキュリティ責任者（企画担当理事）裁定）の

各項目に基づき、以下の取組を行った。 

（１） 情報セキュリティインシデント対応体制及び手順書等の整備【B79-1】 

① 情報セキュリティインシデント対応体制の明確化と手順書の作成・共

有、更新

平成28年度に策定した「鹿児島大学における情報セキュリティインシ

デントに係る情報連絡手順書」について、訓練実施結果等を踏まえ、通

報先の明確化等の修正を行った。なお、「鹿児島大学における情報セキュ

リティインシデント事案に係る情報連絡体制」について、連絡体制の整

理を行った。また、情報連絡手順書及び情報連絡体制の一部改正につい

て、各部局内の情報セキュリティインシデント対応体制を確認するよう

周知を行った。 

② 緊急時に停止可能な機器等の事前把握とその手順書の作成・共有

各部局等が管理しているグローバルネットワークホストの脆弱性診断

を、全部局等で実施した。なお、学術情報基盤センターでは、設備機器

障害等に関する対応等の手順を確立し、同センター内で共有している。 

また、重要情報を取り扱っている事務系情報システムの緊急時の停止

手順等に関する調査を実施し、現状を把握するとともに、緊急時の対応

に関する手順等の再確認及び意識啓発を図った。 

（２） 情報セキュリティポリシーや関連規程の組織への浸透【B79-1】

① 情報の格付け等の明確化とポリシー参照場所の周知、重要情報毎の取

扱規則等

本学の情報セキュリティポリシーについて、教職員が必要な時に参照

できるよう鹿児島大学ホームページの教職員専用ページに「情報セキュ

リティ」の項目を設けている。また、重要な情報や多くの個人情報を扱

う学務、財務部門等における取扱いや手順等について随時更新を行った。 

（３）情報セキュリティ教育・訓練及び啓発活動の実施【B79-1】 

① 情報セキュリティ教育訓練の実施と未受講者にも受講を促す仕組み

情報セキュリティに関する意識啓発を図るため、幹部職員、事務職員、

教職員等の対象者別の情報セキュリティ講習会等（受講者数 389名）を

実施した。なお、事務職員を対象とした、情報セキュリティ啓発動画視

聴の研修実施にあたっては、事務系職員人事評価の判断材料にもなる旨

の周知をして実施した。 

また、教職員向けの情報セキュリティ講習会について、未受講者等へ

の対応として、講習会の録画映像を大学ホームページ(学内専用)に掲載

し、自由な時間に受講できる映像研修を実施した。 

② インシデントが発生した場合の対応訓練

情報セキュリティに対する意識向上及び情報セキュリティインシデン

トが発生した際の通報連絡体制の点検、関係部署との連携体制を確認す

るため、全教職員を対象とした「迷惑メール対応及び通報訓練」を、通

報・初期対応訓練、通報連絡体制による通報連絡・情報共有訓練、事後

教育までを含めた訓練として実施した。 

また、事務系システムの管理を担当している職員を文部科学省主催の

「情報セキュリティ技術向上研修」等に参加させ、技術力の向上を図る

ととともに、事務系システムを管理している他の担当者と研修成果の共

有を行った。 

③ 全教職員、学生への周知徹底

情報セキュリティに関する脅威や対策等についての一層の周知を図る

ため、事務職員（非常勤職員を含む）を対象とした、独立行政法人情報

処理機構（IPA）が公開している情報セキュリティ啓発動画の視聴及び視

聴報告の全学研修（視聴者数 646名）を実施した。 

また、学生に対して、学生が守るべき情報セキュリティを記載した「情

報倫理ガイドブック」を入学式において配布するとともに、共通教育の

必修科目「情報活用」において、情報セキュリティに関する知識を修得

させるための講義を実施した。 

さらに、事務職員が守るべき、情報セキュリティや機器の管理につい

て記載した事務職員向けの「事務職員のためのＰＣ等の利用ガイドブッ

(4) その他業務運営に関する特記事項等
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ク」の内容の見直し更新等を行い、学内専用ホームページへの掲載及び

周知を行った。 

（４）情報セキュリティ対策に係る自己点検・監査の実施【B79-1】 

① 自己点検の実施及び継続的フォローアップ

情報セキュリティポリシーの遵守状況の確認及び情報セキュリティに

対する意識向上を図るため、全教職員を対象とした「情報セキュリティ

対策に係る自己点検」を実施した。また、事務職員を対象とした、「情報

システムに係る管理状況等の自己点検」を実施した。 

② 情報セキュリティ監査の実施

情報セキュリティ監査について、「平成 29年度業務監査（情報セキュ

リティに関する監査）」として、(i) 上記（１）②の脆弱性診断と脆弱性

を解消するための措置を実施し、(ii)学内導入の事務システムを対象と

した、本学の情報セキュリティポリシー等の遵守状況に関する監査を、

山口大学の職員を外部監査員として加え、実地監査を実施した。また、

12月 19日には、山口大学の平成 29年度業務監査（情報セキュリティ監

査）に、本学職員２名を監査員として派遣し、実地監査を実施するとと

もに、監査に関するスキルの向上を図った。 

また、平成 29年度業務監査（個人情報及び法人文書の管理状況）の実

地監査において、個人情報を取り扱う情報機器の安全確保の措置状況の

監査を実施した。 

（５）情報機器の管理状況の把握及び必要な措置の実施【B79-1】 

① グローバル IPアドレスの把握・管理、アクセス制御、付与制限、不要

IPの洗い出し

上記（１）②の脆弱性診断において、不要と判断したグローバルホス

トについて、廃止等の手続きを行った。また、外部環境（学外サービス

等）の利用状況に関する調査を実施した。 

② アカウント管理と暗号化

事務システムを対象とした、情報セキュリティポリシー等の遵守状況

に関する監査において、アカウント管理状況に関する確認を行った。ま

た、個人情報を含むデータファイルについて、パスワード等の暗号化を

行うことの周知徹底を図った。 

③ 情報セキュリティ対策強化のための機器導入

事務職員が利用している事務用メールサーバにおいて、コンピュータ

ウイルスに感染する可能性のある添付ファイルを削除等するなどの対策

を実施し、情報セキュリティ対策の強化を図った。 

④ 適切なソフトウェアバージョンの管理の実施

オペレーティングシステムやアプリケーションソフトウェア等の更新

に関する点検項目を実施し、更新漏れの防止を図った。また、事務系職

員が使用するパソコンについて、情報部門で購入の取りまとめを行い、

最新の OSでの購入を実施した。 

（６）法人の特性に応じた必要な対策等【B79-1,B79-2】 

① 重要情報を取り扱っている部署を対象に、適切な情報セキュリティ対

策を実施するためのパソコンの自己診断に関する説明会を実施した。ま

た、パソコンの自己診断後の情報セキュリティ対策等の実施状況の点検

を実施した。

② 学内の情報システム利用に必要な鹿児島大学ＩＤについて、これまで

同ＩＤを取得していない職員に対し、ＩＤ設定コードの配布を行い、職

員のセキュリティ及び利便性の向上を図った。

施設マネジメントに関する取組 

 施設マネジメントに関する取組を組織的、計画的に実施するため、学長の

トップマネジメントのもとに大学の機能強化・経営戦略等に基づいた戦略的

施設マネジメントを「キャンパス計画室（室長：財務担当理事）」において企

画立案し、全学委員会である「施設マネジメント委員会」にて調整・評価す

るなど、全学的な推進体制により以下の取組を実施した。 

（１）施設の有効利用や維持管理（予防保全を含む）に関する事項【B73】 

① 鹿児島大学インフラ長寿命化計画（行動計画）を踏まえて、施設の劣

化状況やメンテナンスサイクル等の個別施設計画に必要な事項を記載し

たインフラ長寿命化（個別施設計画）骨子（案）を 10月に作成した。ま

た、現地調査を基にした建物劣化診断書（建物カルテ）により、今年度

予定していた教育研究施設分（85棟）を超える個別施設（100棟）の施

設長寿命化対策費用を算出した。
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② 「施設等の有効利用に関する規則」(平成 28年１月策定)により、平成

29年度は部局等から 317㎡の拠出を受け、計 2,860 ㎡のスペースを全学

で保有可能となった。プロジェクトスペース（年間利用料５千円／㎡）

などの共同利用スペースとして再配分を行った。

③ 施設の有効活用のため、部局長立会のもと財務担当理事を室長とする

キャンパス計画室にて、３年間で全施設の現地実態調査を行い、規模の

適正化を促進している。前年度に共通教育センター、教育学部、水産学

部から利用改善計画の提出を受け、平成 29年度は２部局に対して改善計

画の見直しを勧告した。Ⅰ期２年目である平成 29年度の調査は、農学

部・共同獣医学部・理学部の現地実態調査を平成 29年 12月に実施した。

その結果、概ね研究室等の管理状況は良く、利用頻度も高いことから有

効に活用されていることを確認した。

（２）キャンパスマスタープラン等に基づく施設整備に関する事項【B72】 

① 「キャンパスマスタープラン 2015」で描いた 30年後のキャンパス将

来像の実現に向け、下荒田キャンパスの具体的な建物配置・建替計画及

び調和のとれた魅力的な空間を創出するための樹木・照明の配置や建物

の高さなどの具体的な基準を定めた「下荒田キャンパス地区計画・デザ

インガイドライン」（案）を作成した。本計画では、民間の資金やノウハ

ウを積極的に活用し地域振興を図る土地の有効活用スペース（地域創成

エリア）を明記した。作成過程においては、学長のリーダーシップの下、

教職員・学生、市景観アドバイザーで構成したワーキンググループを全

５回開催して検討・立案を行った。

（３）多様な財源を活用した整備手法による整備に関する事項【B65】 

① ネーミングライツ・パートナー募集要項を６月に策定し、記者発表や

大学のホームページに掲載するとともに、就職希望学生を対象とした企

業説明会時に業者へパンフレットを配布するなどして募集を開始した。

その結果、４件の協定を締結した。得られた収入は施設の維持管理費に

充当した。

② 就労環境整備及び福利厚生を目的として、平成 29年度企業主導型保育

事業を活用し保育施設の整備を開始した。

（４）環境保全対策や積極的なエネルギーマネジメントの推進に関する事項

【B67】 

① 「国立大学法人鹿児島大学駐車場等運用に関する基本方針」（平成 28

年９月策定）の４．二酸化炭素排出量の削減に資する公共交通の利用推

進により、低炭素型社会への貢献に努めるために、鹿児島市コミュニテ

ィサイクル「かごりん」を郡元キャンパスに 20台、下荒田キャンパスに

12台導入（10月運用開始）し、“公共交通＋自転車”の利用を推進した。

② エネルギー使用量の見える化の一環による教育研究評議会での使用量

報告や、夏季・冬季における各部局の省エネパトロールを実施して、省

エネルギーに対する啓発を促進した。

③ 地球温暖化対策として「エコ予算」を毎年度計上し、省エネ対策とし

て、中央図書館のＬＥＤ照明化･遮光フィルム張りを実施した。電気使用

量 57,241kWh／年の削減を見込んでいる。

（５）教育研究活動等の充実が図られた内容 

① 施設等の有効利用に関する取組で、大学が戦略的に進めている教育研

究に対して速やかに配分できる共同利用スペースを 2,860 ㎡確保してお

り、15件のプロジェクト研究を実施した。

② 建築学科棟改修整備に伴い、天井内の構造・設備の可視化を行い、建

物を教材として活用した。

（６）整備した施設で創出された教育研究の成果 

① 獣医学教育の国際的認証（EAEVE）取得を目指す取組として、平成 27

年度の総合動物実験施設の新築と平成 28年度の小動物診療センターの

新築及び大動物診療センターの改修を行い、次の成果を得た。

・ ５月に運用を開始した新病院では、獣医学教育機関として全国に先

駆ける 24時間診療体制を構築して症例数を増やし高度医療を実践す

るとともに、収入増を図った。

・ 総合動物実験施設では、米国 AAALAC International（国際実験動物

ケア評価認証協会）の国際認証を受けた（平成 29年６月９日）。

・ 欧米の獣医学教育に必須とされている「先進的卒後教育プログラム」

に取り組むため、「鹿児島大学と山口大学の連携による共同獣医学研究
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科」を平成 30年度に設置することを決定した。 

コンプライアンス体制の整備・充実の取組【B77-1】 

平成 29年度は研修会の実施時間等の見直しを行い、４つの研修内容（情報

セキュリティ、個人情報保護、コンプライアンス、法人文書管理）を２回（11

月、12月）に分けて実施した。このうち情報セキュリティ及び個人情報保護

については、郡元地区と桜ヶ丘地区において同日開催し、合計で約270名の

参加があり、コンプライアンス及び法人文書管理については、郡元地区にお

いて開催し、約 80名の参加があった。さらに、個人情報保護管理等を継続し

て啓発するため、研修の未受講者及び再受講者への対応として、研修の録画

映像を大学ホームページに掲載し、自由な時間に視聴できる映像研修を実施

した。 

さらに、出張に関し、公的研究費の不正使用などの規則違反の未然防止及

びスムーズな出張手続きを図るため、出張に関する基本的な考え方や出張時

の必要書類等をまとめた「出張手続マニュアル」を、業務改善の一環として

若手職員を中心に作成し、全教職員へ配付し周知した。 

また、学内のコンプライアンス事象に、より迅速かつ適切に対応し、学内

規則を含めた法令遵守の徹底と危機管理体制の充実強化を図るため、総務企

画・コンプライアンス推進室が企画立案するコンプライアンスに関する事項

を実施する組織として、平成 30年４月１日に「法務・コンプライアンスセン

ター」を設置することを決定した。 

防災対策の整備・充実【B76-1】 

災害等の発生時において、教職員等が一体となり、迅速かつ的確な災害応

急対応及び復旧活動ができるよう、事務局及び部局における防災・業務継続

計画（BCP）第一版を 12月に策定した。 

あわせて 11月から「安否情報システム」（ANPIC）を導入し、学生及び教職

員の安否確認体制が整備され、12月の防災訓練時に第１回目の通報訓練を実

施した結果、学生、教職員の計 14,482 名のうち 7,532 名が ANPIC に登録（登

録率 52.0%)があり、通報訓練では、7,595 名から回答（回答率 52.4%）があ

った。 

また、更なる登録率上昇を目指すために、２回目の通報訓練を２月に実施

し、通報訓練実施の前に各部局長等へ所属の学生、教職員に ANPIC 登録の周

知を依頼した結果、学生、教職員の計 14,419 名のうち 9,280 名が ANPIC に登

録（登録率 64.4%、前回比 12.4%増）があり、通報訓練では、8,104 名から回

答（回答率 56.2%、前回比 3.8%増）で、登録率、回答率を上げることができ

た。 
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